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論文要旨
論文要旨
ii
1　序論－研究の背景と目的
　本研究は、平成 23 年（2011）3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（以
下東日本大震災と表記 ) により被災した関東の 5 地区〔茨城県桜川市真壁町地
区 ( 以下真壁と表記 )、千葉県香取市佐原地区 ( 以下佐原と表記 )、埼玉県川越
市川越地区 ( 以下川越と表記 )、栃木県栃木市嘉右衛門町地区 ( 以下栃木と表記 )、
群馬県桐生市桐生新町地区 ( 以下桐生と表記 )〕における町家と土蔵の地震被
害についての研究である。
　重伝建地区が地震で被災したのは、平成 7 年 (1995) の兵庫県南部地震 ( 以
下阪神・淡路大震災と表記 ) の神戸市北野町山本通り地区 ( 以下北野町と表記 )
と平成 19 年 (2007) の能登半島地震の石川県輪島市黒島地区 [ 以下黒島と表記
※黒島は震災からの復興を契機に保存運動が高まり平成 21 年 (2009) に選定さ
れている ] の 2 地区の例だけで非常に少ない。　
　本研究は、重伝建地区における今後の地震防災の基礎資料となる目的で次の
⑤の視点で研究を行った。
①　重伝建地区において、地震動レベルと被害率について、定量的に調べられ
　　た研究事例は非常に少ない。今後の重伝建地区における地震防災計画を考
　　えるうえで、関東の重伝建地区 5 地区の個々の町家や土蔵の損傷程度や
　　その分布状況を記録しておくことは、貴重な資料となると考える。
②　本地震で被災した関東の 5 地区は、震央からの距離が似通った距離にも
　　かかわらず、地区によって損傷に差が出ていた。地区の損傷の差は軟弱地
　　盤や扇状地形による影響で地震動が増幅した為ではないかと考え、地盤
　　の影響と損傷程度について考察した。
③　江戸を含め関東では、頻繁に大火が発生し、関東の町家や土蔵は、独自の
　　防火構造として発展してきた歴史を持っている。しかしそれらの構造は耐
　　震上好ましくない建築形式であるが、それらの耐震性についての研究事例
　　が少なく、それらの耐震性を考察した。
④　震災前までに約 7 割の建物に保存修理工事が行われていた佐原では、適
　　切な保存修理工事が行われた建物には、無損傷の建物が多く見られた。保
　　存修理工事の履歴と地震による損傷を考察し地震被害が最小で済む保存修
　　理工事の考察を行った。また関東大震災以降、瓦葺き工法は様々な耐震化
　　の歩みを持ってきた。瓦葺き工法と損傷について研究した事例は非常に少
　　なく本研究において工法の違いによる損傷を考察した。
⑤　最後に保存修理工事の基本方針をまとめている。
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2　第 2 章－研究の対象と方法－
　本研究では、他地区においても比較検討が容易なように、調査対象を全国に
広く分布する木造の町家と土蔵のみを対象とした。被害調査の方法としては以
下の方法をとった。2011 年 5 月 11 日以降各地区に数回入り、 地上からの被
災状況の目視と確認を行い、町屋と土蔵の被災状況を整理した。重伝建地区の
位置する各自治体は、他の自治体の応援や、研究者、地元の建築士会等の協力
を得て、被害調査がおこなわれ、9 月末までに被害調査資料 ( 未発表 ) が作成
されていた。本研究においては、2012 年 3 月に各自治体の未公表の被害調査
資料や保存修理工事の履歴記録のデータの貸与を受け、著者独自の調査と齟齬
が出ないように、整理をしている。
　
①　本震及び余震
　　各地区の本震の震度は桐生と真壁が震度 6 弱、佐原は震度 5 強、を計測
　　している。関東 5 地区全ての地区が震度 5 弱以上を越えていたので、気
　　象庁の震度階級関連解説表に示す耐震性の低い木造建造物に被害を及ぼす
　　という震度 5 弱を超えていた。M9.0 の本震の震源域は宮城県沖であった
　　が、本震から約 30 分後 (15 時 15 分 ) に茨城県沖を震源とする M7.7 の大
　　な余震が発生し、佐原は再び震度 5 強を観測し、真壁は震度 5 弱を計測
　　している。他の 3 地区は震度 5 弱を超える余震は計測されていない。
②　調査地区の地盤の固有周期
　　地震動の強さは、軟弱で堆積層が厚い地盤では、計測震度のランクや最大
　　加速度が高くなることが知られている。各地区の地質を調べる為に、各県
　　で公表している地質データ等を入手し、これらの資料を基に、告示式で、
　　地盤の固有周期の推計値を求めた。
　　その結果、真壁と佐原の小野川沿いは軟弱地盤を示す 0.6 秒から 0.8 秒前
　　後の軟弱地盤の固有周期を示していた。他地区の地盤の固有周期は栃木・
　　川越は 0.35 秒程度と短い固有周期を持っていた。桐生は地盤の固有周期
　　は 0.1 秒前後と短いが、地質は地表からすぐ下には玉石混じりの砂礫層と
　　なっており、明らかに扇状地系を示す地質となっていた。
　　これらの資料を基にして、本震や余震の影響及び地盤の影響で損傷にどの
　　程度の差が出ているかの比較検討を行い、重伝建地区の地震防災計画を策
　　定するうえでの基礎資料を作成している。
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3　第 3 章 ~ 第 5 章－各地区の損傷記録と考察－
①   第 3 章－真壁の損傷記録と考察－
　　真壁は、平成 22 年に重伝建地区として選定され、保存修理工事に取り掛
　　かる矢先に被災した。町家 54 棟、土蔵 19 棟の損傷記録を作成し、図面
　　が入手できた町家や土蔵の耐震性の分析を行った。屋根及び外壁・軸組の
　　どちらかが中破以上の損傷した建物が町家は約 63％、土蔵は約 79％と
　　なっており、被害が大きかったことを示している。
　　耐震診断の結果、町家は間口方向の壁量の偏在・北西と南東の壁量の偏在
　　により損傷を起こしていた。関東の町家の耐震性は低いと推定したが、損
　　傷と一致していた。下屋を持つ土蔵では土蔵本体と下屋の剛性の違いによ
　　り接続部で多くが損傷していた。また土蔵の短辺は耐震性が低いことが
　　判った。特に長辺と短辺の比が 2.0 に近い土蔵に被害が大きくなっていた
　　ことが判った。
②    第 4 章－佐原の損傷記録と考察－
　　佐原は関東で最も早く平成 8 年に重伝建地区に選定され、東日本大震災
　　前までに全棟の 7 割まで町家や土蔵の保存修理工事は進んでいた。町家
　　75 棟、土蔵 26 棟の調査記録を作成し。図面が入手できた町家や土蔵の耐
　　震性の分析を行った。佐原は小野川流域と、香取街道の 2 つの地区に分
　　類して考察を行った。香取街道では、被害は少なく、小野川流域で被害が
　　多かった。この違いは明らかに、小野川流域の軟弱地盤による影響と考え
　　られる。
　　保存修理工事が全面的に行われた建物と無修理の建物では屋根損傷が、町
　　家は約 47％の違いが見られ保存修理工事の効果が高いことが判った。し
　　かしながら土蔵は保存修理工事が行われた建物の損傷率が 67％と高く、
　　保存修理工事による効果が表れていなかった。町家では、土壁の偏在によ
　　り損傷を起こした建物が多く見られた。土蔵は、真壁と同様に短辺が耐震
　　評価の低い土蔵が多かった。特に長辺と短辺の比が 2.0 に近い小野川沿い
　　の土蔵に被害が大きくなっていたことが特徴である。
③　第 5 章－桐生・栃木・川越の損傷記録と考察－
　   真壁・佐原と同様に損傷記録をまとめ、損傷の考察を行った。屋根瓦を崩 
       落させたものはほとんどなく、外壁・軸組の被害が多く見られた。多くが 
       上部漆喰のひび割れ程度で中壁から崩落させたものは少なかった。
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4　第 6 章－全地区の損傷の比較と考察－
①　真壁・佐原で地震動が増幅した要因
　　東日本大震災は M9.0 の本震と共に、約 30 分後に茨城県沖を震源とする
　　M7.7 の大きな余震が発生した。本震の震度は桐生と真壁が震度 6 弱、佐
　　原は 5 強を計測した。約 30 分後に発生した余震では震源に近い佐原は再
　　び震度 5 強、真壁は震度 5 弱を計測していた。他地区は震度 5 弱以上を
　　計測しておらず、真壁と佐原の被害が大きかった要因は、本震だけでなく
　　約 30 分後の余震が影響していたと考えられる。
　　真壁・佐原で本震や余震で地震動が大きくなった要因を探るために、地質
　　資料を入手し、それを基に各地区の地盤の固有周期の推計値を求めた。そ
　　の結果、真壁と佐原の小野川沿いは 06 秒 ~0.8 秒と比較的長い固有周期を
　　持っていた。従って真壁や特に佐原の小野川沿いで他地区と比較して損傷
　　が大きかった要因は、軟弱地盤により地震動が増幅した結果であることを
　　確認できた。また桐生は、地質は地表からすぐ下には玉石混じりの砂礫層
　　となっており、明らかに扇状地系を示す地質となっていた。本震で震度 6
　　弱を計測したのは、扇状地系の影響で両側の山の反射波の影響で地震動が
　　増幅した影響であった。
②　町家の耐震性
② -1　間口方向の土壁の偏在
　　真壁・佐原共に各町家は個別に耐震上の課題があることが、分析で判った
　　が、共通して言えることは、1 階の間口方向の耐力が奥行き方向の耐力の
　　7 割程度しかなく、それらの要因により損傷の要因となっていたと考えら
　　れることであった。しかしながら、これは関東の町家に限った特徴とは言
　　えず、全国共通の町家の耐震上の欠点である。
② -2　南北方向の土壁の偏在
　　関東の町家は、冬に起きやすい大火から守るために、防火上北西だけを塗
　　籠る町家が多い。南東側には庭を設け、耐震要素である土壁を設けないた
　　めに、土壁の偏在による偏心が大きくなる。個別の損傷分析では、南北の
　　土壁の偏在により、損傷が起きていた事例が多く見られたことで、歴史的
　　に防火建築として発展してきた関東の町家の耐震上の問題点を改めて確認
　　することが出来た。
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② -3　伝統的な下屋庇の構造
　　江戸期以来の関東の重伝建地区の町家は、伝統的な下屋庇を持ち、2 階の
　　柱が梁の上に掛けられ、軸組が通らない耐震上の欠点を持っている。真壁
　　で下屋庇の町家と、昭和期以降に建てられた道路側に下屋庇が無い町家の
　　損傷比較をしたが、下屋庇の無い昭和期以降の町家は耐震診断で評価が低
　　くなっていても、外壁・軸組に損傷はほとんどなかった。構造的に、道路
　　側の軸組が 2 階まで通り、剛性上適切な軸組となっていたことが、損傷
　　が少なかった要因の一つと考えられる。
③　土蔵の耐震性
③ -1　土蔵の構造の弱点
　　町家と土蔵を比較すると土蔵の屋根損傷率は約 3 割高くなっていた。要
　　因の一つは土蔵の葺土は町家より塗厚が多いことにより慣性力が大きく働
　　き、ズレや落下が多く発生したこと。またズレ止めのシュロ縄が経年劣化
　　で腐食して切れ、土居塗の土がずり落ちたことも要因と考えられる。また　
　　鉢巻の被害も多かったが、これは漆喰で防水された土居塗の上を雨水が流
　　れ、軒先にある鉢巻の竹木舞を腐朽させ、地震による振動で鉢巻の土壁が
　　竹木舞と共に落下したと考えられる。
　　また外壁・軸組の損傷の要因としては、一つは腰巻である。腰巻には地面
　　からの雨水の跳ね返り防止の為に漆喰を混ぜた土で塗られる。上部のヒビ
　　ワレから侵入した雨水は腰巻で止水され、内部の土台や柱の根元を腐朽さ
       せた要因となっていたこと。またもう一点は、床下換気口を設けないこと
       で、地面からの湿気や蟻害を防ぐことが出来ず、軸組が腐食しやすくなっ
　　ていたことが、外壁・軸組の損傷の主な要因と考えられる。
③ -2　短辺の耐力の脆弱性
　　真壁・佐原の土蔵の耐震診断で明らかになったことは、短辺の耐力が長辺
　　の約 7 割しかなく、損傷の大きい建物の要因の一つとして短辺の耐力の
　　脆弱性によると考えられる。本研究の分析では辺長比が 2.0 を超えた土蔵
　　に、被害が多く出ていたが、土蔵の全重量を短辺で負担している為である
　　と考えられる。栃木を調査した既往研究では土蔵の短辺の固有周期が町家
　　と変わらない固有周期を持っていたという成果が得られていたが、その傾
　　向は辺長比が 2.7 ～ 3.3 と大きい土蔵に顕著であったとしていた。町家と
　　土蔵の短辺の固有周期が変わらないとすれば、本研究の損傷結果と整合す
　　る。
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④　保存修理工事と損傷
　　本研究では震災前までに 7 割の建物に保存修理工事が行われていた佐原
　　に置いて、全面修理工事の建物と部分修理や無修理の建物との比較を行っ
　　た。全面修理工事の建物は耐震上問題の多い基準であっても、無損傷や軽
　　微損傷となっている建物が多くなっており、改めて全面修理工事の有効性
　　を確認することができた。ただし、全面修理工事の工法によっては、損傷
　　に差が出ていた為に、今後の重伝建地区の保存修理工事では次に示す工法
　　が有効であると考える。
④ -1　瓦葺き工法の耐震化
　　佐原において町家は、保存修理工事では、空葺引掛け瓦桟工法で行われ、
　　棟瓦は銅線で緊結する工法で行われた。この工法で施工されて損傷した建
　　物を見ると平瓦は多くはズレ程度で済んでいたが、棟瓦の損傷は防げてい
　　なかった。佐原のように本震と余震で 2 度も震度 5 強以上の地震力が加
　　わると、棟瓦を銅線で緊結するだけでは損傷を完全に防ぐことは難しいと
　　考えられる。平成 15 年度からはステンレスの金物で棟瓦と棟木を押さえ
　　込むガイドライン工法が取り入れられ、その工法で葺かれた 10 棟は棟瓦
　　も全て無損傷であり、効果が実証された。ガイドライン工法を積極的に採
　　用することが有効である。
④ -2　基礎工法の耐震化
　　小野川沿いで液状化現象が発生した佐原においては、町家 10 棟に基礎の
　　修理が行われていた。そのうち 8 棟はベタ基礎工法で 2 棟は布基礎工法
　　である。下屋を含む建物全てをベタ基礎工法とした建物 6 棟には被害は
　　無い。液状化を起こす佐原のような軟弱な地盤では、上部の構造物に強制
　　的な変化が加わらないよう、ベタ基礎工法は有効であり、文化庁の手引き
　　でも推奨しているが、効果が高いことが確認できた。基礎の修理が行われ
　　ず、外壁・軸組だけの修理が行われた建物では損傷を防ぐことは出来てい
　　なかった。
　　土蔵は、唯一基礎を土間コンで修理した 1 棟は、無損傷であった。地盤
　　にコンクリートを打設することは防湿対策にも効果があり、土蔵にも効果
　　があったと考える。以上から考えると、上部構造の軸組の補強は当然必要
　　であるが、液状化を起こすような軟弱地盤においては、基礎の修理を最優
　　先とし、ベタ基礎工法が、より効果的であり、今後の保存修理工事に生か
　　すべきと有効であると考える。
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5　第 7 章－結論－
⑤　今後必要な保存修理工事の考え方と方針
　　真壁・佐原の町家や土蔵は耐震診断により、多くの建物が極稀に発生する
　　震度 6 強を超える地震で倒壊するという評価となっていた。関東では首
　　都圏直下型地震の懸念が示されている。内閣府が想定している震度予想で
　　は、関東の重伝建地区 5 地区は、東日本大震災と同程度の震度 5 強～ 6
　　弱の震度が予想される。本来であれば、震度 6 強以上の震度に備えて、耐
　　震補強を行うべきと考えるが、耐震補強が速やかに進捗することは諸般の
　　事情を考えれば難しい。従って、重伝建地区の伝統的建造物の耐震化には
　　さまざまな考え方があるが、本研究で示した工法で修理工事を進捗させる
　　ことは耐震対策の一つの方法となると考える。
⑤ -1　ボーリングデータと地形図
　　重伝建地区は広く地区によっては地盤の状況が違っている可能性が高い。
　　地区内の地盤を把握しておく為に、50m メッシュで簡易な地盤調査を実
　　施しておくことが望ましい。本研究では、地形の変化を知る為に google 
　　earth pro の航空写真を活用したが、国土数値情報 (GIS) や国土地理院の地
　　図・空中閲覧サービスの情報等を有効に活用することも必要である。
⑤ -2　保存修理工事のカルテ
　　本研究では佐原で行われてきた保存修理工事のカルテが入手できた為に、
　　保存修理工事と損傷との関係を分析することが出来た。事前調査資料・保
　　存修理工事記録・工事写真・設計図・耐震診断の結果をデータ化し、保存
　　修理工事のカルテとして蓄積しておくことは、地震防災計画の基本となる
　　と考える。
⑤ -3　伝統的建造物の耐震診断
　　本研究では、真壁・佐原で図面が入手できた建物について文化庁が示して
　　いる方法で耐震診断を行ったが、耐震診断の結果、各建築物は様々な耐震
　　上の問題点を抱えていた。また本研究では木造の町家と土蔵だけを対象と
　　したが、他の種類の建築物や木造以外の構造の建築物も特定されている。
　　重伝建地区内において、各建物の剛性を把握しておくことは重要で、剛性
　　の低い建物を抽出し、先行して保存修理工事に取り掛かる為の資料とすべ
　　きである。
目次
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2
1.1　研究の背景と目的
　重要伝統的建造物群保存地区 ( 以下重伝建地区と表記 ) は、戦後の無秩序な
都市開発により、急速に歴史的な市街地や農村の景観が失われていったことを
背景に、昭和 50 年 (1975) の文化財保護法の改正によって、全国各地に残る歴
史的な集落・町並みの保存を図る目的で成立した地区である。平成 27 年 (2015)7
月 8 日現在，重伝建地区は，90 市町村で 110 地区 ( 合計面積約 3,787.9ha) あり，
約 26,400 件の伝統的建造物及び環境物件が特定され保護されている。
　平成 23 年（2011）3 月 11 日 14 時 46 分に発生した東北地方太平洋沖地震（以
下東日本大震災と表記 ) とその後の余震により、関東以北の 14 地区の内 8 地
区の重伝建地区で被害が発生した。８地区の中で、震央から近い東北 3 地区
〔岩手県金ヶ崎町城内諏訪小路地区 ( 以下金ヶ崎と表記 )、秋田県仙北市角館地
区 ( 以下角館と表記 )、福島県下郷町大内宿地区 ( 以下大内宿と表記 )〕と比較
して、震央から離れた関東の 5 地区〔茨城県桜川市真壁町地区 ( 以下真壁と表
記 )、千葉県香取市佐原地区 ( 以下佐原と表記 )、埼玉県川越市川越地区 ( 以下
川越と表記 )、栃木県栃木市嘉右衛門町地区 ( 以下栃木と表記 )、群馬県桐生市
桐生新町地区 ( 以下桐生と表記 ) ※栃木と桐生は震災の翌年 7 月 9 日に同時に
重伝建地区に選定されている。〕において、被害に差はあるが、木造の伝統的
建造物に被害が多数発生した。特に真壁と佐原において、町家や土蔵の瓦屋根
が崩落するなど大きな被害となり、桐生も被害が多い。
　この被害の差は、東北３地区の町家の主屋は、平屋の農家型の平面を持つ建
物で、屋根は、草葺きか、鉄板葺きの軽い建物が多く、関東５地区の主屋は主
に２階建てで、瓦葺きの町家や土蔵がほとんどで、屋根工法の違いが被害の差
として出ている。東北３地区の被害は、主に瓦葺きの土蔵である。
　日本建築学会の建築歴史・意匠委員会災害特別調査研究 WG では、地震後 5
月末まで現地調査を行い、成果は「2011 年東北地方太平洋沖地震災害調査速
報 1）」( 以下学会調査と表記 ) 及び「東日本大震災合同調査報告　建築編 4　木
造建築物　歴史的建造物の被害 2)」( 以下合同調査報告 ) として公表した。 合
同調査報告は、関東では主に真壁・佐原・桐生における重伝建地区全体と主要
な建物の被害の概要が示され、復興への取り組みとその課題を中心に報告して
いる。
　重伝建地区が地震で被災したのは、平成 7 年 (1995)1 月 17 日に発生した兵
庫県南部地震 ( 以下阪神・淡路大震災と表記 ) の神戸市北野町山本通り地区 ( 以
下北野町と表記 ) とその後平成 19 年 (2007)3 月 25 日に発生した能登半島地震
の石川県輪島市黒島地区 ( 以下黒島と表記※黒島は震災からの復興を契機に保
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図 1　震度分布図（出典：気象庁 HP 平成 23 年（2011 年）
東北地方太平洋沖地震に関する観測・解析データ）
300km
存運動が高まり平成 21 年 (2009) に選定されている ) の 2 地区の例だけである。
本研究では次の⑤の視点で研究を行った。
①　東日本大震災のような巨大な地震のみならず、日本では頻繁に震度 5 弱
　　～ 6 弱程度の中程度の地震が発生し、重伝建地区の町家や土蔵は常にそ
　　のリスクを内包しており耐震対策が急がれる。震度 5 弱前後から耐震性
　　の低い木造建造物に被害が発生する地震動レベルであると、気象庁の震度
　　階級表 ( 表 1 参照 ) は位置付けている。しかしながら、重伝建地区のよう
　　な木造の伝統的建造物が集積した地区において、地震動レベルと被害率に
　　ついて、定量的に調べられた研究事例は非常に少ない。今後の重伝建地区
　　における地震防災計画を考えるうえで、東日本大震災で被災した関東の重
　　伝建地区 5 地区 ( 真壁・佐原・川越・桐生・栃木 ) の個々の町家や土蔵の
　　損傷程度やその分布状況を記録し、考察しておくことは、重伝建地区の地
　　震防災を考えるうえで貴重な資料となると考える。
②　本地震で被災した関東の 5 地区は、震央からの距離が 320㎞～ 390㎞程度
震度階級 計測震度 耐震性が低い木造建物
（住宅）
0 0.5未満
1
0.5以上1.5
未満
2
1.5以上2.5
未満
3
2.5以上3.5
未満
4
3.5以上4.5
未満
５弱 4.5以上5.0
未満
壁などに軽微なひび割
れ・亀裂がみられることが
ある。
５強 5.0以上5.5
未満
壁などにひび割れ・亀裂
がみられることがある。
６弱 5.5以上6.0
未満
壁などのひび割れ・亀裂
が多くなる。
壁などに大きなひび割
れ・亀裂が入ることがあ
る。
瓦が落下したり、建物が
傾いたりすることがある。
倒れるものもある。
６強 6.0以上6.5
未満
壁などに大きなひび割
れ・亀裂が入るものが多く
なる。傾くものや、倒れる
ものが多くなる。
7 6.5以上 傾くものや、倒れるものが
さらに多くなる。
表 1　気象庁震度階級表
( 出典：気象庁震度階級関連解説表 )
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　　( 図 1 参照 ) と似通った距離にもかかわらず、地区によって損傷に差が出
　　ていた。地震動の強さは、震度階級、計測震度、最大加速度などで表現さ
　　れるが、地盤別に地震動が増幅する。固い地盤に対して、軟弱で堆積層が
　　厚い地盤では、計測震度や最大加速度が大きくなる。つまり、震源からの
　　距離が似通っていても、軟弱地盤では、大きな揺れが起き被害が大きくな
　　る。また地震動は、山に近く勾配の大きい扇状地形は川から流れ出た堆積
　　層の砂礫で埋められている為に表層地盤は硬いが，基盤面である側面山地
　　で発生する地震波の反射波の重なりにより，扇状地形で地震波が増幅する
　　ケースがあることが、水谷武司が阪神・淡路大震災の神戸の例を示して述
　　べている注 1)。以上から損傷の差は軟弱地盤や扇状地形により地震動が増
　　幅した影響ではないかと考え、地盤の影響と損傷について考察した。
③　江戸時代 ~ 明治時代にかけて、江戸を含め関東では、頻繁に大火が発生し、
　　関東の重伝建地区の町家や土蔵は、独自の防火構造として発展してきた歴
　　史を持っている。しかしそれらの構造は耐震上好ましくない建築形式であ
　　るが、それらの耐震性についての研究事例が少なく、本研究においてそれ
　　らの耐震性を考察した。
④　瓦葺きの町家が関東に本格的に普及し始めるのは、明治後期以降である。
　　大正 12 年 (1923) の関東大震災以降数々の地震被害を経て、瓦葺き工法は
　　様々な耐震化の歩みを持ってきた。2 次部材である瓦葺き工法と伝統構法
　　である町家や土蔵を対象とした地震による損傷について研究した事例は非
　　常に少なく本研究において工法の違いによる損傷を考察した。
　　重伝建地区の町家や土蔵は、昭和 50 年 (1975) の文化財保護法の改正以
　　来、建築基準法の一部適用除外となっており、平成 7 年 (1995) の阪神淡
　　路大震災の翌年文化庁が文化財建造物に対して通知を出すまで耐震的な配
　　慮を行った保存修理工事は行われてこなかった。伝統的建造物である町家
　　や土蔵を地震から守るには、本来であれば、真正性を重視した必要な耐震
　　補強を行うことが望ましいが、関東の重伝建地区においても耐震補強が行
　　われた事例は非常に少ない。しかし、震災前までに約 7 割の建物に保存
　　修理工事が行われていた佐原では、耐震補強が行われていない建物にもか
　　かわらず、適切な保存修理工事が行われた建物には、無損傷の建物が多く
　　見られた。保存修理工事の履歴と地震による損傷を考察し、震度 5 強程
　　度の地震でも被害が最小で済む保存修理工事の考察を行った。
⑤　最後に震災復旧工事が進んでいる真壁・佐原・川越の事例を取り上げ、震
　　災復旧工事の課題を考察するとともに、保存修理工事の試案を作成し締め
　　くくっている。
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1.2　既往研究と本研究の位置づけ
1.2.1　被害調査記録
1.2.1.1　北野町の被害調査記録
　平成 7 年 (1995) に発生した阪神・淡路大震災では多くの震災による木造建
造物の被害調査記録が残されている。阪神・淡路大震災調査報告編集委員会に
よる「阪神・淡路大震災調査報告 3）」、木造住宅等震災調査委員会「平成 7 年
阪神・淡路大震災木造住宅等震災調査報告書 4）」、（財）日本住宅・木材技術セ
ンター「阪神・淡路大震災　木造住宅震災記録図説 5）」等があるが、これらの
被害調査は全ての木造建築物を対象とした記録であり、伝統的建造物を対象に
した調査分析は行われていない。　
　伝統的建造物や重伝建地区北野町に限って記録された研究は加藤邦男編「阪
神・淡路大震災と歴史的建造物 6）」第 2 章第 6 節重要伝統的建造物群保存地区
に詳しい。北野町の全ての建物についての被害調査記録のみならず保存地区の
図 2「能登・黒島の町並み」より転載（被害が北に集中していることが判る全壊した建物はその後解体され更地となっている）
第 1章　序論
6
復旧事業計画についても、詳述された貴重な記録である。　
　震度 7 を記録した神戸市であるが、本書の被害の概要では海側の市街地と
比較して、山側にあった北野町は家屋の倒壊もなく人的被害もなく、被害程度
は小さかったと記されている。北野町は六甲山系の山側の地区であり、地盤は
固く、海側の地区は沖積層で、地盤は軟弱である。その差が被害の差として出
たものと思われる。本書の表 3 では伝統的建造物の被害状況が被害程度とし
て記されている。総数 36 件の伝統的建造物の全てに損傷が発生していると記
録され、破損大が 11 件 ( 約 31%)、破損中が 9 件 (25%)、は損傷小が 16 件 (44%)
となっている。この表では、建物全体の被害程度の度合いを大・中・小として
いる。ただし、屋根・外壁に分けての被害の度合いが示されておらず、それぞ
れの被害状況のコメントで判断するしかない。また被害程度の分布状況が示さ
れていない。
　
1.2.1.2　黒島の被害調査記録
　平成 19 年 (2007) に発生した能登半島地震では輪島市の黒島の記録が残され
ている。黒島は震源に近く震度 6 強を記録している。日本建築学会「2007 年
能登半島地震災害調査報告 7）」第５章５.2 建造物の被害において建物被害の悉
皆調査が実施されている。調査においては新たに悉皆調査シートが作成され、
各調査者の判断にばらつきがないように、判定基準が図 5.1.2-2 で示されてい
る為に明確である。また図 5.1.4-11 [ 輪島市門前町 ( 黒島地区 ) の建物被災度 ]
では、被災した建物の分布状況がまとめられ、単色で建物の被災区分図が表示
されている。　
　輪島市教育委員会「能登・黒島の町並みー輪島市黒島地区伝統的建造物群
保存対策調査報告書 8）」第Ⅰ部概要編 1-8 黒島の地震被害の概要及び、第Ⅲ部
8-1 災害史と防災の課題　図 8-3「輪島市門前町 ( 黒島地区 ) の建物被災度」に
被災度の区分が色分けされて表示 ( 図 2 参照 ) されており、取り壊しが行われ
た建物も表示されており、一目瞭然に被害の状況が把握できる。
　この二つの記録を見ると、被災度の大きい建物は北側の地区に集中してお
り、南側の地区は、無被害や一部損壊の建物が多いことが判る。被災度は屋根
と外壁に区分されていない為に、それぞれの被災度は明らかではないが、地区
別に被害の分布状況が判り、同じ工法で建てられている伝統的建造物が地区に
より被害に差が出ているのは、地盤による影響ではないかと推定できる。
　但し、２つの記録とも町家と土蔵等建築種別の区別がされていないことや、
重伝建地区選定以前の調査の為に、伝統的建造物だけではなく、建築基準法成
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立以後の建物も含まれており、伝統構法で建てられた町家や土蔵がどの程度の
被害を受けているかを明確にすることは出来ない。
　以上二つの重伝建地区の研究事例を紹介したが、分析を行うための一次資料
である損傷記録作成に当たっては、屋根及び外壁・軸組の損傷度の判定基準を
明確にする必要があること。また、重伝建地区の特定された町家と土蔵のみを
対象に、色別で被害の分布が判るように本研究の損傷記録を作成することとし
た。
　以上 2 つの地震による既往研究の損傷記録を紹介したが、北野町の既往研
究においては、地震で被災後の復旧工事について報告されてはいるが、過去に
実施された保存修理工事の履歴と損傷についての考察は行われていない。また
黒島は、地震からの復興を契機に重伝建地区に選定されている為に、保存修理
工事の履歴を明らかにすることは出来ない。重伝建地区における保存修理工事
の履歴をもとに、地震による損傷を考察した研究事例は無く、本研究は重伝建
地区の地震防災を考えるうえで新たな視点となると考える。
1.2.2　被災建築物の分析手法についての既往研究
1.2.2.1   表層地盤と損傷度の分析
　　
　能登半島地震の黒島において、新井　洋等の「2007 年能登半島地震の震源
域における最大地動速度の評価と木造住宅被害の要因分析 9」が行われている。　
　黒島では、木造住宅の被害を岡田・高井の方法 10)) に基づき、Ｄ０( 無被害 )、
Ｄ１~ Ｄ３( 一部損壊・半壊 )、Ｄ４~ Ｄ５( 全壊 ) の 3 段階とし、北部・中部・
南部および海側と山側を 4 つのブロックに分け 196 棟の被害を判定している。
判定方法は目視で行われた。その結果南部では、Ｄ４~ Ｄ５は見られず、Ｄ０
の率が他地区より多かったことが、調査結果として表されている。
　損傷の違いを分析する為に、地質資料が得られなかったことから、各ブロッ
ク別に地盤の常時微動測定を行い、表層地盤の堆積層の厚さを推定した。被害
の差は堆積層の厚みにより、南部は被害が少なく、中部から北部に被害が多く
出ていると分析している。 図 2 の「能登・黒島の街並み」 の被害程度の分布
図でも明らかであり、被害の差は堆積層の厚みの差によるものであることが明
白である。
　この研究成果から、本研究においては、表層地盤の揺れやすさを明らかにす
るために、入手可能な各地区の地質データより固有周期の推計値を求め、伝統
的建造物の損傷度との相関を考察することにした。
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1.2.2.2　建築種別と損傷度の分析
　北原昭男等による「2000 年鳥取県西部地震における木造建物の構造特性と
被害 11)」では、5 つの地区 802 棟について、被害程度を倒壊・被害大・被害中・
被害小・被害軽微と独自の尺度で建物全体の被害と屋根の被害について、外観
からの簡易調査を実施している。
　建築種別では戸建住宅・戸建店舗・町家風建物・蔵・寺・神社・その他と分
けて地区内の被害分布と統計処理を行っている。分析方法としては、建築年代
別の被害率や壁量・及び木材使用量による被害率の分析を 16 棟で行い、また
常時微動測定で求めた 1 次固有振動数と建物被害の関係を 8 棟で実施し分析
を行っている。まとめとして、建物の被害は、各建物の持つ固有の建築の耐震
性だけでは説明できない部分もあり、各地区の表層地盤の特性に差があったと
考えられると結論で述べている。この研究は、簡易な外観調査から、被害程度
を全地区で網羅し、壁量率の差や建物の 1 次固有振動数により、分析を行っ
ている非常に重要な研究である。
　この研究を参考に、本研究においては、真壁・佐原の伝統的建造物の図面を
もとに、建築基準法の壁量率・偏心率 , 壁量率比を求め、分析すると共に、「木
造住宅の耐震診断と補強方法 12)」による一般診断法や限界耐力計算「伝統工
法を生かす木造耐震設計マニュアル 13)」により、耐震診断を行い、個別の伝
統的建造物の耐震性についての分析を行うこととした。
1.2.2.3　関東の町家や土蔵の固有周期
　関東の重伝建地区の町家や土蔵の固有周期を求めた研究事例はほとんどな
く、横内　基・大橋好光等の研究「栃木市に現存する伝統的建造物の地震被害
及び耐震性に関する研究　その 3　伝統的建造物の振動性状 14)」の研究事例が
唯一ある。その研究は、地震後の栃木市内の土蔵 19 棟、木造住宅・店舗 7 棟、
見世蔵 3 棟を常時微動測定により一次固有周期を求めている。他に研究事例
は無い為に、本研究では関東の重伝建地区における町家や土蔵の固有周期の一
般的な特徴を表しているものとして参考とした。この研究で特に注目すべき内
容は、土蔵の長辺は一般的にいわれている短周期の 0.09~0.25 秒であるが、短
辺の固有周期は木造住宅・店舗の固有周期とほとんど変らない 0.19~0.46 秒で
あるという結果が得られていたことである。また固有周期の長い上位 3 棟は
辺長比が 2.7 ～ 3.3 となっていたとしている。土蔵の短辺が木造住宅・店舗に
近い固有周期であったという結果は、注目すべき成果であると考える。
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1.2.2.4　屋根被害と外壁被害の損傷度の分析
　地震による屋根瓦の被害は、大屋根のずり落ち、ずれによる浮き上がり、そ
して大棟や隅棟等の棟瓦の崩落等 が発生する。建物が地震動を受けると、建
物のもつ固有周期と振動モードに従って建物自体が振動現象を起す。この振動
を建築物の地震応答と呼ぶが、地震応答の中の屋根面の加速度応答に比例した
慣性力が、地震力として瓦に作用する。2 次部材である屋根の損傷の研究事例
は非常に少なく以下に示す既往研究は貴重な研究である。
　林　康裕等による「2001 年芸予地震における木造家屋被害の分析 15)」では、
愛媛県・広島県・山口県の 25 地点から、50 ～ 100 棟を目視で、 ブルーシー
トの掛けられた戸数を全戸数で割り、ＤＲ０(1％以下 )・ＤＲ１(5％未満 )・Ｄ
Ｒ２(5％～ 15％未満 )・ＤＲ３(5％以上 ) で求め、その被災度と計測震度・地
盤の卓越振動数 ( 固有振動数 )・最大地動加速度・最大地動速度により広域簡
易被害調査と比較分析を行っている。この研究では、ブルーシートの掛けられ
た建物を被災した建物を一つの尺度として見ており、本研究においても被災度
を測るための参考とした ( 本研究では地区別の損傷率ではなく、航空写真から
個々の建物のブルーシートの範囲を割り出し屋根被害の損傷率としている )。
　結論として屋根の被害程度は、計測震度と最大地動加速度に相関が見られ、
つまり、作用した慣性力の大きさによるものであるとしている。瓦屋根被害が
生じるのは、 計測震度で 5.0( 震度階級 5 弱 )、 最大地動加速度 200gal 最大速
度 10㎝ /s とし、例外的な観測点を除けば、瓦屋根被害が 5％以上となるのは、
計測震度で 5.5 以上 ( 震度階級 6 弱 )、最大地動加速度 400gal 以上であったと
結論付けている。これらの被害率には建築基準法を基に建てられた戦後の木造
住宅が含まれている為に、伝統構法の町家や土蔵の被害率については明確では
ない。伝統構法の町家や土蔵に限って被害率を求めた研究事例は少なく、本地
震による被害率を求めることは貴重な資料となると考える。また、瓦屋根被害
率が 5％を超えた地点では、内外壁にも損傷が生じ始めていたこと。ただし、
壁の被害は木造家屋の層間変形に関係するので、屋根の応答加速度に関係づけ
られる瓦屋根の被害との間には必ずしも良い相関性は認められなかったとして
いる。つまり、屋根瓦に作用する慣性力は木造家屋の耐力が低いほど小さくな
るが、逆に最大層間変形角は大きくなる。つまり屋根瓦に作用する慣性力と層
間変形角の間にはトレードオフの関係が存在し、このことが瓦屋根と外壁の被
害率に顕著な相関が見られなかった主要因であると結論付けている。
　本研究においては屋根被害と外壁被害それぞれの損傷率を求め、損傷率にど
のような相関性があるかを考察することとした。 　
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1.3　関東 5 地区の重伝建地区における町家・土蔵の耐震性
　重伝建地区では多くの町家や土蔵が本地震により、損傷したが、それらの町
家の耐震性を明らかにするために、その歴史的な背景から考察する。
1.3.1　関東 5 地区の重伝建地区における町家
1.3.1.1　下屋を持つ町家
　関東 5 地区の重伝建地区における江戸期・明治期・大正期の一般的な町家
は下屋を持っている ( 図 3 参照 )。その特徴は、大火の多い江戸で発達した消
火の為の形式として成立したと考えられる。徳川家康が関八州に入府以降、譜
代大名により統治された関東は、街道の整備と共に、江戸で普及した建築形式
が関東一円に伝わり、現在の関東 5 地区の重伝建地区における町家にはその
特徴が多く見られる。
　江戸では、頻繁に大火が発生し、特に明暦の大火 (1657) 以降万治 3 年 (1660)
の「大 政 令」 が 発 布 さ れ た が、 内 藤　 昌 は「江 戸 の 都 市 と 建 築」16) の 中 で、
次のように述べている。
「…従来ややもすると道路に突き出された庇を敷地中にて処置すべきを命じて
いる。この約三尺幅の付庇の存在は江戸町屋の大きな特色で、為に二階の主屋
は道路面より約三尺奥に下がって建つ形となり、災害時に梯子を二段にかけ、
主屋大屋根に登り易いようになっていた。京・大坂の二階屋は、こうした庇を
付けないのが一般で、初重屋根があっても腰屋根とする。これを俗に「大坂建
て ( 図 4 参照 )」といい、江戸では禁ぜられていたのである。」
　破壊消防の為のこの形式は、屋根や 2 階の壁の重量を１階の人見梁と呼ば
れる 1 尺を超える梁で支え、耐力要素である土壁が１階の間口方向には無く
水平力は柱の耐力で受けることになる。また２階の柱は人見梁の上に立つ形式
図 4　大坂建の町家　緒方邸
（出典：日本の民家　第 6 巻　町家Ⅱ近畿 18))
図 3　関東の下屋庇を持つ町家
（出典：真壁の町並み 17)）
人見梁
下屋
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（俗に「御神楽」と呼ばれる）となる為に、1 階の壁と 2 階の壁がずれ耐震上
好ましくない。現在重伝建地区の下屋を持つ町家の形式である ( 図 3 参照 )。
1.3.1.2　見世蔵
　寛永 12 年 (1635) 以降参勤交代制度により武士の人口が増えると、武士を対
象にした大店は伊勢屋、近江屋と呼ばれ、本宅は、伊勢や近江にあり、江戸の
店の 2 階には番頭や丁稚などの使用人が住んでいた。使用人の居住性よりも
大事な商品を火事から守る為に、店を土蔵造りとしたのが見世蔵である。
　さらに町家は 1806 年に総棟高が二丈四尺 ( 約 7.3m) を越えてはならないと
いう建築規制が定められたために、見世蔵の 2 階は倉庫や使用人しか使えな
い窓が小さくて階高の低い厨子 2 階建てとなった。
　明治時代に入っても、東京の中心部は相変わらず 5 度も大火に見舞われて
いる。明治政府は特に東京の中心 3 区に対し、明治 14 年 (1881) 東京防火令を
発令した。府は中心 3 区の主要街路及び運河沿い家屋への路線防火性と、そ
の他への瓦葺き屋上制限の条例を発布し、それに従わぬ家屋の改修を命じた。
明治 5 年 (1872) に銀座煉瓦街が建設され話題になったが、東京防火令で人々
が選んだのは、 藤森昭信著「明治の東京計画 20)」 によれば、 ほとんどが見世
図 5　見世蔵平面図（出典：川越の蔵造り 19)） 図 6　見世蔵断面図（出典：川越の蔵造り 19)）
2 階
1 階
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図 7　北壁を塗籠した町家（出典：桐生本町の町並み 21)）
蔵形式を選択したと述べている。日本橋では、街並みの約 8 割が漆黒で彩ら
れた防火建築である見世蔵が建築され、大火の多い関東の商店主を魅了した。
　明治の後半に入っても、重伝建地区の町家の屋根はほとんどが板葺きか草
葺きであり、相変わらず頻繁に大火が発生していた。特に川越では明治 26 年
(1893)、佐原では明治 25 年 (1892)、栃木では水戸天狗党愿蔵火事による元治
元年 (1864) と頻繁に大火が発生した。関東の商人たちは、東京日本橋で花開
いた漆黒の見世蔵に人々は目を奪われ、関東の重伝建地区においても再建のた
めに、競って見世蔵を建設した。
　見世蔵の一階は顧客を迎え入れる為に、全面的に解放されている。柱間から
外れた位置に 1 間の下屋があり、2 階の倉の重量を人見梁で２階以上の荷重を
支えなければならない。蔵造りの為に、１階の壁の柱は半間毎に建てられるた
めに真壁造に比べて多いが、柱と 2 尺毎の貫の耐力だけで、２階の土蔵の重
量を間口方向の地震力 ( 水平力 ) を受け持つことになり、同じ土蔵蔵であって
も、倉と比較して、柱の耐力にかかる負担は大きい ( 図 5・6 参照 )。
1.3.1.3　北西側に塗籠壁を持つ町家
　関東の重伝建地区の町家は、冬の季節風を考慮して、隣地からの延焼を防ぐ
ために北西側の隣地側の壁を塗籠 ( 大壁 ) している町家 ( 図 7 参照 ) がほとん
どである。この為に図 7 のように北西側の壁は土壁で塗籠され、南東側の庭
側がほとんど土壁のない開口部となり、重心と剛心がずれ、地震により変形し
やすい耐震上好ましくない建築形式となっている。関東大震災以降の土壁の下
地は約 3㎝の厚みの木摺 ( 壁倍率 0.5) が使われている。上塗りには高価な漆喰
は使われず、杉板のササラ子下見板張りで覆われている例が多い。以上関東の
町家の剛性上好ましくない要点をまとめた。真壁・佐原では多くの町家に損傷
が起きていたが、その要因は防火建築としての伝統的構造が一因ではないかと
いう疑問から、本研究では、耐震診断の手法を用いて、その耐震性を考察した。
北側の隣地側季節風による延焼防止のために塗籠される
南側の隣地側は庭が設けられるために壁は設けられない
N
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1.3.1.4 　関東 5 地区の重伝建地区における土蔵造　
　大火の多かった江戸や関東の重伝建地区の土蔵造 ( 見世蔵や倉庫としての土
蔵 ) は独自の発展を遂げている。 伊藤ていじ著「日本の倉 22)」 によれば、 大
火が頻繁に発生する江戸においては、土蔵造 ( 塗り厚は 15㎝～ 20㎝前後 ) は、
内部に火が入り、外壁は焼けていないのに、内部の木部は高熱の為に炭化して
いる例が多く見られたので、江戸の土蔵造は土の厚みを上げて、外部には木部
を出さない完全な防火構造となったと記されている。また「日本の倉」、「蔵造
りの町並み　川越市伝統的建造物群に関する調査報告書 19)」では、 土壁の厚さ
は 7.5 寸 ( 約 25㎝ ) 以上で、軒先やケラバの鉢巻と呼ばれる部分は幅広く厚く
土壁で覆われ、垂木は土壁で完全に隠れている。
　屋根は瓦の質が悪い為に、葺土の厚みを厚くし、防水のために漆喰を施した
土居塗 (9㎝～ 18㎝ ) ＋葺土 (6㎝ ) とし、瓦と瓦に目地漆喰を使い、本瓦を使
わずに防水性と耐火性を高めていることが主な特徴である。屋根の葺き土の重
量は、そのまま地震による慣性力として働くので、より瓦被害を受けやすい構
造となっている。また関東の土蔵は屋根や壁の土壁が厚く重量が重い為に、固
定荷重が大きくなり、柱や土台の負担が大きくなっている。
　また地面には近接した建物の倒壊による火風よけの為に腰巻 ( ハカマ ) と呼
ばれる土が厚く塗られる。表面には石張りや平瓦を張り、漆喰を板蒲鉾のよう
に盛って固める海鼠 ( なまこ ) 壁などで覆われている例が多い。腰巻の塗土に
は砂利と土だけではなく防水効果を高める為に、漆喰が混ぜられる。その為に、
地面に跳ね返った雨水に対する防水効果は高いが、上部の土壁に塗られた漆喰
に亀裂が入ると、侵入した雨水は腰巻の上で止まり、内部に流れ、土台や柱、
貫等を腐朽させる要因になる。
　土蔵造は、土壁は厚いが、耐震要素として効果のある土壁部分は厚みの 1/4
程 ( 約 6㎝ ) で、残りの 3/4( 約 18㎝ ) は竹で組まれた小舞で、柱と貫の軸組の
架構の外側にある。 その為に土壁は、 地震動による変形が起きやすいと坂本　
功は指摘している 23)。 従って、 地震動を受ける耐力は、 土壁よりは、 半間毎
の柱と 2 尺毎の貫による格子フレームの負担が大きいと考えられる為に、土
台や軸組下部の腐朽が一番の問題となる。
　以上防火建築として発達した関東 5 地区の重伝建地区における土蔵の耐力
上好ましくない要点をまとめた。真壁・佐原では多くの土蔵に損傷が起きてい
たが、その要因は町家と同様に防火建築としての構造に起因しているのではな
いかという疑問から、耐震診断の手法を用いて、その耐震性の分析を行った。
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1.4　木造建築物の耐震規定
　町家や土蔵等の木造建築物の耐震基準はどの様な背景となっているかを日本
の建築基準の成立過程から考察する。
　明治維新以降全国的に近代的建築法制が定められたのは、大正 8 年 (1919)
に定められた「市街地建築物法 ( 以下物法と表記 )」である。翌年施行令が定
められ、初めて木造建築物に対しての基準が定められた。ただし、対象区域は
六大都市圏に限られ、対象建築物も小規模な木造住宅は対象ではなかった。戦
後昭和 25 年 (1950) になり、木造住宅も対象とした建築基準法が制定され、住
宅の耐震規定が初めて定められた。高さ制限、主要な継手仕口、土台及び足固
め、柱の小径、柱の欠損の補強などの物法の規定はそのまま建築基準法に引き
継がれたが、新たに建築主事による客観的な審査が可能なように各階各面積に
応じた耐震要素である壁量規定が設けられた。その後地震や台風災害を経る毎
に改定が見直され、十勝沖地震などの地震被害を契機として昭和 56 年 (1981)
耐震基準 ( 新耐震 ) の大幅な見直しが行われ現行の値となった。 また平成 12
年 (2000) の改正で、耐力壁のバランスの良い配置 ( 偏心率や 4 分割法 ) や接合
部について具体的な規定が定められ、現在まで引き継がれている。( 表 2・3 参照 )
1.5　建築物の耐震改修の促進に関する法律
　国土交通省は昭和 57 年 (1982) 以前の建物は耐震性が不十分とし、国は平成
7 年 (1995)1 月 17 日に発生した阪神淡路大震災を受け、平成 7 年 (1995)10 月
27 日「建築物の耐震改修の促進に関する法律 ( 以下耐震改修促進法と表記 )」
に基づき、国の基本方針において、住宅の耐震化率を平成 15 年 (2003) の 75 
％から平成 27 年 (2015 ) までに少なくとも９割とする目標を定めている。平
成 25 年 (2013) 時点の耐震化率は、約 82 ％となっている。重伝建地区におけ
る町家の耐震化率がどのように進んでいるかは、研究事例が無く明らかではな
い。指定文化財や重伝建地区の特定建築物は建築基準法の適用除外を受けてき
たこともあり、耐震対策は、ほとんど取られてこなかったが、文化庁は平成 7
年 (1995) に発生した阪神淡路大震災で多くの文化財が失われたことを契機と
して以下に示す耐震対策を示している。
1.6　文化庁の重伝建地区における耐震対策
　阪神・淡路大震災の翌年文化庁は平成 7 年 (1995)5 月に「文化財建造物等の
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市街地建築物法（物法）施行令
・日本ではじめての建築法規
・六大都市圏（東京・横浜・名古屋・京都・大阪・神戸）に適用
・平屋100坪　2階建て70坪　3階建て以上の木造建築物を対象
市街地建築物法（物法）大改正
・木造建築物に筋違い規定が設けられる
建築基準法施行
・一般の木造住宅も対象となる
・床面積当たりの壁量規定が規定された
建築基準法施行令改正
・床面積当たりの壁量規定の強化
建築基準法施行令大改正（新耐震基準）
・床面積当たりの壁量規定の強化
建築基準法施行令改正
・地耐力に応じた基礎構造の規定
・耐力壁の配置にバランス計算が必要となる（偏心率か四分割法壁量充足率・壁率比）
・継手・仕口の仕様の特定
改正耐震改修促進法
・計画的な耐震化の推進
平成18年（2006）
大正9年(1920）
大正13年（1924）
昭和25年（1950）
昭和34年（1959）
昭和56年（1981）
平成12年（2000）
昭和25年 昭和34年改正 昭和56年（新耐震）
平屋 12 15 15
1階 16 24 33
2階 12 15 21
1階 20 33 50
2階 16 24 39
3階 12 15 24
平屋 8 12 11
1階 12 21 29
2階 8 12 15
1階 16 30 46
2階 12 21 34
3階 8 12 18
2階建
3階建
屋根及び壁の重い建築物
2階建
3階建
屋根の軽い建物
表 2　木造住宅建築基準の変遷
表 3　壁量規定の変遷
第 1章　序論
16
安全性確保に対する指針」、 平成 8 年 (1996)1 月 17 日「文化財建造物等にお
ける安全性確保について」を各都道府県教育委員会教育長あてに通知を出し、
その指針 7 －重要伝統的建造物群保存地区における安全性確保－ 7-1 において、
保存計画で示された伝統的建造物の補強方針を定め、補強方針の策定に当たっ
ては、「木造住宅の耐震精密診断と補強方法 12)」などを参考にすること。また
7-2 においては、防災計画を、保存計画に位置付けること等重伝建地区におけ
る地震防災計画の重要性について示し、初めて重伝建地区の特定建築物に対し
ての耐震化の方針を定めた。
　 ま た 平 成 11 年 (1999)4 月 に「重 要 文 化 財 ( 建 造 物 ) 耐 震 診 断 指 針」、 平 成
13 年 (2001)4 月に「重要文化財 ( 建造物 ) 所有者診断実施要領」と「重要文化
財 ( 建造物 ) 耐震基礎診断実施要領」の策定が行われたが、重伝建地区の特定
建築物は対象とされなかった。 しかしながら、 東日本大震災で再び重要文化
財 ( 建造物 ) 等に大きな被害が出たことや、南海トラフの巨大地震や首都圏直
下型地震の危険性が指摘される中で、平成 24 年 6 月に「重要文化財 ( 建造物 )
耐震診断指針」、「重要文化財 ( 建造物 ) 耐震予備診断 ( 旧所有者診断 ) 実施要領」、
「重要文化財 ( 建造物 ) 耐震基礎診断 ( 旧耐震基礎診断 ) 実施要領」を改定した。
また所有者及び県及び市町村等教育委員会、文化財建造物修理技術者等に改正
の内容についての周知を図り、理解が深まるように平成 25 年 (2013)10 月に「重
要文化財 ( 建造物 ) 耐震診断・耐震補強の手引き ( 以下手引きと表記 )」が作成
された。従前の実施要領では対象とはされなかった重伝建地区の特定建築物も
本手引きを活用するよう示している。
1.6.1　「重要文化財 ( 建造物 ) 耐震診断・耐震補強の手引き」概要
1.6.1.1　耐震診断
　木造建築物は 3 段階の耐震診断を行うよう示している。耐震予備診断は所
有者が教育委員会等の協力を得て文化財建造物修理や建築構造学の専門家の協
力を得て作成する。耐震基礎診断や耐震専門診断を行う場合は、必要に応じて
都道府県教育委員会及び文化庁と協議の上、学識経験者もしくはそれに準ずる
専門家を委員とした専門員会を設置することが望ましいとしている。
　「耐震予備診断」耐震上の課題を把握－対策方針の検討
　　　　↓
　「耐震基礎診断」耐震性能の評価
　　　　↓
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　「耐震専門診断」詳細な耐震性能の評価－耐震補強等の対策の検討　
1.6.1.1.1　木造建築物耐震診断に用いる参考資料
   ・木造住宅の耐震診断と補強方法 12) ( 財 ) 日本建築防災協会 2012 年改訂
   ・木質構造設計規準・同解説 24)　( 社 ) 日本建築学会 2006 年改訂
   ・木質構造接合部設計マニュアル 25)( 社 ) 日本建築学会 2009 年
   ・伝統的な軸組構法を主体とした木造住宅・建築物の耐震性能評価・耐震
　　補強マニュアル 13)( 社 ) 日本建築構造技術者協会関西支部 2011 年改訂
   ・土壁・格子壁・落とし込み板壁 26)( 財 ) 日本住宅・木材技術センター
        2004 年
1.6.1.2　耐震補強
　文化財建造物の耐震補強における配慮事項
　○意匠を損なわないこと
　　・可能な限り見えない位置で補強を行う。
　　・見える位置に補強を行う場合は、文化財的価値に与える影響の少ない部　
　　　分に設け、違和感が生じないようにすること。
　　・補強部材の素材・形状・色等を工夫し、出来るだけ文化財的価値に影響
　　　の少ないデザインとする。
　○部材を傷めないこと
　　・補強部材の取り付けに際し、出来る限り文化財的価値を有する部分に穴
　　　を開ける。切り欠く等して傷つけるようなことを極力減らす工夫を行
　　　う。
　　・当初部材のような特に保存の優先順位が高い部材については、傷めるこ
　　　とのないように配慮する。
　　・将来の修理において補強を更新されることに留意する。
　○可逆的であること
　　・付加物として補強を取り付けるときは、元の仕様が分かるよう痕跡を残
　　　すようにし、また一部は元の仕様を残す保存部分を設ける。
　　　本来は元の仕様や材料の置換は文化財保存の原則上望ましいことではな
　　　いが、重量低減のため瓦葺屋根の重い土葺きを軽い空葺きにすること。
　　　また土壁の小舞下地を構造用合板などに置換するなど、耐震補強のため
　　　にやむをえず仕様を変更せざるを得ない場合には、一部に元の仕様を残
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　　　す保存部分を設けたり、元の仕様の痕跡を消さないようにしたり、取り
　　　外した部材を保存しておくなどして、基に戻せるようにする。
　○区別可能であること
　○最小限の補強であること
1.6.1.2.1　木造建築物の部位に応じた補強方法
　(1) 地盤・基礎
　　・地盤改良
　　・アースアンカーによる補強
　　・鉄筋コンクリート造ベタ基礎の設置
　　　液状化現象が生じた際に上部の構造物に強制的な変化が加わらないよ
　　　う、盤の上に乗せる為の鉄筋コンクリート造ベタ基礎を設置する。
　　・既存の布基礎の補強　
　　　煉瓦造や石造といった組積造布基礎を、内側から鉄筋コンクリート造布
　　　基礎で補強する。
　　・杭基礎の設置
　　・免震装置の設置
　(2) 軸部、接合部 ( 仕口 )
　　・足固めによる補強
　　・金物による補強
　　　柱から梁が脱落しないよう、接合部を金物で設置する。
　　・制振装置
　(3) 継手、劣化等により強度が不足する部材
　　・添え木による補強
　　　柱に添え木を添わし、ボルトやバンドで固定する
　　・鉄骨による補強
　　・鋼板による補強
　(4) 壁
　　・土壁の厚さ増し
　　　真壁の土壁の厚さを柱に収まる範囲で増し、耐力を向上する。
　　・面材による補強
　　　補強には構造用合板、木造面格子壁、乾式土壁パネル、無機質材料パネ
　　　ル、鋼板壁、ガラス耐震壁などを用いる。既存の土壁の竹小舞下地
　　　を構造用合板に置換し、上から土壁を塗る等する場合は、後から加えた
　　　ものと区別できるよう、配慮する。
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　(5) 水平構面
　　・面材による補強
　　　床面に構造用合板を張り、その上に仕上げ材を張る。
　　・木造トラスによる補強
　(6) 固定荷重の軽減
　　・屋根荷重の低減
　　　瓦屋根の葺土を軽減したり、軽量化した瓦を用いる
　(7) 別構造による補強
　　・鉄骨フレームによる補強　
　　・鉄骨バットレスによる補強
1.7　本研究で用いた耐震診断法
　本研究では手引きで示された以下の 2 つの耐震診断法を用い、図面が入手
できた真壁・佐原の町家と土蔵の耐震性と損傷についての分析を行った。
1.7.1　木造住宅の耐震診断と補強方法 12)
　本診断法は昭和 54 年 (1979) に発行された「木造住宅の耐震精密診断と補強
方法 12）」をベースに、阪神淡路大震災後、地震被害例や耐震診断、耐震改修
に関する調査・研究が蓄積され、 平成 16 年 (2004)7 月に ( 財 ) 日本建築防災
協会より「木造住宅の耐震診断と補強方法」として発行されたものである。診
断法は「一般診断法」と「精密診断法」に分けられ、「一般診断法」は補強の
要否を確認する目的の方法で「精密診断法」は補強の最終判断並びに補強後の
耐震診断を主目的している。本研究では「一般診断法」を用いている。
1.7.2　伝統構法を生かす木造耐震設計マニュアル 13）
　平成 12 年 (2000) には建築基準法施行令が改正され、壁量計算によらず、限
界耐力計算が適用できるようになった。「伝統構法を生かす木造耐震設計マ
ニュアル」 は ( 社 ) 日本建築構造技術者協会関西支部が中心になって平成 16
年 (2004) に発行された限界耐力計算を活用して耐震診断と耐震補強を行う方
法であり、本研究においてもこの方法を用いている。　
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1.8　屋根瓦の歴史と瓦葺き工法
　瓦葺き工法は、日本の風土の中で
独自の発展を遂げてきたが、それら
の歴史的な背景を探るとともに、そ
の耐震化の歴史について考察する。
1.8.1　瓦の歴史
①屋根瓦のはじまり
　日本で最初に屋根に瓦が葺かれた
のは、日本書紀の記述によれば、蘇
我馬子が、用明天皇 2 年 (587) に建
立した法興寺 ( ※図 8 参照　現在は
鳥形山安居院…通称飛鳥寺が建てら
れている ) である。朝鮮から瓦博士
( 瓦職人）が来日し、日本で初めて
瓦が焼かれ葺かれている。
②日本の風土 ( 地震・台風 )　
　飛鳥時代・奈良時代を通じ主に、
寺院や宮殿に葺かれていたが、地震
や台風などでずり落ちる被害が多く
出たことや、平安時代・鎌倉時代に
入ると密教が主流となり、山岳に寺院が立てられるようになり、輸送の関係な
どで檜皮葺きが主流となり、奈良や京都の大寺以外瓦はほとんど使われなく
なった。
③防火構造として見直し　　
　瓦屋根が復活するのは、戦乱での防火のために城郭建築が始まった安土桃山
時代からである。明から一観という人物が燻し瓦の製法を伝えたという説が有
力である。一観は、織田信長の命により、日本で初めて天守閣を持つ安土城で
葺かれた金箔瓦を製作しているが、その時に粘土瓦を燻して作る製造方法も伝
図 8　飛鳥寺復元図（安居院所蔵）※安居院掲示写真より転載
図 9　春日権現験記絵 27)
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えたとされている。
　また楽市・楽座により商品流通が盛んになると、大事な金品を保管する土蔵
造も普及した。当初の土蔵は屋根を土塗とし、雨風から土壁を守る為に置き屋
根形式としていたが、屋根は草葺か、板葺きであった ( 図 9 春日権現絵巻参照
26)　－火災の後を示しており屋根が焼けて土壁が露出している様子－ )。その後
火災から土蔵を守るために、屋根に瓦が使われるようになった。現在でも農家
や地方の土蔵に見られる置き屋根形式の瓦屋根である ( 参考※駒井鋼之介：か
わら日本史 28）)
1.8.1.1　町家の屋根
①江戸の町家に普及
　　
　一般の町家に屋根瓦が普及し始めるのは、江戸時代に入ってからであるが、
江戸の歴史を振り返りながら、 関東の町家の瓦屋根について考察する。 天正
18 年 (1590) 豊臣秀吉の命により、関東移封が行われた徳川家康により、関八
州の中心である江戸の町造りが始まった。最初に江戸に造られた町家は全て当
時一般的であった茅葺の屋根であった 16）。
　江戸が政治経済の中心地として次第に賑わってくるのは寛永 12 年 (1635) 以
降武家諸法度で参勤交代が始まり、江戸に多くの武家屋敷が建てられた以降に
よる。江戸の武家人口が増え消費者が増えると、伊勢や近江から大商人たちが
集まり、「江戸店」と呼ばれる大店を大伝馬町に建てるようになり、ようやく
瓦葺き ( 寺院と同じ本瓦葺き ) の関西風の町家が江戸に出現するようになる ( 図
10 参照－町家に屋根瓦が葺かれているのはまだまだ少ない。一部三階建ての
町家も見られるがほとんどが板葺である。土蔵は屋根に瓦が葺かれている。切
図 10 江戸図屏風（国立歴史民俗博物館アーカイブ注 2)）江戸時代初期神田界隈　瓦葺き町家はまだ少ないのが判る
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妻もあるが、むくりの屋根も見られる。－ )。明暦 3 年 (1657) 振袖火事と呼ば
れる明暦の大火が起き、江戸城本丸をも焼き尽くす大火災となり、江戸の町は
焼け野原となる。この時の火事で、火災時に屋根瓦の落下で多くの死傷者が圧
死したということで、幕府は瓦葺きや三階建てを禁じる建築規制を設けた。国
持大名の屋敷といえども瓦葺きは禁止され、わずかに土蔵のみが瓦葺きを許可
された。屋根は防火の為に板葺の上に土や牡蠣殻を載せることが奨励された。
②瓦屋根の軽量化
　延宝 2 年 (1674) 近江の西村半兵衛が軽量で廉価な現在の瓦と同じ桟瓦を発
明し、これが従来の本瓦に変わり普及していった。これを目安箱で知った八代
将軍吉宗は享保 5 年 (1720) ついに江戸での瓦葺き建築を許可し、公益金を免
除したり、建築費を貸し出したりして瓦葺き建築を奨励していった。徳川家康
の関東移封 130 年後にようやく江戸の町に瓦葺きの町家が普及していくこと
となる。( 従って関東では町家と土蔵は本瓦ではなく桟瓦が主流である )。
　しかしながら、その後も江戸や関東では頻繁に大火は発生した。その要因と
しては通りに面する大店は瓦葺であったとしても、一般の町家は相変わらず草
葺や板葺の上に石を載せた程度の屋根であった為に、火の粉がかかり、大火を
防ぐことは出来なかった。関東の町家に屋根瓦が本格的に普及したのは、明治
後半である 29)30)31)。
1.8.2　瓦葺き工法耐震化の歩み
①引掛瓦桟工法　第 1 期　( 昭和中期から昭和 46 年建設省告示 109 まで )
　明治後半以降に普及した関東の町家の瓦屋根は主に土葺き ( 図 11 参照 ) で
葺かれてきたが、大正 12 年 (1923) に発生した関東大震災で多くの瓦屋根が崩
落した為に昭和に入り、関東では引掛け瓦桟工法 ( 図 12 参照 ) と呼ばれる工
法が普及するようになってきた 28)29)30)31)。既にこの方法は、工部省営繕課が明
治初期に考案し、明治 18 年 (1885) にはロンドンで行われた万国博覧会に出品
されていたが、製造コストの問題もあって実際には普及していなかった 28）。
　関東大震災直後の大正 13 年 (1924) に内務省が物法施工規則を改正して、引
掛け瓦桟工法の使用を奨励し、瓦業界に普及させ、昭和中期以降は関東では標
準的な工法となっていった。瓦業界発行の「瓦施工方法の変遷」 注 3) にもそれ
が示されている。ただし当時の工法は、瓦を桟に留る為につめを付けた瓦は製
造されたけれども釘穴が設けられた瓦は少なかったので、つめ裏に葺き土を置
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図 11　土葺き工法　
図 12　空葺き引掛け瓦桟工法
※告示 109 号までは瓦を止める為の釘穴が無い為
に、土を団子状にして瓦を施工していた
野地板
葺き土
瓦桟
野地板
図 18　棟木（出典：瓦屋根標準設計・施工ガイドライン 31)）
図 19　平瓦（出典：瓦屋根標準設計・施工ガ
イドライン 31)）
図 13　建設省告示 109 号　
棟木緊結工法
図 14　建設省告示 109 号　
棟木大回し工法　標準工法
図 15　建設省告示 109 号　平瓦の留付け
銅線
銅線
ケラバ
パッキン付ステンレスネジ 銅線緊結
瓦全数横桟木に緊結　釘 2.7 φ× 65㎜
縦桟木にパッキン付ステンレスネジで緊結
平瓦
軒先・ケラバ 2 列 1 枚毎に留付け
棟補強金物
山形金物＋芯材受金物月ボルト一体型
冠瓦
熨斗瓦
図 17　JASS 12(1990)　平瓦の留付け
図 16　JASS 12(1990)　棟木緊結
軒先・ケラバ 2 列 1 枚毎に留付け
登り 5 列毎に留付け
冠瓦は１枚ごとに留付け
熨斗瓦は１枚毎に銅線で留付け
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き瓦桟に載せていた。従って落下を防ぐ効果はあったが、ズレは防ぐことは出
来ずまた葺き土の為に軽量化は十分ではなかった。また棟瓦を緊結していない
為に、葺き土をすきまなく築き、葺かれた為に落下する被害は防ぐことは出来
なかった。葺き土の粘着力は 15 ～ 20 年ほどで失われるといわれている。
②引掛け瓦桟工法　第 2 期　( 昭和 46 年建設省告示 109 号から空葺き工法まで )
　瓦の施工方法は、戦後になり物法を引き継いで昭和 25 年 (1950) に施行され
た建築基準法施行令 39 条で「屋根ふき材は、……風圧並びに地震その他の振
動及び衝撃によって脱落しないようにしなければならない。」と規定され引掛
け瓦桟工法を求めてはいたが、特に具体的な施工基準は定められていなかっ
た。 第 1 期の工法の耐風性能については、 桟瓦の重なりが少ないため、 軒先
やケラバが浮き上がり飛散するという弱点があった。昭和 34 年 (1959) の伊勢
湾台風で屋根瓦の多くが飛散するという被害が出て、昭和 46 年 (1971) になり、
「屋根葺き材、外装材及び屋外に面する帳壁の構造方法を定める件 ( 昭和 46 年
1 月 29 日建設省告示第 109 号 )」により、引掛け瓦桟工法の設計基準が初め
て具体的に定められた。
　「三　屋根瓦は、軒及びケラバから 2 枚通りまでを 1 枚ごとに、その他の部
分のうち棟にあつては、1 枚おきごとに、銅線、鉄線、くぎ等で下地に緊結し、
又はこれと同等以上の効力を有する方法ではがれ落ちないようにふくこと。」
とあり、風圧に対して飛散することがないような規定が設けられた。その基準
では図 13~15 に示すように、平瓦は軒先やケラバから 2 列は釘止めとし、棟
瓦も 1 枚舞に棟木と鋼線で緊結する工法である。告示 109 号の引掛け瓦桟工
法は、瓦を瓦桟木に釘で留めるので落下しにくく、耐震性は向上した。標準的
には棟木大回し工法がとられたが、この工法では、棟瓦は鋼線で繋げられるが、
冠瓦は棟木には留付けられておらず、地震でずれやすい。また棟木緊結工法で
は熨斗瓦の落下は防げない。
　 日 本 建 築 学 会 で は 伊 勢 湾 台 風 の 前 年 の 昭 和 33 年 (1958) に 瓦 の 留 付 け に
ついて建築工事標準仕様書 (JASS12　屋根工事 6 節かわらぶき（1958） 以下
JASS12 と表記 ) を既に定めていた。(12.6.2 工法 a. 和型かわらの葺き方及び留
付け ) である。留付け釘は特記なき限りは B 種とし、長さ 45㎜内外、径 2.4㎜
内外の亜鉛メッキ釘、緊結線は径 0.9㎜内外２条の亜鉛メッキ線、コールター
ル焼き付け鉄線としていた。ただし、完全な空葺き工法ではなく、引掛け瓦の
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つめ裏には、瓦をなじませる為になじみ土を取るように示している。棟瓦につ
いても葺き土をすきまなく埋めるようにしているので、第 1 期の過渡期の工
法といえる。昭和 25 年 (1950) 住宅金融公庫 ( 現独立行政法人住宅金融支援機
構 ) が発足し、木造住宅共通仕様書が設けられ、昭和 46 年 (1971) の建設省告
示の基準に合わせて共通仕様書を改定している。
③引掛け瓦桟工法　第 3 期 ( 空葺き工法）
　JASS12 は昭和 56 年 (1981) 耐震基準 ( 新耐震 ) を経て平成 2 年 (1990) に改
訂し、大幅に耐震化の規定を設け空葺き工法が明示された。改定の内容は以下
となる。
　瓦桟は従来 15㎜角であったが、 釘により破損することが多かったために、
幅広の 18㎜× 15㎜とされた。また釘や緊結線は従来は鉄線であったが、腐食
を考慮し、45㎜～ 60㎜の銅釘、ステンレス釘、真鍮釘に変更され、緊結線も
径 0.9㎜の銅線もしくはステンレス線に改められた。初めて平瓦の空葺き工法
が表記される。その為に、瓦は全て留付けの為の穴が明記された。瓦の留付け
箇所は、軒及びケラバから 2 列、その他の瓦は 5 列毎 ( 住宅金融公庫木造住宅
工事共通仕様書は JASS12 の翌年改訂され 4 列目毎とされた ) に釘打ちとする。
( 図 17 参照 ) また空葺き工法に対する理解が瓦施工業界に徹底しておらず、瓦
桟になじませるために葺き土を置く、なじみ土葺き工法も併記された。
　棟瓦については、冠瓦の緊結穴から棟木に固定した 2 条の緊結穴に通して
留付けるよう棟木緊結工法となった。また熨斗瓦は、2 段目から緊結線を出し、
棟全体を鉢巻上に巻いて、冠瓦の上で結ぶ。( 図 16 参照 ) 鬼瓦は裏側の留付け
用のフックに緊結線 4 条で棟木または垂木に緊結する。以上のように宮城県
沖地震を経て JASS12 は大幅に耐震化の規定を設けたが、瓦業界が積極的に空
葺きを採用するようになるのは、平成 7 年 (1995) の阪神淡路大震災以降、棟
部施工の金物が充実してからとなる。
④ガイドライン工法
　平成 7 年 (1995) の阪神淡路大震災では、多くの瓦屋根や棟瓦が落下したこ
とにより、 再び瓦屋根工法の耐震性の問題が指摘された。 そこで、 平成８年
(1996) に、瓦の耐震性の向上を目的に社団法人全日本瓦工事業連盟 ( 以下全瓦
連と記す )、全国陶器瓦工業組合連合会 ( 以下全陶連と記す ) により、香川県
多度津に於いて、実大振動台実験を含む一連の研究が実施されている。それら
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の成果を受けて、平成 10 年 (1998)（財）日本建築センター 編集の「瓦耐震マ
ニュアル 」32) が発行された。
　また平成 10 年 (1998) に建築基準法は性能規定化の方向への改正がされた。
それを受けて平成 12 年 (2000) には同施行令、 ならびに関連告示で屋根葺き
材の規定が大幅に改正された ( 平 12 告示第 1454 号、平 12 告示第 1457 号 )。
この改正で屋根葺き材の安全性に対する要求性能がより明確にされた。
　平成 13 年 (2001)、全瓦連、全陶連が中心になり、独立行政法人日本建築セ
ンター監修「瓦屋根標準設計・施工ガイドライン ( 以下ガイドライン工法と表
記 )33)」が発行され、１G(980gal) の最大加速度でも被害が発生しない耐震化工
法が完成した。ガイドライン工法では図 18・図 19 のように、平瓦は原則全て
釘止めをし、棟瓦も熨斗瓦を銅線で結束し、冠瓦から熨斗瓦をステンレスパッ
キンネジで押えこむ方法で、棟瓦の破損を防ぐ方法である。冠瓦や熨斗瓦を安
定させる為に、なじみの葺き土は使われる。この工法を取れば平部のずれもな
く、棟の破損も起きなくなる。文化財においても、真正性を維持しながらも、
既存瓦を活用したガイドライン工法を保存修理工事に取り入れることは可能で
ある。
1.9　本論文の構成　
　以上本研究の背景と課題について述べるとともに既往研究との位置づけを行
い、本研究の論点を明らかにした。
　以下本研究の論文の構成は以下となっている。
第 2 章　本論文の研究の方法と、各地区の概要をまとめている。また本地震
　　　　及び余震の各地区の震度階級・計測震度・最大加速度をまとめるとと
　　　　もに、各地区の地質及び、地盤の固有周期を求め、比較を行っている。
第 3 章　真壁の損傷記録の整理を行い、図面が入手できた建物について、文
　　　　化庁が示した手引きを基に、耐震診断を行い、損傷の要因を分析した。
第 4 章　佐原の損傷記録の整理を行った。また真壁と同様の方法で、耐震
　　　　診断を行い、損傷の要因を分析した。
第 5 章　桐生・栃木・川越の損傷記録を整理した。
第 6 章　第 2 章～第 5 章で得られた各地区の地震記録を基に、地盤と損傷、
　　　　伝統的建築物の耐震性、保存修理工事と損傷について考察した。
第 7 章　本論文の結論として本研究で得られた知見をまとめている。　
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　　　　workshop/03kouza_yosoku/s01hajimeni/introduction.htm　2016 年 3 月 31 日
　　　　において、水谷武司（客員研究員）は、「……山麓に形成される勾配の大きい扇状地は砂礫
　　　　よりなり地層は硬いのですが，側面山地が地下に連続してつくる基盤面の形状によっては，
　　　　兵庫県南部地震時の神戸のように局地的な震動増幅が生じます。」と述べており、扇状地形は
　　　　地震動が増幅するケースを指摘している。
注 2)　　  国立歴史民族博物館アーカイブ：https://www.rekihaku.ac.jp/education_research/gallery/
　　　　webgallery/z_  edozu/edozu_l.html　2016 年 3 月 31 日
注 3)          愛知県陶器瓦工業組合：瓦施工法の変遷　http://www.kawara.gr.jp/36_hensen/hensen.shtml
　　　　2016 年 3 月 31 日
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2.1　研究の対象と方法
2.1.1　研究の対象
　関東の重伝建地区で特定されている伝統的建造物には、酒造工場や絹織物の
工場、神社仏閣のような建造物も含まれる。また関東特産の大谷石を壁に使用
した石蔵やレンガ造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造の建物もある。
　本研究では、他地区においても比較検討が容易なように、調査対象を全国に
広く分布する木造の町家 ( 見世蔵や真壁造木造住宅 ) と土蔵のみを対象とした。
2.1.2　被害調査の方法
　真壁は、東日本大震災の後 4 月の連休前までに文化庁の要請で、金沢市や
亀山市等の伝建地区担当職員の協力を得て被害調査が行われた。その調査結果
は、桜川市教育委員会伝建担当により被害調査資料 ( 未発表 ) として 5 月末に
まとめられた。また引き続いて震災復旧工事の為に、茨城県建築士会を中心に
建造物個別の被害調査資料 ( 未発表 ) が 9 月末までに作成された。
　佐原は NPO 法人小野川と佐原の町並みを守る会を中心に、県指定文化財は、
香取市教育委員生涯学習課文化財班、特定建築物は、香取市都市整備課事業推
進班により地元建築士会の協力を得て、被害調査が４月末までにおこなわれ、
9 月末までに被害調査資料 ( 未発表 ) が作成された。
　桐生は、桐生市総合政策部重伝建まちづくり課が地元建築士会の協力を得て
５月末までに被害調査を終え、９月までに被害調査資料 ( 未発表 ) を作成して
いる。
　栃木の地震被害調査は、５月末までに小山高専のグループを中心に調査が実
施され、９月末までに被害調査資料 ( 未発表 ) が作成された。
　川越の地震被害調査は市教育委員会から委託を受けて「協同組合伝統技法研
究会」により 5 月末までに調査が実施され、教育委員会の部内資料として「川
越市伝建地区の東日本大震災被害調査報告書」( 非公開 ) が作成されている。　　　
　これらのいずれの資料も自治体の内部資料に留められ公表されていない。
　著者が行った被害調査の方法は、2011 年 5 月 11 日 ( 真壁 )、6 月 1 日 ( 佐
原 )、６月８日（桐生）、6 月 15 日（栃木）、6 月 22 日（川越）、7 月 6 日 ( 真
壁）、7 月 20 日 ( 佐原）、7 月 27 日（桐生）と現地に入り、地上からの被災状
況の目視と確認を行い、町屋と土蔵の被災状況を整理した。また本研究におい
ては、2012 年 3 月に各自治体の未公表の被害調査資料や保存修理工事の履歴
記録のデータの貸与を受け、損傷程度は著者独自の 7 月 27 日までの簡易被害
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調査と齟齬が出ないように、照合を行った。
　著者が調査に入った時点では、既に屋根は、ビニールシートに覆われている
建物が多く、また地上面からは屋根の被害程度の把握が困難な建物もあった
為、2012 年 3 月以降、2011 年 3 月 29 日付けの Google Earth pro から、ビニー
ルシートが掛けられたものを抽出し、平面図のデータを参照して屋根伏図を起
こし、損傷範囲を記入した。ビニールシートの範囲は実際の損傷範囲と整合し
ていない可能性もあるが、既往研究と同様損傷の一つの判断基準であると考
え、損傷範囲とした ( 写真 1、写真 2 参照 )。
　各自治体の被害調査資料は、屋根損傷は図面ではなくコメントで表記されて
いるだけのために、著者が屋根伏図をもとに作成した資料を屋根損傷率とし、
各自治体のコメントは損傷概要として両方を併記し、個別の損傷記録としてま
とめ、各地区の保存計画図を基に屋根及び外壁・軸組の損傷分布図を作成した。
屋根および外壁・軸組の損傷度区分は表 1 の区分のもとに行った。
写真 1　真壁 2011/3/29（google  earth pro)
下宿通り
御陣屋前通り
忠敬橋
小野川
写真 2　佐原 2011/3/29（google  earth pro)
大棟等
無損傷 無損傷 無損傷
軽微 損傷率5％未満 ズレ小 軽微 外壁部分亀裂・剥落
小破 5％以上～25％未満 ズレ大 小破 外壁大部分亀裂・剥落
中破 25％以上～50％未満 落下 中破 軸組変形１/120以下・軸組破損
大破 50%以上 大破 外壁剥落
大屋根 外壁・軸組
損傷度区分表
表 1　損傷度区分表
多くの屋根がビニールシートで覆われている。特定されている建物を抽出し、屋根損傷率を求めた。
香取街道
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2.2　調査地区の概要
2.2.1　真壁
　真壁は、関東平野の北東部、茨城県の中西部に位置している。地区の東側に
は雨引山・加波山・足尾山から筑波山に連なる山々が連なり、その裾野から緩
やかに桜川に下る舌状の西に緩やかに傾斜した真壁台地に位置している ( 写真
3 参照 )。江戸時代真壁は、近在の在郷町として木綿の市場が町の発展をけん
引し、隆盛を極め、明治中期からは、真壁石として知られる石材業が盛んとな
り、現在の真壁の町並みは、大正から昭和にかけての町家と土蔵を中心に形成
されている ( 参考資料 1）)。
　重伝建地区は、 南北約 410m、 東西約 410 ｍ、 面積約 17.6ha の範囲で、 特
定されている伝統的建造物 ( 以下特定建築物と記す ) は 108 棟 ( 石蔵 1 棟倒壊、
土蔵 2 棟全壊で指定解除）で、そのうち本研究で対象とした町屋は 54 棟、土
蔵 19 棟である。商業の中心は御陣屋前通りが中心で、御陣屋前通りの町家は
間口が狭く奥行の深い町割りとなり、伝統的な景観として集積がある。御陣屋
前通りから外れると集積度は少なくなり、隣家の建物との間に間隔が取られて
おり、 町割りの間口と奥行きが広い農家型となっている。 真壁は商業と農業
が混在した関東の在郷町としての典型的な景観をあらわしている。町家は江
重伝建地区の範囲
桜川
筑波山麓
足尾山麓
N
１Kｍ
山口川
田中川
桜川市真壁庁舎
地震計測地点
真壁伝承館
（ボーリング地点No1)
0
戸・明治・大正期は
下屋庇を持っている
が、 昭 和 期 の 町 家
は 1 階と 2 階が揃っ
た腰屋根となってい
る。北西側の隣地側
は延焼防止のために
塗籠されている。
　 真 壁 は、 平 成 22
年 (2010)4 月 16 日
に重伝建地区として
選定され、保存修理
工事に取り掛かる矢
先に、東日本大震災
で被災している。石
蔵が 1 棟倒壊し、土
蔵２棟が全壊した。 写真 3　真壁航空写真　　google earth pro
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2.2.2　佐原
　佐原は小野川流域の平坦な地形であるが、南から西にかけて下総台地が迫っ
ており、東側は利根川沿いに田が広がっている ( 写真 4 参照 )。佐原は、江戸
時代に入り、江戸湾に流れていた利根川を銚子へと流す利根川の東遷事業が行
われ、新田開発が進み、一大穀倉地となった。江戸へ通じた佐原は舟運が盛ん
となり、利根川支流の小野川沿いに荷卸し場を設け、周辺の物資の集散地とし
て賑わいを見せ、商都として発展していった。
　重伝建地区は、南北約 500 ｍ、東西約 400m、面積約 7.1ha の範囲で、小野
川沿いと香取街道沿いに範囲が指定されている。小野川沿いの町割りは、比較
的間口が広い町家が多いが、香取街道沿いは典型的な町家形式で、間口が狭く
奥の深い町割りとなっている。特定建築物は 106 棟で、ほかに国指定史跡 ( 伊
能忠敬旧宅・土蔵等 ) のほか、県指定文化財 13 棟を含んでいる ( 参考資料 2）)。
本研究で対象とした町家・土蔵は県指定文化財を含み、町家は 75 棟で、土蔵
は 26 棟である。佐原は明治 25 年 (1892)12 月に大火にみまわれている。それ
以降見世蔵が建築されており、 県指定文化財の 4 棟は見世蔵である。 他に 3
棟の見世蔵が特定されている。町家は江戸期・明治期の建物が多い為下屋庇を
持ち、北西側の隣地側を塗籠している建物がほとんどである。土蔵は辺長比が
2 倍に近い土蔵が多
い。
　 佐 原 は 関 東 で 最
も 早 く 平 成 8 年
(1996)12 月 10 日に
重伝建地区に選定さ
れ、東日本大震災前
ま で に 全 棟 の 7 割
まで町家や土蔵の保
存修理工事は進んで
いた。保存修理工事
が行われた建物には
無損傷の建物が多く
みられるが、保存修
理工事が行われた建
物にも損傷が見られ
る。
利根川
香取市役所
JR佐倉駅 小野川
重伝建地区範囲
下総台地
N
香取街道忠敬橋
No2
No3
No4
No5
No6
0 300m
写真 4　佐原航空写真　　google earth pro
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2.2.3　桐生
　桐生市の市街地は渡良瀬川と桐生川によって形成された扇状地形の扇央部に
位置している ( 写真 5 参照 )。
　桐生は江戸中期以降絹織物の産地として成長し、明治期から昭和初期にかけ
て最盛期を迎え、発展した ( 参考資料 3))( 参考資料 4))( 参考資料 5))。
　重伝建地区は南北約 820m、東西約 260m、面積約 13.4ha の範囲で、特定建
築物は 171 棟で、かつての職人住宅である長屋や公衆浴場、絹織物工場が特
定されているのが桐生の特徴である。桐生は、町立て当初の屋敷割は間口 6 間、
奥行き 40 間を基本にしていた為に、他の在郷町と比較して格段に大きい区画
となっている。この区画の大きさにより、桐生の発展の歴史の中で、様々な建
築類型を持つ建物群が建築されていった。当初から敷地の中央に農家型の屋敷
の主屋や蔵が建てられ、表通りには町家や生産問屋、敷地の奥に通じる小路に
織物職人の長屋や工場といった多種多様な建築物が建築されてきた。その原型
が今でも残されている。本研究で対象とした町家は 59 棟、長屋 17 棟、土蔵
35 棟である。重伝建地区の特定建築物の大部分が大正期から昭和初期に建築
されたものが多い。町家のほとんどが北西側を塗籠している。
　蔵は土蔵だけではなく、煉瓦蔵１棟や石蔵 4 棟や鉄筋コンクリート蔵２棟
も見られる。絹織物
工場は木造洋小屋の
真壁造や壁が石造や
鉄骨造もある。平成
24 年 (2012)7 月 9
日に栃木と同時に重
伝建地区に選定され
ている。選定の前年
に東日本大震災で被
災している。
重伝建地区の範囲
桐生川
渡良瀬川
足尾山系
足尾山系
桐生市役所
K-NET桐生
No７
No８
No９
N
0 1km
写真 5　桐生航空写真　　google earth pro
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2.2.4　栃木
　栃木の地形は大平山系の扇状地形の一部をなす平坦な地形であるが、写真 6
で見る限り、下端であり、山は片側なので、扇状地形による地震動が増幅され
る影響は少ない。栃木は栃木宿 ( 現栃木町－ JR 栃木駅付近から重伝建地区まで )
の北側の木戸の外側、旧例幣使街道沿いに位置する。江戸中期以降栃木宿の発
展と共に次第に、栃木にも商人達が進出し、江戸末期には旧例幣使街道沿いに
商家の町並みが形成された。明治期になると、宿場の木戸が撤廃されたことも
あって、栃木町と連続した町並みを形成し、発展した ( 参考資料 6))( 参考資料 7))。
　重伝建地区は、 東西約 320 ｍ、 南北約 650 ｍ、 面積約 9.6ha の範囲で、 特
定建築物は 76 棟で、本研究で対象とした町家は 34 棟、土蔵は 30 棟である。
江戸時代に形成された町割りが旧例幣使街道に沿って今も残されている。旧例
幣使街道は、栃木に入ると、巴波川に沿って急激に屈曲して北進するようにな
る。町割りは街道に沿って平行にとられている為に、街道側の店と住居が変形
して接続されている。町家は関東の一般的な特徴で北西側が塗籠されている。
　栃木市は、平成 2 年 (1990) に「歴史的町並み景観形成要綱」及び補助金要
綱を制定し、平成 12 年 (2000) には重伝建地区まで景観形成地区を拡大変更し
ている。景観形成補助金により、栃木では平成 12 年 (2000) ～平成 21 年 (2009)
ま で、13 棟 の 修 理
が行われている。
　但しあくまでも外
観の修景を主目的に
しているために、軸
組や土台、基礎の
修理は補助対象とは
なっておらず、根本
修理が行われた建物
はない。
　平成 24 年 (2012)7
月 9 日 に 桐 生 と 同
時に重伝建地区に選
定されているが、選
定の前年に東日本大
震災で被災した。
重伝建地区の範囲
永野川
巴波川大平山系
栃木市役所
No10
JR栃木駅 N
0 500m
写真 6　栃木航空写真　　google earth pro
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2.2.5　川越
　川越は、蔵造りの町として知られている。最盛期を迎えた明治時代の日本橋
の様式が集積している地区はここ川越である。川越は、荒川の支流である新河
岸川に囲まれた平坦な武蔵野台地の東北端にあり、地区全体は平坦な地形であ
る ( 写真 7 参照 )。川越は、近世城下町として整備され、領内の中心地として
商業も発達していった。商業都市としての繁栄は、明治時代になっても受け継
がれた。 しかし、 明治 26 年 (1893)3 月 17 日に市街地の 3 分の一が焼失する
という大火災が発生したが、明治 40 年 (1907) 頃までには、現在の蔵造りの町
並みが形成されていった ( 参考資料 8))( 参考資料 9))。
　重伝建地区は東西約 230m、南北 420m、面積約 7.8ha の範囲で、特定建築
物は 107 棟 ( 平成 24 年現在 ) で、 本研究で対象とした町家は 51 棟、 土蔵は
25 棟である。 町家には 19 棟の見世蔵を含んでいる。 川越は、 典型的な商業
地区の町割りで、間口が狭く奥行の長い敷地割となっている。見世蔵は、棟に
は箱棟あるいは熨斗積みと巨大な影盛、鬼瓦が載せられている。軒下は土壁の
二重蛇腹と出し桁を持っている。2 階開口部は主として観音扉の土扉である。
真壁造町家の屋根は見世蔵と同形式であるが、箱棟ではなく熨斗積みで、影盛
も小さく簡素である。2 階の屋根は出し桁から腕木を出し、蛇腹や化粧垂木を
受けている。
　 川 越 は 重 伝 建 地
区 選 定 ま で に 時 間
が か か っ た た め に、
19 棟 を 市 指 定 文 化
財として指定し、保
存 修 理 工 事 を 行 っ
て い た。 平 成 11 年
(1999)12 月 1 日 に
重伝建地区に選定さ
れて以降「川越市伝
統的建造物群保存地
区保存事業補助金交
付 要 綱 」 が 定 め ら
れ、 現 在 ま で に 22
棟の保存修理工事が
行われていた。
重伝建地区の範囲
川越市役所
No12
No11
新河岸川
JR川越駅 N
0 1km
写真 7　川越航空写真　　google earth pro
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2.3　本震及び余震
　各地区の地震観測地点の本震及び余震のデータを表 2 に示す。本震の震度
は桐生と真壁が震度階級 6 弱 ( 計測震度 5.5)、佐原は震度階級 5 強 ( 計測震度
5.4) を計測している。関東 5 地区全ての地区が震度階級 5 弱以上 ( 計測震度 4.5)
を越えていたので、気象庁の震度階級関連解説表注 1) に示す耐震性の低い木造
建築物 ( 住宅 ) に被害を及ぼすという震度 5 弱を超えていた。
　M9.0 の本震の震源域は宮城県沖であったが、本震から約 30 分後 (15 時 15 分 )
に茨城県沖を震源とする M7.7 の大きな余震が発生し、佐原は再び震度 5 強 ( 計
測震度 5.2) を観測し、真壁は震度 5 弱 ( 計測震度 4.7) を計測している。他の 3
地区は桐生と栃木が震度 4、川越は震度３で震度 5 弱を超える余震は計測され
ていない。
　その後 5 月末までに真壁は震度 4 を８回、佐原は震度 4 を 15 回、桐生は 3
回、栃木は 5 回、川越は 1 回も計測してない。6 月以降ではいずれの地区も、
震度 4 以上を計測していない。本震の震央からの距離は真壁、佐原が最も近
く、320㎞前後で、川越が最も遠く 390㎞弱である。屋根に被害を及ぼす本震
の三成分合成加速度は桐生が最も高く、415.0gal を記録し、真壁がそれに次い
で 403.2gal である。佐原も 300gal を越えている。桐生は EW が東西の山の反
射波の影響か、NS より 2 割ほど高く、地盤が固い為に UD は小さくなっていた。
　本震では真壁・佐原共に NS と EW は変わらないが、15 時 15 分の余震では
茨城県沖であったために、震源に近い佐原の三成分合成加速度は 291gal を計
測し、EW が 250gal を超え、NS に比べて 7 割ほど高くなっている。本震及び
約 30 分後の大きな余震、その後の余震回数を考えると、真壁・佐原で被害が
大きかった要因は本震だけではなく、その後の余震の影響が大きかったといえ
る。
表 2　関東 5 地区の本震及び余震計測記録 ( 気象庁強震観測データ注２) 及び独立行政法人防災科学技術研究所強震観測網注３)）
三成分合成 NS EW UD 震度4 震度5弱 震度5強
桐生 GNM009桐生 6弱 5.5 415.0 281.0 354.0 157.0 364.9 3 0 0
真壁 真壁庁舎 6弱 5.5 403.2 377.0 359.1 309.1 318.4 8 1 0
佐原 香取市役所 5強 5.4 304.9 238.1 249.2 202.3 322.8 15 0 1
栃木 栃木市富田 5弱 4.6 211.0 149.3 194.7 129.0 341.0 5 0 0
川越 SIT009川越 5弱 4.5 214.0 203.0 152.0 94.0 387.1 0 0 0
真壁 真壁庁舎 5弱 4.7 215.6 154.0 165.0 94.2 106.7
佐原 香取市役所 5強 5.2 291.0 147.9 254.4 146.0 72.7
地区 観測点
本震　2011年3月11日14：46 三陸沖 M9.0
震度階級 計測震度
余震　2011年3月11日15：15　茨城県沖 M7.6
2011・9・11までの余震回数
震央との
距離
最大加速度
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2.4　調査地区の地盤の固有周期
　地震動の強さは、固い地盤に対して、軟弱で堆積層が厚い地盤では、計測震
度のランクや最大加速度が高くなることが知られている。つまり、軟弱な地盤
では、被害が起きやすい。建設省告示 1793 号及び道路橋示方書 ( 国土交通省
技術基準 ) では、第Ⅲ種地盤を軟弱な地盤としている。
表 3　各ボーリング地点の地質調査資料と地盤の固有周期
重伝建地区
ボーリング地点
地盤の固有周期
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建設省告示 1793 号　　                                  道路橋示方書　
　　　　　　　　　　　　
    第Ⅰ種地盤 ( 洪積台地 )       Tc 0.4      　　　                              Tg ＜ 0.2  　　　　　　　　　　　　 
    第Ⅱ種地盤            　　　    Tc 0.6       　                          0.2 ≦ Tg ＜ 0.6 　
    第Ⅲ種地盤 ( 沖積層 )           Tc 0.8　　　                         0.6 ≦ Tg
　　 　　　　 　      Tc: 地盤の固有周期 (s)          Tg：地盤の固有周期 (s)　
　地質調査資料は、真壁においては真壁伝承館のボーリングデータ 10) を参照
した。佐原は、千葉県地質環境インフォメーションバンク注 4) を活用し、近傍
の 5 か所 (No2、No3、No4、No5、No6) の地質資料を入手した。桐生は、近傍
の 3 か 所 (No7、No8、No9) の 地 質 資 料 を、 群 馬 県 ボ ー リ ン グ　MAP 注 5) で 入
手した。栃木は近傍の栃木高校 (No10) の地質資料を栃木県地質調査資料注 6) で
入手した。川越は近傍の川越市役所 (No11) の地質資料を埼玉県地質調査資料注
7) から入手した。表 3 に全ボーリング地点の地質の深度及び、標準貫入試験 N
値を示している。これらの資料を基に、告示式 ( 建設省告示第 1457 号第 10)
でＮ値と各地質の深さより、地盤の固有周期の推計値を求めた。
　■各層の剪断波速度 Vs=68.79 × N 0.171 × H 0.199 × Yg × St　
　 　Ｎは標準貫入試験Ｎ値　/ Ｈは地表面からの深さ ( ｍ )/ Ｙ g 地質年代係　
　　数 ( 沖積層 1.000、洪積層 1.303)/ Ｓ t は土質に応じた係数 ( 粘土 1.000、
　　細砂 1.086、中砂 1.066、粗砂 1.135、 砂礫 1.153、礫 1.448)
　■各層 (i) の固有周期    Ti=4 × Hi/Vi
　■全体の表層地盤の固有周期　T= Σ Ti
　計測震度や最大加速度に影響を及ぼす、地盤の固有周期の推計値を比較した
のが、表 3 である。
・真壁は、表 3 の No1 のボーリングデータで明らかのように、表土はローム　　
　層に覆われているが、下層は軟弱な砂質層が 27m 以深まで続いており、決
　して良好な地盤とはいえない。地盤の固有周期の計算結果は 0.841 秒と長く、
　沖積層と同様の値となっている。
・佐原は、表 3 で明らかのように、5 地点とも堆積層の全てが砂質層で、下流
　域ほどその堆積層が厚く、No2 では、標準貫入試験Ｎ値の値が深度 25m 以
　深まで 2 ～ 4 となっており、その影響で液状化現象が発生し、小野川護岸
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　の崩壊や川底のせり上がりが発生したことが判る。
・桐生は、地表からすぐ下には玉石混じりの砂礫層となっており、明らかに扇
　状地系を示す地質となっている。桐生は内陸部にあるが、写真 5 の周辺地
　形写真で明らかのように、両側に山が迫り、南側に緩やかに傾斜する扇状地
　の扇央部に重伝建地区は位置している。
・栃木は、表層から深度 6m 位までは N 値 15 ～ 30 前後の砂礫層で、6m 以深
　は N 値 40 以上の固い砂礫層が見られるから比較的良好な地盤といえる。微
　地形区分では扇状地形であるが、写真 6 の周辺地形写真を確認しても山は
　片側で遠くそれによる地震動の増幅の影響はないと見てよい。
・川越は、表層は関東ローム層、深度 3m 以上は砂礫層で N 値 30 ～ 50 程度
　が出ているので良好な地盤といえる。
　地盤の固有周期の推計値が最も長いのは佐原の No2 の 0.868 秒で、真壁の
No1 がそれに次いで 0.841 秒である。佐原の重伝建地区に近い No3 では 0.69 秒、
忠敬橋に近い No4 が 0.647 秒で、町家の固有周期と言われる 0.5 秒に近い値を
示している。No5 や No6 では土蔵の固有周期に近い 0.297 ～ 0.385 秒である。　
栃 木 の No10 は 0.335 秒、 川 越 の No11、12 は 0.28 ～ 0.369 秒 で あ る。 桐 生
の No7、8、9 は 0.095 ～ 0.122 秒と最も短くなっている。
　建設省告示 1793 号と道路橋示方書では基準値が違うが、真壁 No1 は 0.841
秒 で あ る の で ど ち ら の 指 標 で も 第 Ⅲ 種 地 盤、 重 伝 建 地 区 内 の 小 野 川 流 域 は
0.647 秒～ 0.69 秒なので道路橋示方書では第Ⅲ種地盤、建設省告示では、限
りなく第Ⅲ種地盤に近いことになる。佐原の No5 や No6、栃木、川越は 0.3 秒
前後と土質は砂質層と粘土質砂礫層なので違うが、第Ⅱ種地盤、桐生は最も短
い固有周期を示しており第Ⅰ種地盤と考えるが、扇状地形である。
　これらの資料を基にして、第 3 章から第 5 章で各地区の損傷記録をまとめた。
また本震や余震の影響及び地盤の影響で損傷にどの程度の差が出ているかの比
較検討を第 6 章で行い、重伝建地区の地震防災計画を策定するうえでの基礎
資料を作成している。
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5)            桐生市：桐生市天神町一丁目、本町一・二丁目地区　伝統的建造物群保存対策調査報告書
　　　　2009 年 3 月
6)            栃木市：蔵造りに関する調査報告書　1987 年 3 月
7)            栃木市教育委員会：栃木の町並みⅡ旧例幣使街道沿線（泉町・嘉右衛門町・大町）
　　　   の歴史的建造物調査報告書　2002 年 3 月
8)            川越市教育委員会：蔵造りの町並み　川越市伝統的建造物群に関する調査報告書　1976 年
9)            川越市教育委員会：川越の蔵造り　川越市市指定文化財調査報告書　1983 年
10）　     真壁伝承館地質データ：平成 19 年度　まちづくり交付金事業真壁地区多目的複合施設建設 
               事 地質調査業務委託調査　常陸側工株式会社  2008 年 3 月 4 日
注
注 1)　   気象庁震度階級関連解説表：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/kaisetsu.html
　　　　2016 年 3 月 31 日
注 2)　   気象庁強震観測データ：http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/kyoshin/jishin/110311_
               tohokuchiho-taiheiyouoki/index2.html　2016 年 3 月 31 日
注 3）　  独立行政法人防災科学技術研究所強震観測網：http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/
　　　　2016 年 3 月 31 日
注 4）　  千葉県地質インフォメーションバンク：http://wwwp.pref.chiba.lg.jp/pbgeogis/servlet/infobank.
                index　2016 年 3 月 31 日
注 5)　   群馬県建設技術センター群馬県ボーリング MAP：http://www2.gunma-kengi.or.jp/boring/
　　　　2016 年 3 月 31 日
注 6)　   栃木県地質調査資料 :http://www.pref.tochigi.lg.jp/h10/town/jyuutaku/kenchiku/kouji/tishitu.html
　　　　2016 年 3 月 31 日
注 7)　   埼玉県地質調査資料：埼玉県地理環境情報 WebGIS　http://www.kankyou.pref.saitama.
　　　　lg.jp/  kankyou/　2016 年 3 月 31 日
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写真 1　真壁航空写真（google aerth pro を基に編集）
重伝建地区の範囲
桜川
筑波山麓
足尾山麓
N
１Kｍ
山口川
田中川
桜川市真壁庁舎
地震計測地点
真壁伝承館
（ボーリング地点No1)
0
足尾・筑波山麓から桜川に至る緩斜面に重伝建地区は位置している。
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図 1　真壁特定建築物配置図（出典：真壁保存地区計画図を基に編集）
　商業の中心は御陣屋前通りが中心で、御陣屋前通りの町家は間口が狭く奥行の深い町割りとなり、伝統的な景観として集積
がある。御陣屋前通りから外れると集積度は少なくなり、隣家の建物との間に間隔が取られており、町割りの間口と奥行きが
広い農家型となっている。真壁は商業と農業が混在した関東の在郷町としての典型的な景観をあらわしている。
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3　はじめに
　本章において町家 54 棟、 土蔵 19 棟の損傷記録を基に考察を行っている。
また建築基準法の基準及び耐震診断法を基に、図面が入手できた町家や土蔵の
耐震性の分析を行った。図 1 は特定建築物の分布を示したもので、町家・土蔵・
石蔵・酒造工場等を色分けで表示している。南北の通りである御陣屋前通りに
特定建築物の町家が集中している。
　図 2-1 及び図 2-2 は、屋根損傷度区分と外壁・軸組の損傷度区分の相関をマ
トリックス図で表示したもので、点線内の数字は両方の損傷度が軽微な範囲内
にある建物の割合と、中破以上の割合を示したものである。時代別の損傷の違
いを見る為に、色分けで保存番号の建物を示している。図 2-3、図 2-4 は損傷
度区分別の損傷割合を示している。
　図 2-1、図 2-2 では、町家は約 28％ (12 棟 )、土蔵は 2 棟が軽微な損傷内である。
中破以上が町家は 22％ (12 棟）、土蔵は 26％ (5 棟 ) になっている。町家は屋
根が中破以上になっている建物や、外壁・軸組が中破以上の建物が多いが、土
蔵は屋根が中破以上の建物が多い。多くの建物に損傷が見られたが、町家は無
損傷が 10 棟 ( 約 19％ ) ある。無損傷の建物には時代別や地区別に大きな差は
無い。 土蔵は無損傷の建物は 1 棟もない。 町家 1 棟が屋根、 外壁・軸組共に
大破している。土蔵は 2 棟が大破した為に取り壊されてしまっている。
　図 2-3、図 2-4 では、屋根及び外壁・軸組のどちらかが中破以上の損傷した
建物が町家は約 63％、 土蔵は約 79％、 軽微損傷以下が、 町家は約 28％、 土
蔵は約 11％となっており、被害が大きかったことを示している。
　ボーリング資料より固有周期を求めた結果、地盤の固有周期は 0.841 秒で、
第Ⅲ種地盤の軟弱地盤であった。本震で真壁は震度 6 弱 ( 計測震度 5.5) 最大加
速度が 403gal を計測した。また約 30 分後の余震では震度 5 弱 ( 計測震度 4.7)
を計測している。その後も余震は継続しているが、それ以降震度 5 弱以上は
計測していない。従って損傷は本震と約 30 分後に発生した余震により起きた
と考えられる。屋根損傷率は、町家が約 69％、土蔵は 100％という損傷率であっ
た ( 図 3 参照 )。これらの損傷率は、軟弱地盤の影響と考えるが、既往研究と
比較すると非常に高い損傷率である。外壁・軸組損傷率は屋根と比較して少な
いが、町家で約 57％、土蔵で約 84％ ( 図５参照 ) となっている。次項からは、
屋根及び外壁・軸組に分けて損傷度の結果をまとめている。個別の町家の損傷
記録は表 1-1 ～ 1-4 に、 土蔵は表 2-1、2-2 にまとめている。 屋根伏図の網掛
け部分はビニールシートで覆われている部分を示し、その部分を屋根の投影面
積から除して損傷率としている。
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図 2-1　真壁町家　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
図 2-2　真壁土蔵　屋根及び外壁・軸組損傷度区分相関図
※点線で囲まれた範囲は屋根及び外壁・軸組それぞれの損傷度が軽微以内か中破以上かを示している。数字はそれらの範囲の全棟に対する割合
を示している。保存番号の色分けは赤は江戸 / 明治時代、緑は大正時代、青は昭和時代、黒は年代不明を示している
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図 2-3　真壁町家　屋根及び外壁・軸組損傷度損傷率（単位は棟数）
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図 2-4　真壁土蔵　屋根及び外壁・軸組損傷度区分損傷率（単位は棟数）
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3.1　損傷記録
3.1.1　屋根損傷
　 図 3 は 年 代 別 に 屋 根 の 損 傷 率
を求めている。 図 4-1 及び図 4-2
は町家と土蔵に分けてそれぞれの
損傷の分布を示している。図 4-1
を参照すると、町家の中破・大破
の建物は、御陣屋前通りを中心と
した地区に集中している。この地
区は特定建築物が多く集中してい
る地区でもある。また東西の通り
が 3、南北の通りが 5 あり、町家
は南北の通りと東西の通りに面し
て建てられている。南北方向の通
りに被害が多い。 本震及び 30 分
後 の 余 震 の 加 速 度 デ ー タ (2.3 －
図 3　屋根年代別損傷比較表 ( 単位は棟数）
写真 2　屋根を漆喰止めした建物　① 写真３　屋根を漆喰止めした建物　①
損傷率 
関東 5 地区の本震及び余震計測記録－表 2) を見ると、 本震では NS と EW は
350gal を超えており、両方向に大きな加速度がかかっていた。被害が多かっ
た理由は、南北方向の通りに店を構えている町家が多い為で、350gal を超え
た NS 方向の加速度で揺れが大きくなり被害を大きくしたものと考えられる。
①時代別の損傷
　図 3 で年代別に損傷率を比較すると、町家全体の大屋根の損傷率は約 69％
となっている。各年代別においても概ね 64~79％となっており、時代による大
屋根の損傷率の差は大きくはない。軽量の鉄板葺き ( 高上 5・6・高上 42・43)
やスレート瓦 ( 高上 34) で葺かれた建物の被害は無い。
②瓦葺き工法の
損傷の差
　町家の内、瓦
葺きで葺かれた
工法の違いで損
傷の違いを考察
する。町家５４
棟 の 内 , 瓦 葺 き
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図 4-1　町家屋根損傷分布図（出典：真壁保存地区計画図を基に編集）
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図 4-2　土蔵屋根損傷分布図（出典：真壁保存地区計画図を基に編集）
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は４９棟である。
　平成 14 年前後に葺替られた ( 下宿 17・19) は無損傷である。また葺替時期
は不明であるが、新しい、いぶし瓦で葺き替えられている建物 ( 下宿 11・仲
町 12) も無損傷である。いずれも葺替時期から考えると序論で示した引掛け瓦
桟工法第 3 期で葺かれていると思われる。建築基準法施行後の 3 棟 ( 仲町 07・
13・下宿 21) は引掛け瓦桟工法第 1 期で施工されたものと思われるが、大屋
根の瓦が落下したものは無く、瓦のズレ程度で済んでいる。棟瓦の破損は起き
ている。これは序論で示した引掛け瓦桟工法第 1 期の損傷の特徴ともいえる。
棟瓦やケラバを漆喰で留付けている建物が 3 棟 ( 写真２・３参照 ) ある。棟瓦
は 1 枚毎に、ケラバや軒は建設省告示 109 号のようにケラバから 2 列、軒先
から 2 列 1 枚毎に漆喰により留付けられている。この効果によりズレが防が
れたものと思われる。漆喰は新しいので、地震前の直近に施工されたものと思
われる。
③屋根形式の差
　真壁では通りに面した店に対して住居部分がさまざまな屋根の形で接続さ
れている ( 表 1-1 ～ 1-4 参照 )。複雑な取付きにより取り付部分で多くが破損
しているが、当然ながら単純な屋根形式ほど無損傷の建物 ( 高 24、下 19、下
17、高 10、下 10、高 30、仲 12) が多い。
④土蔵の被害
　図 2-2・図 3・図 4-2 をみると、土蔵は、外壁・軸組損傷よりは屋根損傷の
被害程度は大きい。上宿 01 と高上 04( 写真４・５参照 ) は全壊し既に除却さ
れているので比較からは除いている。大屋根の損傷率は、100 ％、棟の破損も
約 84 ％以上の土蔵が破損したことになる。町家の損傷率よりは約 30 ％損傷
率が高い。
3.1.2　外壁・軸組損傷
　 図 5 は 時 代 別 の 外
壁・軸組損傷率の比較
表 で、 図 6-1・ 図 6-2
に 町 家 及 び 土 蔵 の 外
壁・軸組の損傷分布を
示 し て い る。 図 5 に 写真４　全壊した上宿 01 －指定解除　
②
写真５　全壊した高上 04 －指定解除
②
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図 5　外壁・軸組年代別損傷比較表 ( 数字は棟数）
損傷率
おいて町家は外壁・軸組の損傷率
は 約 57％ と な っ て お り、 屋 根 被
害率 69％と比べると損傷率は小
さい。町家は図 2-1 を見ると、損
傷が無損傷と中破に多く分布して
いるのが判る。軸組に変形を起こ
し た 中 波 以 上 の 建 物 が 23 棟 ( 約
43％ ) ある。多くの建物で被害は
多数あるが、土壁のヒビワレや一
部剥落程度であり、土壁の落下は
少なく大破とはなっていない。
①塗籠・見世蔵の被害
　外壁の重量が重く土壁の面積の
多い塗籠の町家や見世蔵は全て中
破以上の被害を出している。
②下屋庇を持つ町家の被害
　下屋庇を持つ町家は、2 階と 1 階の外壁の位置がずれ耐震上の影響が一因な
のか、被害を多く出している。
③昭和期の出桁屋根を持つ町家の被害
　昭和期の出桁屋根を持つ町家は 1 階と 2 階の外壁の位置は揃っている影響
が一因なのか、被害程度は小さい。
④土蔵の被害
　土蔵は外壁・軸組損傷率は 84％とほとんどの土蔵に被害が起きたことにな
る。2 棟も全壊し、既に取り壊されている。図 2-2 を見れば、中破以上の建物
が 7 棟 ( 約 37％ ) ある。 損傷の多くが、 変形の起きやすい隅角部や、 下屋と
の取付き部分や開口部周りなどに起きている。また関東の土蔵の特徴である鉢
巻の被害も多い。全ての土蔵に対して内部調査が行われていないものの、一部
内部調査が行われた市の被害調査資料では、土台の腐朽や蟻害の発生している
土蔵が 4 棟あったことから、土蔵の多くに土台の腐朽や蟻害があったためと
推察される。土台が腐朽すると建物が長周期となり、軟弱地盤で被害が多くな
る ( 本章の 3.6 関東の土蔵の特徴と損傷で詳述 )。　
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図 6-1　町家外壁・軸組根損傷分布図（出典：真壁保存地区計画図を基に編集）
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図 6-2　土蔵外壁・軸組根損傷分布図（出典：真壁保存地区計画図を基に編集）
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表 1-1　町家（明治時代）損傷記録表
屋根伏図 大屋根 大棟等
仲町０９ ○ 明治1年 ■ ■ ■ 大棟・大屋根破損大登り梁外れ
高上０２ ○ 明治1年 ■ ■ ■
店部分の屋根無損傷。
住宅部分の屋根ズレ
北、東、南土壁破損・亀裂大
柱北へ傾斜、内部梁脱落
仲町０４ 明治6年 ▲ △ ■
大屋根部分破損
軸部ゆがみ、１階北土台、
根太、床板腐食
高上３６ 明治8年 ■ ■ ■
大棟及び大屋根破損、瓦を落下
出入り口サッシ中間沈下、庇軸組
破損
高上２４ 明治10年 ○ ○ △
下宿１１ 明治15年 ○ ○ ○ ※年代は不明であるが引掛け瓦桟工法で葺替済
仲町２１ 明治16年 ○ ○ △
仲町０８ 明治16年 × ■ ○ 大棟・大屋根全体にズレ
下宿１９ 明治23年 ○ ○ ○ ※屋根を平成14年に修理済
下宿１７ ○ 明治24年 ○ ○ ○ ※屋根・外壁を平成14年に修理済
高上１７ ○ 明治24年 × × × 高１９付属屋は半壊状態、大棟落下・大屋根全体にズレ
高上３７ 明治33年 ■ ■ ■ 大屋根部分破損北側水切落下，前面庇裏落下
仲町２３ 明治35年 ▲ ○ ■ 大屋根部分破損、野地腐朽軸部にゆがみ（腐食もあり）
高上２５ 明治44年 × ■ ■ 大棟・大屋根ズレ軸組老朽化
外壁損傷 損傷概要
屋根損傷
登録文化財保存番号 建築年代
高17 
高19 
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表 1-2　町家（大正時代）損傷記録表
屋根伏図 大屋根 大棟等
下宿１３ ○ 大正1年 × × ■
大屋根全破損、鬼瓦落下、庇屋
根破損
土間部 北側傾斜、
正面北隅柱蟻害
下宿１４ ○ 大正 1年 △ △ ■ 北西隅柱沈下
高上１２ ○ 大正2年 △ ○ ■ 西へ傾斜
高上１０ ○ 大正初期 ▲ △ ■ 一部電柱ぶつかり破損軸部傾斜
仲町２０ 大正7年 ▲ × ○ 大屋根部分破損、鬼瓦落下
仲町０１ 大正7年 ■ ■ ■
下屋及び大屋根破損大
１階奥広縁隅    柱傾斜、
２階床不陸、
柱破損
高上１５ 大正 8年 ○ ○ ■ 軸組全体が西側に傾斜し、両妻部が中央に比べ沈下
高上１６ 大正9年 × ■ ■ 大棟破損・大屋根破損ズレ大前面パラペット傾斜
上宿０３ ○ 大正中期 △ ○ ▲ 上宿２取り合い部クラック
下宿１０ 大正14年 ○ ○ ○
高上３０ 大正14年 ○ ○ ○
高上１４ ○ 大正14年 ■ ■ ■
大屋根・隅棟破損、
煙出し周辺破損
土壁落下
高上４５ ○ 大正14年 ■ ■ ○ 大棟隅棟破損・大屋根ズレ大
高上４６ ○ 大正13年 ▲ ■ ○ 隅棟破損
損傷概要
屋根損傷
保存番号 登録文化財 建築年代 外壁損傷
高45 
高46 
高21 
高15 
上03 
上02 
下15 
下13 
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表 1-3　町家（昭和時代 -1）損傷記録表
屋根伏図 大屋根 大棟等
高上３４ 昭和 1年 ○ ○ ○ ※住宅分及び下屋庇はスレート瓦葺きに葺き替えられている
高上０８ 昭和 1年 △ ○ ○
高上４２ ○ 昭和 2年 ○ ○ ■
北西隅樋からの漏水 により主要
構造部蟻害 により腐朽多数
※屋根は長尺鉄板葺き
高上４３ 昭和2年 ○ ○ ○ ※屋根は長尺鉄板葺き
高上３５ 昭和2年 △ ○ ■ 南面の柱傾斜
下宿２９ ○ 昭和2年 × ■ △ 東西屋根破損
高上２８ 昭和3年 ■ ■ ○
店舗部分は大棟破損、住宅部分
は大屋根部分全体にｽﾞﾚ
※店舗外壁は長尺鉄板張
高上２２ ○ 昭和3年 ■ ■ △ 大棟から屋根全体にズレ
高上２３ 昭和3年 ○ ○ △
上宿０２ ○ 昭和4年 × ■ ■ 軸組傾斜
大和０１ 昭和7年 ■ × ○ 大棟落下、瓦ズレ
大和０４ 昭和7年 ■ ■ ○ 店舗分大屋根大部分ズレ
大和０３ 昭和7年 ▲ △ ○ 瓦部分ずれ
外壁損傷 損傷概要
屋根損傷
保存番号 登録文化財 建築年代
上03 
上02 
高23 
高42 
高43 
高22 
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表 1-4　町家（昭和時代 -2）損傷記録表
屋根伏図 大屋根 大棟等
高上０５ 昭和11年 ○ ○ ○ ※屋根は長尺鉄板葺き
高上０６ 昭和   2年 ○ ○ ○ ※屋根は長尺鉄板葺き
大和０２ 昭和11年 × ■ △ 屋根全体破損
仲町１０ 昭和12年 △ ○ ○
仲町０７ 昭和27年 ▲ △ ○ 隅棟破損
下宿２１ 昭和28年 ■ ■ ○ 大棟及び屋根全体にズレ
仲町１３ 昭和30年 △ ○ ■ 軸組南に傾斜
仲町１４ 昭和1年 ○ ○ ■ 軸組北に傾斜
仲町１５ 昭和1年 × ○ ○ 瓦ずれ
高上０９ 不明 × ■ △ 屋根全体にズレ
仲町１６ 不明 ■ ■ ■ 大棟・隅棟・大屋根破損柱ズレ
仲町１２ 不明 ○ ○ ○ ※屋根は年代不明であるが葺替済み
仲町１９ 不明 ○ ○ ■ 軸組西に傾斜（土台の腐食あり）
外壁損傷 損傷概要保存番号 登録文化財 建築年代
屋根損傷
仲15 
高05 
高06 
仲13 
仲14 
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表 2-1　土蔵 ( 明治時代）損傷記録表
屋根伏図 大屋根 大棟等
高上０３ 明治1年 × × ■
大棟落下による瓦破損
漆喰クラック、ハチマキ一部剥
落、内部東面貫にクラック、一部
南面貫          部分も
１階床が落ちている（蟻害？）
仲町０３ ○ 明治1年 × × ■
大棟落下瓦ズレ
東西壁亀裂、南壁剥離
軸部東に傾斜
高上３８ ○ 明治1年 △ △ ▲ 東面亀裂大、下見板破損
上宿０５ 明治4年 × ■ △ 屋根全体にずれ
高上１１ 明治6年 ■ ■ ○ 大棟部分ズレ、下屋破損
下宿１８ ○ 明治10年 △ ○ △
高上０１ ○ 明治11年 × × △ 屋根瓦、棟の崩落
高上２０ 明治12年 × × ▲
棟・鬼瓦落下、大屋根破損
全面上塗り剥落、大きな亀裂多
数
高上１８ ○ 明治24年 △ ○ △
仲町２２ 明治26年 ▲ × ○ 大棟の崩落
下宿１５ ○ 明治35年 ■ × ■
大屋根破損、瓦落下
東面下地から剥離、各面亀裂
軸組傾斜
仲町０５ ○ 明治40年 ▲ ■ × 大棟瓦ズレ外壁落下
外壁損傷 損傷概要
屋根損傷
保存番号 登録文化財 建築年代
高上03 
高上04 
下15 
下13 
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表 2-2　土蔵 ( 大正時代）損傷記録表
屋根伏図 大屋根 大棟等
下宿１６ ○ 大正1年 ▲ ○ ×
大屋根部分ズレ
北面小舞下地破損
東妻面土壁落下、
下屋破損腐朽
北面土台腐朽により沈下
高上０７ 大正3年 × × △ 大屋根破損、大棟、鬼瓦落下
上宿０４ ○ 大正7年 ■ ■ ▲
大屋根・庇破損、棟ズレ
南面壁から軒先ハチマキに至る
土壁多くが剥落、クラック
仲町０２ 大正7年 × × ■
大棟落下、瓦ズレ、庇のし瓦垂下
南面ナマコ壁落下
下屋東に傾倒
高上１３ ○ 大正9年 ■ × × 大棟落下南・西土壁落下
下宿０５ 大正14年 × ■ △ 大屋根瓦全体破損
高上４４ 不明 × ■ ○ 大棟の破損・屋根瓦の滑落
外壁損傷 損傷概要
屋根損傷
保存番号 登録文化財 建築年代
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3.2　町家の耐震性と損傷
　町家の耐震性と損傷との関係を分析するために、平面図を入手できた 24 棟
( 図 7 の○で囲んだ建物 ) を対象に以下に示す耐震診断の手法で行った。
■　一般耐震診断法
　　一般耐震診断法では上部構造評点が 0.7 未満であれば倒壊する可能性が高　
　　いという判定となる。
■　壁量充足率
　　壁量充足率は X 方向 ( 間口 )Y 方向 ( 奥行き ) それぞれ 1.0 以上が必要
　　となる。
■　偏心率
　　重心と剛心を求め、偏心率は X 方向、Y 方向 0.3 未満であることが必要と
　　なる。
■　壁率比
　　4 分割法で求めた壁量率比が X 方向、Y 方向それぞれ 0.5 以上が必要と
　　なる。
■　限界耐力計算
　　稀に起きる地震で求められる損傷限界では 1/120 未満とし、極まれに起
　　きる地震では 1/30 未満であれば補修すれば再使用が可能であるとし、
　　1/15 未満であれば倒壊に対する安全性が確保できるとしている。
図 7　個別分析対象の町家      ※○で囲んだ建物を対象とした
赤字は江戸・明治時代　緑字は大正時代　青字は昭和時代　黒字は時代不明
×
大
破
高上17
■
中
破
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2階 29.59
1階 48.57
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 78.16
間口 奥行 間口 奥行 2階 290
0.23 0.07 0.25 0.28 0.06 0.26 1階 476
合計 766
2階 1/419
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/74
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/349
0.25 0.28 1.49 1.41 0.84 0.15 0.55 0.57 1階 1/94
2階 1/190
1階 1/11
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/162
道路側 道路側 1階 1/12
0.09 0.11 0.14 0.99 3.65 1.99 1.57 2.74
屋根損傷
外壁・軸組損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
損傷率77%
大屋根全破損、鬼瓦落下、庇屋根破損
正面中央東面黒漆喰上塗り剥落、
土間部北側傾斜、正面北隅柱蟻害あり
大破
中破
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
4分割法壁量充足率
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
写真 6-1　屋根被害　②表 3-1　損傷記録・耐震診断記録
　御陣屋前通りと下宿通りの角、鍵の辻に建つ大正 1
年建築の 2 階建て塗籠の町家である。 大屋根及び下
屋の瓦が落下した。 外壁では 2 階の塗籠の漆喰壁に
クラックが発生した。角地に立っているために道路に
面する両方向に耐力壁が全くない。 塗籠された 2 階
は窓が小さく、重量のある壁を 3 本の柱と下屋の柱 3
本と人見梁だけで支える形式である。
　偏心率は特に問題のある数字では無かったが、一般
耐震診断の評点は 1 階 X 方向 ( 間口 ) が 0.23、Y 方向 ( 奥
行き ) が 0.07 と低い。 壁量充足率の 1 階は両方向と
も 0.25、0.28 と低い。 限界耐力計算の損傷限界レベ
ルでは、1 階 X 方向が１/74、Y 方向が 1/94 となって
おり、1/120 を大きく下回っている。4 つの方法の内
3 つの方法で耐震上問題のある建物であることが明ら
かとなったが、 損傷結果とも一致している。 極稀に
3.2.1　　下宿 13　登録有形文化財
図 8-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 8-3　Y 方向耐震性能評価グラフ
図 8-1　位置図
鍵の辻
御陣屋前通り
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図 8-4　1 階・2 階平面図
袖蔵（下宿15）
1階平面図
2階平面図
0
剛心
重心
X
Y
5M
N
剛心
重心
図 8-5　屋根伏図（灰色部分は破損個所）
起きる地震で安全限界レベルの必要耐力を著しく下回る X・Y 方向共に 1/11・
1/12 であり、倒壊する可能性が高く耐震補強が必要である。
写真 6-2　南東正面　①
写真 6-3　下屋屋根被害　②
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　御陣屋前通りに建つ明治 1 年建築の店は 2 階建て
見世蔵形式で、塗籠の住居が L 字形に付属した町家で
ある。大屋根の瓦が接続部分に近い住居部分で破損し
た。 外壁では 2 階の多くの漆喰壁にヒビワレの破損
が起きた。2 階は窓が小さく壁が多い構造で、1 階 X
方向 ( 間口方向 ) には耐震要素がほとんどない。また
1 階の壁は北側が塗籠されているが、南側の 1 階は庭
に面しているために全く耐力壁が無い。
　 一 般 耐 震 診 断 の 評 点 は 1 階 の X 方 向 が 0.1 と 著 し
く低い。壁量充足率は 1 階 X 方向が 0.20 と低い。損
傷 限 界 レ ベ ル は 1 階 X 方 向 が １/57 と な っ て お り、
1/120 を大きく下回っている。耐震診断の結果と損傷
結果は一致している。 極稀に起きる地震で安全限界
レベルの必要耐力及び倒壊の可能性が高い安全限界
1/15 を著しく下回る 1/9 であり、 耐震補強が必要で
ある。
剛心 吹抜け
0 5M 2階平面図
X
Y
N
1階平面図
重心 重心
剛心
図 9-2　１階・２階平面図
3.2.2　　高上 02　登録有形文化財
図 9-1　位置図
御陣屋前通り
写真 7　南側 2 階壁クラック　②
図 9-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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2階 33.27
1階 39.39
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 72.66
間口 奥行 間口 奥行 2階 326
0.1 0.31 0.54 0.5 0.07 0.18 1階 386
合計 712
2階 1/276
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/57
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/352
0.20 0.65 1.54 1.70 0.36 0.89 0.89 0.79 1階 1/176
2階 1/154
1階 1/9
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/135
道路側 道路側 1階 1/16
0.09 0.26 1.42 1.60 1.62 1.44 2.09 2.66
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
屋根損傷
外壁・軸組損傷
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
損傷率28%
店部分の屋根には破損は無い。住宅部分の屋根にズレが発生している。
北、東、南土壁破損・亀裂大
柱北へ傾斜、内部梁脱落
中破
中破
表 3-2　損傷記録・耐震診断記録
図 9-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 9-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
3.2.3　高上 17　登録有形文化財
　 高 上 町 通 り に 建 つ 明 治 24
年 建 築 の 下 屋 を 持 つ 2 階 建
て町家で、唯一屋根・外壁共
に大破した建物である。棟瓦
が落下し、大屋根が大きくず
れ た。 西 側 の 1 階 の 斜 め 壁
の土壁が落下し、東壁のササラ子下見板張りが腐食していた為に落下した。1
階・2 階共に北西側は塗籠されている。また X 方向には耐力要素である壁がな
く、壁量充足率も 1 階 X 方向は 0.32 と低い。一般耐震診断の評点は 1 階の X
方向が 0.24、2 階の X 方向が 0.11 と著しく低い。 また限界耐力計算の結果、
稀に起きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力を著しく下回る 1 階 X 方
向は１/86 となっており、損傷結果とも一致している。極稀に起きる地震で倒
壊の可能性が高い安全限界 1/15 を著しく下回る 1/11 であり、耐震補強が必
要である。
写真 8　東側屋根破損部分　①
御陣屋前通り
高上町通り
図 10-1　位置図
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2階 13.06
1階 34.29
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 47.35
間口 奥行 間口 奥行 2階 128
0.24 0.31 0.11 0.41 0.08 0.09 1階 336
合計 464
2階 1/357
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/86
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/279
0.32 1.21 1.31 2.17 0.75 1.03 0.00 0.86 1階 1/371
2階 1/170
1階 1/11
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/34
道路側 道路側 1階 1/27
0.41 0.31 2.09 2.14 5.24 0.00 4.09 3.52
屋根損傷
外壁・軸組損傷
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
大破
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
大破
損傷率80%
高１９の付属屋に接続付属屋は半壊状態、大棟落下・大屋根全体にズレ
土壁落下
半解体修理要、傾斜修正のうえ柱根継、小屋梁、軒桁取り替え
表 3-3　損傷記録・耐震診断記録
図 10-4　１階・２階平面図
重心
剛心
5M 2階平面図1階平面図
0
N
図 10-2　X 方向耐震性能評価 図 10-3　Y 方向耐震性能評価
図 10-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.4　高上 36　
写真 9　南正面　①
　高上町通りと横町の角に建つ明治 8 年建築の 2 階
建て町家である。住居部分が L 字形で接続しており、
屋根の接続部分で棟瓦及び大屋根の瓦が落下した。庇
の軸組が破損した。2 階の南側道路面東側は土壁の蔵
で開口部が西側にあけられているに過ぎない。また 1
階 の X 方 向 の 壁 が 455㎜ 以 下 の 壁 が 多 く、 耐 力 壁 と
して評価出来ないために、 一般耐震診断では 1 階間
口方向が 0.09 と著しく低くなっている。 壁量充足率
は 1 階 X 方向が 0.21 と低い。また限界耐力計算の結果、
稀に起きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力
を著しく下回る 1 階 X 方向は１/78 となっており、損
傷結果とも一致している。極稀に起きる地震で補修・
再使用可能限界レベルの必要耐力及び倒壊の可能性が
高い安全限界 1/15 を著しく下回る 1/10 であり、 耐
震補強が必要である。
御陣屋前通り
重心
剛心
重心
剛心
5M
0
2階平面図1階平面図
N
図 11-2　１階・２階平面図
図 11-1　位置図
高上町通り
横町
図 11-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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図 11-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 11-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
2階 17.35
1階 30.51
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 47.86
間口 奥行 間口 奥行 2階 170
0.09 0.5 0.41 0.47 0.05 0.15 1階 299
合計 469
2階 1/346
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/78
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/391
0.21 0.85 1.40 2.10 0.00 1.08 0.50 0.44 1階 1/223
2階 1/178
1階 1/10
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/157
道路側 道路側 1階 1/20
0.50 0.00 1.23 1.34 4.22 2.11 1.38 3.14
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
4分割法壁量充足率
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
屋根損傷
外壁・軸組損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
損傷率25%
大棟及び大屋根破損し瓦を落下させている
出入り口サッシ中間沈下、庇軸組破損
中破
中破
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
表 3-4　損傷記録・耐震診断記録
3.2.5　大和 02
　御陣屋前通りから真壁伝承
館への高上町通りに面してい
る昭和 11 年建築の 2 階建て
の町家である。2 階の屋根が
全体に損傷し、外壁の下見板
の破損も若干みられる。
　 一 般 耐 震 診 断 評 点 は 1 階
御陣屋前通り
両方向共に 0.46 と 0.48 なので他の町家と比較して特に低いという評点ではな
い。壁量充足率も同様である。損傷限界レベルも問題の無い値であるが、平面
図を見て明らかのように 1 階・2 階共に北西側に耐力壁が偏在しているために、
Y 方向の偏心率が 0.38 と大きい。極まれに起きる地震の安全限界レベルは両
方向共に 1/15 とかろうじて倒壊を免れる値となっているが、偏心を起こさな
いような耐力要素の付加が望まれる。
写真 10　西正面　① 図 12-1　位置図
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剛心 剛心
5M 2階平面図
重心重心
1階平面図
0
N
2階 8.06
1階 23.47
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 31.53
間口 奥行 間口 奥行 2階 79
0.46 0.48 0.8 0.86 0.25 0.38 1階 230
合計 309
2階 1/266
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/156
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/285
0.56 0.66 0.66 1.35 0.70 0.58 1.00 0.42 1階 1/168
2階 1/110
1階 1/15
Xa Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/120
道路側 道路側 1階 1/15
0.79 0.56 1.35 0.78 1.77 1.77 4.18 1.77
屋根損傷 大破 屋根全体破損
外壁・軸組損傷 軽微
X方向
Y方向
一般耐震診断 偏心率
質量(ton)1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 0
1階 2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
0.65 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1.26 2階
Y方向
表 3-5　損傷記録・耐震診断記録
図 12-2　X 方向耐震性能評価 図 12-3　Y 方向耐震性能評価
図 12-4　１階・２階平面図
図 12-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.6　仲町 01　
2階平面図5M1階平面図
剛心剛心
重心
重心
N 0
図 13-2　１階・２階平面図
写真 11　東面屋根破損　②
　御陣屋前通りに建つ下屋を持つ大正 7 年建築の 2
階建ての町家である。大屋根・下屋共に破損し、軸
組の損傷も大きい。1 階 X 方向 ( 間口 ) の耐力壁が
非常に少なく、 一般耐震診断評点では 1 階間口方
向が 0.09 と極端に低くなっている。 壁量充足率も
1 階 X 方向は 0.23 と低い。また限界耐力計算の結果、
稀に起きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐
力を下回る 1 階 X 方向は１/90 となっており、耐震
診断の結果と損傷結果とも一致している。極稀に起
きる地震で補修・再使用可能限界レベルの必要耐力
及び倒壊の可能性が高い安全限界 1/15 を著しく下
回る 1/11 であり耐震補強が必要である。
御陣屋前通り
図 13-1　位置図
図 13-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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2階 8.98
1階 18.06
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 27.04
間口 奥行 間口 奥行 2階 88
0.09 0.47 0.44 0.75 0.26 0.08 1階 177
合計 265
2階 1/244
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/90
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/281
0.23 0.79 1.20 1.79 0.00 0.75 0.14 1.00 1階 1/226
2階 1/116
1階 1/11
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/116
道路側 道路側 1階 1/20
0.26 0.00 1.50 2.01 4.20 0.59 3.02 3.02
重量(kn)
質量(ton)
屋根損傷
外壁・軸組損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
Y方向
X方向損傷限界
レベル
1/120
損傷率35%
下屋及び大屋根破損大
正面左側漆喰一部はがれ、はらみ、棟化粧板はずれ
１階奥広縁隅柱傾斜、２階床不陸、柱破損？
中破
中破
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
3.2.7　仲町 09 　登録有形文化財
写真 12　西正面　①
　御陣屋前通りに建つ明治
1 年建築の 2 階建ての見世
蔵である。1 階道路側には
全 く 土 壁 が な く 2 階 は 窓
の小さな重い土壁の典型的
な見世蔵形式である。登り
梁が外れ、土壁も破損して
図 13-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 13-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
表 3-6　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
いる。偏心率が 0.33 と大きい。一般耐震診断評点では 1 階間口方向が 0.13 と
極端に低くなっている。また限界耐力計算の結果、稀に起きる地震で損傷限界
レベル 1/120 の必要耐力をわずかに下回る 1 階 X 方向は１/119 となっている。
極稀に起きる地震で補修・再使用可能限界レベルの必要耐力及び倒壊の可能性
が高い安全限界 1/15 を著しく下回る 1/12 であり、耐震補強が必要である。
図 14-1　位置図
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重心
剛心
5M1階平面図 2階平面図
剛心
重心
0
N
図 14-4　１階・２階平面図
2階 14.69
1階 17.55
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 32.24
間口 奥行 間口 奥行 2階 144
0.13 0.61 0.65 0.61 0.33 0.01 1階 172
合計 316
2階 1/466
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/119
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/355
0.63 1.25 2.75 2.23 0.00 1.00 0.75 0.88 1階 1/253
2階 1/208
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/131
道路側 道路側 1階 1/20
2.51 0.00 2.51 2.51 6.27 4.72 4.43 3.91
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
4分割法壁量充足率
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
屋根損傷
外壁・軸組損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
損傷率40%
大棟・大屋根破損大
北側内部土壁破損
登り梁外れ，垂木９本締め直し
中破
中破
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
表 3-7　損傷記録・耐震診断記録
図 14-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 14-3　Y 方向耐震性能評価グラフ
図 14-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.8　仲町 04　　
剛心
5M 2階平面図1階平面図
N
0
剛心
重心重心
写真 13　北面屋根　①
　仲町通りに建つ明治 6 年建築の 2 階建ての町家で
ある。ブロック塀に囲われて見えないが、1 階の道路
側は全面開口で、2 階の北側と西側は窓のない重い土
壁である。大屋根を破損し、軸組にゆがみが出ている。
　一般耐震診断評点では 1 階間口方向が 0.09 と極端
に低くなっている。また限界耐力計算の結果、稀に起
きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力を下回
る 1 階 X 方向は１/109 となっている。極稀に起きる
地震で補修・再使用可能限界レベルの必要耐力を著し
く下回る X・Y 方向共に 1/12・1/13 であり、 倒壊す
る可能性が高く耐震補強が必要である。
図 15-2　１階・２階平面図
御陣屋前通り
仲町通り
図 15-1　位置図
図 15-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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2階 13.06
1階 16.53
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 29.59
間口 奥行 間口 奥行 2階 128
0.09 0.09 0.49 0.47 0.21 0.22 1階 162
合計 290
2階 1/290
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/109
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/309
0.46 0.48 1.62 1.53 0.18 0.00 1.00 0.60 1階 1/129
2階 1/127
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/123
道路側 道路側 1階 1/13
0.26 0.00 1.50 2.01 4.20 0.59 3.02 3.02
屋根損傷 小破
損傷率24%
大屋根破損
外壁・軸組損傷 中破
軸部ゆがみ
1階北土台、根太、床板腐食
X方向
Y方向
一般耐震診断 偏心率
質量(ton)1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向1階 2階
Y方向
図 15-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 15-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
表 3-8　損傷記録・耐震診断記録
　高上町通りに面する大
正初期建築の下屋を持つ
2 階 建 て の 町 家 で あ る。
屋根瓦が漆喰止めで施工
されている。店舗側には
屋根の損傷は無いが、住
居 側 の 棟 瓦 に 破 損 が あ
写真 14　北正面　①
3.2.9　高上 10　登録有形文化財
る。軸組に傾斜が見られた。1 階では東西の壁に著しい偏在が見られ、偏心率
も 0.34 と大きい。一般耐震診断評点では 1 階間口方向が 0.32 と低い。また限
界耐力計算の結果、稀に起きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力をわ
ずかに下回る 1 階 X 方向は１/118 となっている。極稀に起きる地震で補修・
再使用可能限界レベルの必要耐力を下回る X 方向は 1/13 であり、倒壊する可
能性が高く耐震補強が必要である。
御陣屋前通り
図 16-1　位置図
高上町通り
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重心 重心
5M
剛心剛心
1階平面図
0
N
2階平面図
図 16-4　１階・２階平面図
2階 9.49
1階 22.96
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 32.45
間口 奥行 間口 奥行 2階 93
0.32 0.54 0.23 0.81 0.34 0.17 1階 225
合計 318
2階 1/333
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/118
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/324
0.49 1.26 2.18 2.61 0.21 0.38 0.00 1.00 1階 1/429
2階 1/147
1階 1/13
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/37
道路側 道路側 1階 1/28
1.33 0.28 1.40 3.65 7.86 0.00 5.27 5.27
屋根損傷
外壁・軸組損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
中破
中破
損傷率19%
店舗部分は特に損傷なし。住宅分大屋根ズレ
軸部傾斜によりチリ際キレ、
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
4分割法壁量充足率
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
表 3-9　損傷記録・耐震診断記録
図 16-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 16-3　Y 方向耐震性能評価グラフ
図 16-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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図 17-2　１階平面図
　横町に面する大正 14 年建築の平屋の町家である。
L 字形に双方の建物が接続されており、隅棟に大きな
損傷が発生した。土壁も落下した。双方を接続する部
分が土間であり、梁と小屋組だけで接続されているだ
けなので、本来は別々の建物であるので双方の建物が
衝突したと考えられる。2 棟同時に評価した結果であ
るが、一般耐震診断評点では X・Y 両方向が 0.29・0.26
と低い。限界耐力計算の結果では、稀に起きる地震で
損傷限界レベル 1/120 の必要耐力を大きく上回って
いるが、極稀に起きる地震で補修・再使用可能限界レ
ベル 1/30 の必要耐力を下回っている。倒壊の可能性
の高い安全限界は上回っているが、本来は別々の建物
であるので、接続する部分にエキスパンションの配慮
が必要である。
写真 15　北東隅棟破損部分　①
3.2.10　高上 14　登録有形文化財
剛心
土間
5M
重心
1階平面図
N 0
御陣屋前通り
横町
図 17-1　位置図
図 17-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.11　仲町 10　
写真 16　北正面　①
　仲町通りに建つ屋根が出桁で
支えられた典型的な昭和 12 年
建築の 2 階建ての町家である。
通 り に 面 す る 1 階 と 2 階 の 外
壁の通りが一致しているのは昭
和 期 の 形 式 の 特 徴 を 示 し て い
る。しかしながら、北西と南東
1階 50.71
1階 497
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 X方向 1階 1/194
間口 奥行 間口 奥行 Y方向 1階 1/259
0.29 0.26 0.02 0.21
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y
間口 奥行 間口 奥行
0.69 1.03 0.87 0.20
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.76 0.88 0.36 1.75
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
屋根損傷
外壁・軸組損傷
損傷率24%
大屋根・隅棟破損、煙出し周辺破損
土壁落下
軸組修理要
中破
中破
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
Y方向 1階 1/27
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向 1階 1/21
1階 2階
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
表 3-10　損傷記録・耐震診断記録
図 17-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 17-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
御陣屋前通り
の壁の偏在が著しく偏心率は 0.66 と非常に大きい。屋根がわずかに損傷して
いるが、外壁・軸組には損傷が無い。一般耐震診断の評点は 1 階 Y 方向及び 2
階 X 方向が 0.13・0.15 と著しく低い。限界耐力計算では、稀に起きる地震で
損傷限界レベル 1/120 の必要耐力は 1/99 と下回ったにもかかわらず、無損傷
であったが、安全限界レベル 1/15 の必要耐力を X・Y 方向共に 1 階で 1/12・
1/13 と下回っており、何らかの耐震対策は必要である。
図 18-1　位置図
仲町通り
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2階 11.33
1階 19.69
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 31.02
間口 奥行 間口 奥行 2階 111
0.35 0.13 0.15 0.78 0.32 0.66 1階 193
合計 304
2階 1/206
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/99
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/327
0.28 0.38 0.61 1.31 0.57 0.00 0.00 0.74 1階 1/126
2階 1/97
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/136
道路側 道路側 1階 1/13
0.40 0.23 1.84 0.00 2.11 0.00 1.92 2.61
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
屋根損傷
外壁・軸組損傷
損傷率3%
大屋根瓦ズレ一部
軽微
無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
図 18-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 18-3　Y 方向耐震性能評価グラフ
重心 重心
5M 2階平面図
剛心 剛心
0
N
1階平面図
図 18-4　１階・２階平面図
表 3-11　損傷記録・耐震診断記録
図 18-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.12　仲町 07　
重心
剛心
重心
2階平面図5M
剛心
1階平面図
0
N
写真 17　北正面　①
図 19-2　１階・２階平面図
　仲町通りに建つ屋根が出桁で支えられた昭和 27 年
建築の 2 階建ての町家である。 通りに面する 1 階と
2 階の壁の位置は一致しているのは昭和期の建築様式
の特徴を示している。昭和 27 年建築であるので、建
築基準法施行当時の基準で耐力壁が施工されている為
に、1 階・2 階共に壁量は現在の基準とは違うが大き
く外れていない。 また通りに面する 1 階と 2 階の外
壁の通りが一致しており、屋根瓦は第 1 期の引掛け瓦
桟工法で葺かれたものと考えるが、隅棟を破損してい
る。しかしながら、建築基準法当時の基準の為に偏心
に対する配慮が無く、1 階・2 階共に通りに面する壁
が無く、 偏心率は 0.38 と大きい。 外壁・軸組には損
傷が無いのは必要な耐力壁がほぼ充足していたためと
考える。 一般耐震診断の評点は 1 階 Y 方向及び 2 階
X 方 向 が 0.36・0.27 と 低 い。 限 界 耐 力 計 算 で は、 稀
に起きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力は
十分な耐力を持っているが、安全限界レベル 1/15 の
必要耐力を X 方向の 1 階で 1/14 と下回っており、何
らかの耐震対策は必要である。
御陣屋前通り
仲町通り
図 19-1　位置図
図 19-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.13　高上 08　
2階 14.69
1階 18.98
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 33.67
間口 奥行 間口 奥行 2階 144
0.36 0.63 0.27 1.16 0.38 0.09 1階 186
合計 330
2階 1/142
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/157
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/329
0.66 1.07 0.89 2.26 0.24 0.95 0.00 0.78 1階 1/255
2階 1/63
1階 1/14
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/135
道路側 道路側 1階 1/22
1.66 0.40 2.28 2.16 5.40 0.00 3.85 3.01
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向1階 2階
Y方向
X方向
Y方向
一般耐震診断 偏心率
質量(ton)1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
屋根損傷 小破 損傷率10 ％
隅棟破損
外壁・軸組損傷 無損傷
表 3-12　損傷記録・耐震診断記録
図 19-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 19-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
　御陣屋前通りに建つ
屋 根 が 出 桁 で 支 え ら
れた昭和 1 年建築の 2
階 建 て の 町 家 で あ る。
通りに面する 1 階と 2
階の外壁の通りが一致
しているのは昭和期の
特徴である。しかしな
がら、北西と南東の壁 写真 18　南東正面　①
の偏在が著しく X・Y 方向とも偏心率は X 方向 0.35、Y 方向 1.25 と非常に大きい。
下屋がわずかに損傷しているが、外壁・軸組には損傷が無い。一般耐震診断の
評点は 2 階 X 方向が 0.12 と著しく低い。限界耐力計算では、稀に起きる地震
で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力は 1/102 とわずかに下回った程度であっ
たので、無損傷であったが、安全限界レベル 1/15 の必要耐力を X 方向 1 階で
1/12 と下回っており、何らかの耐震対策は必要である。
御陣屋前通り
図 20-1　位置図
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2階 12.04
1階 12.45
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 24.49
間口 奥行 間口 奥行 2階 118
0.39 0.42 0.12 0.53 0.35 1.25 1階 122
合計 240
2階 1/130
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/102
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/325
0.31 0.69 0.35 1.12 0.33 0.12 0.00 0.28 1階 1/170
2階 1/60
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/122
道路側 道路側 1階 1/16
0.53 0.18 0.27 2.22 0.55 0.00 0.98 3.50
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
屋根損傷
外壁・軸組損傷
軽微
無損傷
損傷率2%以下
下屋庇一部破損
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
2階 1階 2階
1階 2階
4分割法壁量充足率
1階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
剛心
重心 重心
剛心
0 5M
1階平面図
N
2階平面図
図 20-4　１階・２階平面図
図 20-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 20-3　Y 方向耐震性能評価グラフ
表 3-13　損傷記録・耐震診断記録
図 20-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.14　大和 03　
重心
剛心
重心
剛心
5M 2階平面図1階平面図
0
N
写真 19　北東正面　①
図 21-2　１階・２階平面図
　真壁伝承館の前に建つ 2 階建ての町家である。 昭
和 7 年の建築であるが、 下屋を持つ明治・大正期の
町家の形式をとっており、 通りに面する 1 階と 2 階
の壁の通りがずれている。住居部分の屋根が一部損傷
しているが、外壁・軸組に損傷は無い。
　一般耐震診断の評点は 1 階 X 方向が 0.1 と著しく低
い。 壁 量 充 足 率 も 1 階 X 方 向 は 0.1 と 低 い。 限 界 耐
力計算では、稀に起きる地震で損傷限界レベル 1/120
の必要耐力は 1/114 とわずかに下回った程度であっ
たので、無損傷であったが、安全限界レベル 1/15 の
必要耐力を X 方向 1 階で 1/13 と下回っており、何ら
かの耐震対策は必要である。
御陣屋前通り
真壁伝承館
図 21-1　位置図
図 21-3　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.2.15　　下宿 17　登録有形文化財
図 21-4　X 方向耐震性能評価グラフ
2階 10.51
1階 24.18
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 34.69
間口 奥行 間口 奥行 2階 103
0.1 0.48 0.76 0.9 0.23 0.09 1階 237
合計 340
2階 1/324
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/114
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/356
0.29 0.65 1.26 1.60 0.13 0.44 0.33 0.68 1階 1/250
2階 1/139
1階 1/13
Xa Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/147
道路側 道路側 1階 1/22
0.74 0.09 1.02 2.34 3.49 1.15 1.96 2.90
0.65 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1.26 2階
Y方向
X方向
Y方向
一般耐震診断 偏心率
質量(ton)1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
屋根損傷 小破 損傷率10％
瓦部分ずれ
外壁・軸組損傷 無損傷
表 3-14　損傷記録・耐震診断記録
図 21-5　Y 方向耐震性能評価グラフ
　 下 宿 通 り に 建 つ 2
階 建 て の 町 家 で あ る。
明 治 24 年 の 建 築 で あ
るが、平成 14 年 (2002)
に 屋 根 は 葺 き 替 え ら
れ、外壁は漆喰調仕上
げの新建材で張り替え 写真 20　南東面　①
られている。 屋根・外壁共に無損傷である。 序論で示した第 3 期の引掛け瓦
桟工法で保存修理工事が行われた為に無損傷で済んだと考えられる。
　しかしながら、一般耐震診断の評点は 0.42 と低い。限界耐力計算では、稀
に起きる地震で損傷限界レベル 1/120 の必要耐力は満足しているので、無損
傷であったが、安全限界レベル 1/15 の必要耐力を X 方向 1 階で 1/13 と下回っ
ており、X 方向に何らかの耐震対策は必要である。
御陣屋前通り
図 22-1　位置図
下宿通り
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重心 重心
剛心剛心
0 5M1階平面図 2階平面図N
図 22-4　１階・２階平面図
図 22-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 22-3　Y 方向耐震性能評価グラフ
2階 15.2
1階 15.41
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 30.61
間口 奥行 間口 奥行 2階 149
0.42 0.55 0.54 0.73 0.10 0.10 1階 151
合計 300
2階 1/191
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/133
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/287
0.39 0.71 0.72 1.18 0.84 0.96 0.75 1.01 1階 1/190
2階 1/76
1階 1/13
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/108
道路側 道路側 1階 1/17
0.33 0.28 1.57 1.51 0.63 0.47 2.61 2.63
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
屋根損傷
外壁・軸組損傷
無損傷
無損傷
表 3-15　損傷記録・耐震診断記録
図 22-5　屋根伏図
（灰色部分は破損個所）
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3.3　町家・分析結果のまとめと考察
　各事例の分析で示したように各種の耐震診断の結果と損傷は概ね相関関係が
見られていた。図 23 は 1 階の偏心率の分布を示している。多くの町家の偏心
率は 0.3 以内に入っているが、偏心率が 0.3 を超えた建物が 11 棟あり、それ
ぞれ損傷の要因となっていたが、偏心率よりも、大きく影響を与えていたのが、
4 分割法による壁率比が 0.5 未満の建物が非常に多いことである。図 24 は 1
階 の 壁 率 比 を 示 し て い る。 両 方
向の壁率比が 0.5 を超えた建物は
わ ず か に 6 棟 に す ぎ ず、 ほ と ん
どの建物が壁率比 0.5 を切ってい
る。1 階 X 方向の壁率比が 0.5 を
切った建物が 13 棟ある。 これは
道 路 側 の 壁 量 が 少 な い 為 で、 道
路 側 に 壁 が 全 く な い 為 に 壁 率 比
が 0.0 の建物が 5 棟ある。また延
焼防止のために北西側の外壁を塗
籠し、南側に庭を持つために、耐
力壁が偏在し、それにより、Y 方
向の壁率比が 0.5 を切った建物が
13 棟ある。両方向の壁率比が 0.5
を 切 っ た 建 物 が 8 棟 あ る。 間 口
方向の壁量の偏在・北西と南東の
壁量の偏在により町家は損傷を起
こしていた。序論で関東の町家の
耐震性は低いと推定したが、損傷
と一致していた。
　しかしながら、昭和期の出桁で
屋根を支えている形式の町家は、
1 階と 2 階の外壁ラインが揃って
いる為か、耐震診断の評点が低く
偏心が大きくても、外壁・軸組の
損傷は無く、屋根は比較的軽い損
傷で済んでいたのが特徴として見
られた。
図 23　町家 1 階偏心率分布表
図 24　町家 1 階壁率比分布表
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3.3.1　耐震診断結果と考察
　
　表 4 は耐震診断家の結果をまとめたものである。下宿 17・19 は平成 14 年
前後に屋根を土葺きから引掛け瓦桟工法で葺き替えられ、外壁の修理が行われ
ていた為に、無損傷で済んでいた。従って考察においては対象から外して行っ
た。
3.3.1.1　一般耐震診断と損傷
　X 方向、Y 方向共に倒壊する可能性の高い 0.7 を下回り、2 階建て町家の平
均値で 1 階 X 方向が、0.27、Y 方向が 0.37 と低く、特に X 方向は Y 方向の約
2/3 の評点となっており、X 方向 ( 間口 ) に耐震上の問題点があることが判る。
①　外壁・軸組損傷
　図 25-1 は一般耐震診断の結果と外壁・軸組損傷の関係をグラフにしたもの
である。外壁・軸組損傷との相関では Y 方向 0.7、X 方向が 0.3 を下回ると損
傷が起きており、中破以上の損傷が多く分布しており、損傷との相関が明確に
表れている。X 方向 ( 間口 ) の 0.3 が損傷の分岐点となると考える。
②　屋根損傷
　図 25-2 は一般耐震診断の結果と屋根損傷の関係をグラフにしたものである。
屋根の損傷は Y 方向 0.6 及び X 方向が 0.45 を下回ると損傷が起きており、中
破以上の損傷が多く見られる。但し、ほとんどの町家が屋根損傷を起こしてい
るためで相関が明確とは言えない。
　
3.3.1.2　壁量充足率と損傷
　X 方向は全ての町家が 1.0 を下回り、2 階建て町家の平均値で、1 階 X 方向
0.36、Y 方向が 0.71 となっている。X 方向が Y 方向の約 45％となっており、
間口の壁量が著しく不足していることが判る。
①　外壁・軸組損傷
　図 26-1 は壁量充足率の結果と外壁・軸組損傷との関係をグラフにしたもの
である。外壁・軸組損傷との相関では Y 方向 1.25、X 方向 0.7 を下回ると損傷
が起きている。但し、軽微損傷や無損傷の建物も多く分布しており相関が明確
とは言えない。
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②　屋根損傷
　図 26-2 は壁量充足率の結果と屋根損傷との関係をグラフにしたものである。
屋根損傷もほぼ同様な傾向が見られるが、ほとんどの町家が屋根損傷を起こし
ており明確な損傷とはなっていない。以上の結果から壁量充足率は外壁軸組損
傷及び屋根損傷との明確な相関は見られなかった。
3.3.1.3　限界耐力計算と損傷
　2 階建て町家の平均値で 1 階 X 方向が 1/109、Y 方向が 1/200 と、X 方向が
損傷限界レベルである 1/120 を下回り、間口方向の耐力不足が明らかである。
①　外壁・軸組損傷
　図 27-1 は限界耐力計算の損傷限界レベルと外壁・軸組損傷の関係をグラフ
にしたものである。 外壁・軸組損傷は Y 方向 1/300、X 方向 1/200 から損傷
が見られる。特に 2 階建て町家は X 方向 1/120 を境に損傷が表れている。ま
た 1/100 を超えると無損傷や軽微な損傷は見られない。以上から損傷との相
関が明確に表れていると考える。2 階建て町家では X 方向 1/100 が損傷の分
岐点となると考える。
②　屋根損傷
　図 27-2 は限界耐力計算の損傷限界レベルと屋根損傷の関係をグラフにした
ものである。屋根損傷も Y 方向 1/300、X 方向 1/200 から損傷が見られるが、
2 階建て町家は X 方向が /200 を超えた段階でも損傷が表れており相関が明確
では無い。但し 1/100 を超えると軽微損傷や無損傷の建物は見られない。
　以上 3 つの耐震診断の方法と損傷の相関について明らかにしたが、一般診
断法及び限界耐力計算の手法が真壁の町家の外壁・軸組損傷との相関を明確に
表していた。壁量充足率と損傷には明確な相関は見られなかった。いずれの方
法も、屋根の損傷との相関を明確に示すことが出来なかった。これは屋根の形
や別棟とのとりつき方を係数で表すことが出来ない為で、屋根損傷は、屋根工
法の変遷、また平面図や屋根伏図を見て損傷が起きた要因を考察することが適
切であると考える。
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図 25-1　1 階一般耐震診断評点と町家外壁軸組損傷関係グラフ
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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3.4　土蔵の耐震性と損傷
　土蔵の耐震性と損傷の関係を分析するために、平面図を入手できた 17 棟 ( 図
28 の○で囲んだ建物 ) を対象に町家と同様の方法で行った。
■　一般耐震診断法
　　一般耐震診断法では上部構造評点が 0.7 未満であれば倒壊する可能性が高　
　　いという判定となる。
■　壁量充足率
　　壁量充足率は X 方向 ( 長辺 )Y 方向 ( 短辺 ) それぞれ 1.0 以上が必要
　　となる。
■　偏心率
　　重心と剛心を求め、偏心率は X 方向、Y 方向 0.3 未満であることが必要と
　　なる。
■　壁率比
　　4 分割法で求めた壁量率比が X 方向、Y 方向それぞれ 0.5 以上が必要と
　　なる。
■　限界耐力計算
　　稀に起きる地震で求められる損傷限界では 1/120 未満とし、極まれに起
　　きる地震では 1/30 未満であれば補修すれば再使用が可能であるとし、
　　1/15 未満であれば倒壊に対する安全性が確保できるとしている。
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3.4.1　高上１３　登録有形文化財
図 29-4　１階・２階平面図 写真 21　西面大棟落下　②
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　大正 9 年建築の大破した土蔵である。 下屋との取
り付部分を破損させ、南側短辺の土壁を中塗りから落
下させている。屋根は大棟を落下させている。短辺の
壁量が小さい為に、 壁量充足率は 1.01 である。 短辺
の損傷限界レベルは 1/125 と低い。 安全限界レベル
では短辺の倒壊の可能性が高い 1/13 となっており、
耐震補強が必要となる。
図 29-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 29-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表 5-1　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 29-1　位置図
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3.4.2　下宿１６　登録有形文化財
図 30-4　１階・２階平面図 写真 22　東妻面破損　②
2階 30.2
1階 35.2
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 65.4
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 296
0.48 0.36 0.42 0.32 0.06 0 1階 345
合計 641
2階 1/316
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/184
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/188
1.51 0.91 2.38 1.43 0.82 1.00 0.82 1.00 1階 1/108
2階 1/122
1階 1/16
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/92
1階 1/14
3.33 2.73 1.82 1.82 5.23 4.29 2.86 2.86
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1階 2階
Y方向長辺 短辺 長辺 短辺
偏心率
2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
質量(ton)
一般耐震診断
X方向
Y方向
1階
1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
屋根損傷
外壁・軸組損傷
小破 損傷率17％
大屋根部分ズレ
大破 北面小舞下地破損、東妻面土壁落下、下屋破損腐朽北面土台腐朽により沈下
重心 重心
2階平面図5M0
剛心 剛心
1階平面図 N
　御陣屋前通りに面した大正 1 年建築の大破した長
辺が短辺の 2 倍近い土蔵である。 妻側短辺の壁を中
塗りから落下させている。屋根は大屋根部分のズレで
済んでいる。1 階短辺の壁量充足率が 1.0 を切り、0.91
と な っ て い た こ と と 短 辺 の 損 傷 限 界 レ ベ ル は 1/108
と 1/120 を下回っていた。 安全限界レベルでは短辺
が 1/14 となっており、耐震補強が必要となる。
図 30-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 30-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-2　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 30-1　位置図
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3.4.3　仲町０5　
図 31-4　１階・２階平面図 写真 23-2　東面大棟破損　②写真 23-1　南面漆喰破損
2階 15.2
1階 22.35
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 37.55
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 149
0.2 0.59 0.83 0.59 0.2 0.1 1階 219
合計 368
2階 1/371
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/175
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/205
1.67 1.67 3.93 2.30 0.00 1.00 1.00 0.75 1階 1/200
2階 1/145
1階 1/16
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/81
1階 1/16
3.34 0.00 3.34 3.34 7.86 7.86 5.27 3.93
屋根損傷 小破 損傷率20%
大棟瓦ズレ
外壁・軸組損傷 大破 外壁落下
一般耐震診断 偏心率
質量(ton)1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1階 2階
Y方向長辺 短辺 長辺 短辺
重心重心
剛心剛心
5M0
1階平面図 2階平面図
N
　南側の長辺の土壁を大破させた大正 7 年建築の土
蔵である。図面を見ると北側の短辺には下屋の両袖に
土壁があるが、写真では下屋の北には壁が無い。従っ
て 4 分割壁充足率比が 1 階長辺で 0.00 となり、壁が
ねじれ南側の長辺の壁を破損したと考えられる。安全
限界レベルでは倒壊する可能性は低いが、北側の長辺
に元の図面のように壁を設ける必要がある。
図 31-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 31-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-3　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 31-1　位置図
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3.4.4　仲町０２　
図 32-4　１階・２階平面図 写真 24　東面大棟破損　②
2階 14.59
1階 20.61
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 35.2
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 143
0.65 0.68 0.78 0.59 0.17 0.1 1階 202
合計 345
2階 1/351
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/199
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/216
0.95 1.51 3.59 2.30 0.49 1.00 0.83 0.75 1階 1/183
2階 1/138
1階 1/17
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/85
1階 1/15
0.94 1.92 2.54 2.54 7.86 6.52 5.27 3.93
X方向1階 2階
Y方向
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
屋根損傷
外壁・軸組損傷
大破 損傷率100％
大棟落下、大屋根瓦ズレ、庇のし瓦垂下
中破 南面なまこ壁落下下屋東に傾倒
質量(ton)
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
1階
長辺 短辺 長辺 短辺
2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
1階平面図 2階平面図
剛心
重心
剛心
重心
5M0
N
　御陣屋前通りの奥に建つ大正 7 年建築の土蔵であ
る。下屋を持ち、下屋に傾きが見られた。大棟が落下
し、大屋根の瓦がずれ、庇の熨斗瓦が落下している。
下屋を除けば倒壊する可能性は低いが、補修・使用可
能限界レベルは長辺・短辺とも超えており、何らかの
耐震補強は必要である。
図 32-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 32-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-4　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 32-1　位置図
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3.4.5　仲町０３　登録有形文化財
図 33-4　１階・２階平面図 写真 25　北妻面屋根破損　①
2階 18.16
1階 20.61
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 38.77
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 178
0.23 0.54 0.79 0.5 0.04 0.04 1階 218
合計 396
2階 1/392
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/209
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/180
1.74 0.95 3.52 1.56 0.60 0.75 0.88 0.75 1階 1/123
2階 1/152
1階 1/18
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/83
1階 1/12
3.62 2.18 1.72 2.28 7.52 6.60 2.70 3.60
X方向1階 2階
Y方向
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
屋根損傷
外壁・軸組損傷
大破 損傷率100％
大棟落下、大屋根ズレ
中破 東西壁亀裂、南壁剥離軸部東に傾斜
質量(ton)
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
1階
長辺 短辺 長辺 短辺
2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
剛心 剛心重心重心
5M0N 2階平面図1階平面図
　仲町通りの奥に建つ明治 1 年建築の長辺が短辺の
2 倍近い下屋を持つ土蔵である。大棟が落下し、大屋
根もずれている。壁量充足率が短辺で 0.95 と小さく、
損傷限界レベルでも短辺が 1/123 と低い。 東側の短
辺側に傾斜が見られ、東西の壁に亀裂が見られる。安
全限界レベルでは短辺の倒壊の可能性が高い 1/12 と
なっており、耐震補強が必要となる。
図 33-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 33-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-5　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 33-1　位置図
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3.4.6　下宿１５　登録有形文化財
図 34-4　１階・２階平面図 写真 26　東妻面破損　①
2階 23.57
1階 27.24
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 50.81
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 231
0.77 0.57 0.71 0.58 0.03 0.06 1階 267
合計 498
2階 1/366
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/187
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/220
1.77 1.11 3.14 2.10 0.78 1.00 1.00 0.71 1階 1/116
2階 1/142
1階 1/16
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/103
道路側 道路側 1階 1/12
4.00 3.12 2.21 2.21 6.28 6.28 3.93 2.81
Y方向
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
1階 2階
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
屋根損傷
外壁・軸組損傷
1階 2階 1階
中破
中破
損傷率42%
下宿１３と接続、大屋根破損、瓦落下
東面下地から剥離、各面亀裂
軸組傾倒あり
2階
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
重心 重心
2階平面図1階平面図 5M0
剛心 剛心
N
　御陣屋前通りに面する明治 35 年建築の土蔵である。
建物の挙動が違うために下宿 13 と接する部分で短辺
のササラ子板壁を破損させている。また鉢巻と呼ばれ
る幕板の大部分を破損させている。短辺の壁量充足率
は 1.11 と 小 さ く、 損 傷 限 界 レ ベ ル は 1/116 と 低 い。
短辺は倒壊の可能性の高い 1/12 となっており、耐震
補強が必要となる。
図 34-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 34-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-6　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 34-1　位置図
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3.4.7　高上３８　登録有形文化財
図 35-4　１階・２階平面図 写真 27　東面亀裂大　①
2階 19.39
1階 21.53
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 40.92
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 190
0.77 0.58 0.71 0.38 0.03 0.19 1階 211
合計 401
2階 1/346
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/191
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/201
1.79 1.14 3.14 1.79 0.78 0.60 1.00 0.60 1階 1/118
2階 1/133
1階 1/17
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/93
1階 1/12
3.13 4.01 2.84 1.71 6.31 6.31 4.47 2.69
屋根損傷
外壁・軸組損傷
小破 損傷率5％
がんぶり瓦一部落下
小破 東面亀裂大、下見板破損
偏心率
2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
質量(ton)
一般耐震診断
X方向
Y方向
1階
1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1階 2階
Y方向長辺 短辺 長辺 短辺
吹抜け
5M0
剛心
重心
剛心
重心
2階平面図1階平面図
N
　短辺に 1 階、2 階に二つの開口部と吹抜けを持つ明
治 1 年建築の土蔵で、 一般耐震診断では 2 階の評点
が 0.38 と小さい。壁量充足率も短辺は 1.14 と小さく、
損傷限界レベルも 1/118 である。2 階東面に大きな亀
裂が発生し、西面の下見板が破損している。安全限界
レベルでは短辺の倒壊の可能性が高い 1/12 となって
おり、耐震補強が必要となる。
図 35-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 35-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-7　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 35-1　位置図
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3.4.8　高上０１　登録有形文化財
図 36-4　１階・２階平面図 写真 28　西面屋根破損　②
2階 16.53
1階 18.98
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 35.51
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 162
0.89 0.42 0.74 0.58 0.04 0.12 1階 186
合計 348
2階 1/345
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/237
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/234
2.50 1.07 3.37 2.24 1.00 0.49 0.58 1.00 1階 1/103
2階 1/134
1階 1/20
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/112
1階 1/12
5.02 5.02 2.87 1.41 9.61 5.58 4.52 4.52
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1階 2階
Y方向長辺 短辺 長辺 短辺
偏心率
2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
質量(ton)
一般耐震診断
X方向
Y方向
1階
1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
屋根損傷
外壁・軸組損傷
大破 損傷率100％
大屋根・棟崩落
軽微 南側鉢巻落下寸前
5M0
1階平面図 2階平面図
剛心
重心重心
剛心
N
　御陣屋前通りに建つ明治 11 年建築の土蔵で、 南・
北の鉄板でカバーされていた鉢巻きは脱落寸前であ
る。屋根の被害に対して土壁の被害は少ない。1 階南
短辺に大きな開口がある為、短辺の壁量充足率が 1.07
と小さく、 損傷限界レベルでは 1/103 と低い。 安全
限界レベルでは短辺方向の倒壊の可能性が高い 1/12
となっており、耐震補強が必要となる。
図 36-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 36-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-8　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 36-1　位置図
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3.4.9　高上０７　　
図 37-4　１階・２階平面図 写真 29　西面屋根破損　②
2階 15.31
1階 17.45
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 32.76
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 150
0.84 0.68 0.78 0.63 0.04 0 1階 171
合計 321
2階 1/341
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/198
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/247
2.29 1.66 3.59 2.61 0.83 1.00 0.83 1.00 1階 1/144
2階 1/132
1階 1/17
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/105
1階 1/13
5.00 4.15 3.35 3.35 7.86 6.52 5.27 5.27
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率 補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
1階 2階
Y方向長辺 短辺 長辺 短辺
偏心率
2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
1階
屋根損傷
外壁・軸組損傷
大破 損傷率100％
大棟・鬼瓦落下、大屋根部分破損
軽微
質量(ton)1階 2階
重量(kn)
壁量充足率 壁充足率比
一般耐震診断
2階平面図
剛心
重心
剛心
重心
1階平面図
N 0 5M
　大正 3 年建築の土蔵で屋根は大破している。 屋根
の損傷と比較して壁の損傷は小さなヒビワレが見られ
る程度で小さい。壁量充足率や損傷限界レベルも特に
不足していないので、損傷との相関と適合している。
ただし、安全限界レベルでは短辺の倒壊の可能性が高
い 1/13 となっており、耐震補強が必要となる。
図 37-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 37-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-9　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 37-1　位置図
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3.4.10　高上１１　
図 38-4　１階・２階平面図 写真 30　北面下屋破損　②
2階 15.31
1階 17.45
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 32.76
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 150
0.84 0.68 0.78 0.63 0 0 1階 171
合計 321
2階 1/134
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/198
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/247
2.29 1.66 3.59 2.61 0.83 1.00 0.83 1.00 1階 1/144
2階 1/132
1階 1/17
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/105
1階 1/13
5.00 4.15 3.35 3.35 6.52 7.86 5.27 5.27
2階
壁充足率比
中破
無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
損傷率41％
大棟部分ズレ、下屋破損
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
1階
短辺
屋根損傷
外壁・軸組損傷
長辺 短辺 長辺
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率
2階平面図1階平面図
0 5MN
重心・剛心 重心・剛心
　明治 6 年建築の下駄を持つ土蔵で屋根は中破して
いる。壁は無損傷である。壁量充足率や損傷限界レベ
ルも特に不足していないので、損傷との相関と適合し
ている。ただし、安全限界レベルでは短辺の倒壊の可
能性が高い 1/13 となっており、耐震補強が必要とな
る。
図 38-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 38-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表５-10　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 38-1　位置図
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3.4.11　下宿１８　登録有形文化財
図 39-4　１階・２階平面図 写真 31　南妻面　①
2階 11.22
1階 12.86
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 24.08
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 110
1.02 0.76 1.02 0.63 0.03 0.08 1階 126
合計 236
2階 1/430
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 1階 1/220
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/214
3.00 2.00 5.25 2.61 0.81 1.00 1.00 0.66 1階 1/152
2階 1/166
1階 1/19
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ 2階 1/90
1階 1/14
6.63 5.36 3.99 3.99 10.41 10.41 4.13 6.28
屋根損傷
外壁・軸組損傷
1階 2階
一般耐震診断 偏心率
1階 2階
壁量充足率 壁充足率比
1階 2階 1階 2階
4分割法壁量充足率 X方向
Y方向
軽微
軽微
質量(ton)
重量(kn)
損傷限界
レベル
1/120
X方向
Y方向
損傷率2%
一部なまこ壁破損
長辺 短辺 長辺 短辺
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
吹抜け
0 5M
1階平面図
重心
剛心
重心
剛心
N
2階平面図
　明治 10 年建築の土蔵で、平成 14 年 (2002) に屋根
及び外壁の修理工事が行われている。屋根の漆喰と外
壁のなまこ壁の一部が落下しただけで被害は軽微で済
んでいる。壁量充足率も損傷限界レベルもほとんど問
題のないレベルであるが、安全限界レベルでは短辺の
倒壊の可能性が高い 1/14 となっており、耐震補強は
必要となる。
図 39-3　Y 方向耐震性能評価グラフ図 39-2　X 方向耐震性能評価グラフ
表 5-11　損傷記録・耐震診断記録
御陣屋前通り
図 39-1　位置図
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3.5　土蔵・分析結果のまとめと考察
　図 40 及び図 41 は土蔵 1 階の偏心率と壁率比の分布表である。町家と違い
全ての土蔵は偏心や壁の偏在が無い。しかしながら個別の分析を行う中でそれ
ぞれの損傷の要因を明らかにした。表 6 は耐震診断の総括表である。共通し
ているのは下屋がある土蔵に損傷が多いことである。これは、土蔵本体と下屋
との耐震性の違いにより破損が起きた為と考えられる。また辺長比が大きい土
0.4
0.3
0.2
0.1
0
0 0.1 0.2 0.3 0.4
Y
方
向
偏
心
率
X方向偏心率
1
0.9
0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3
0.2
0.1
0
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1
1
階
Y
方
向
壁
率
比
1階X方向壁率比
蔵 に 被 害 が 出 て い た の が 特 徴 で あ
る。但し辺長比の大きい土蔵で中仕
切りの有る土蔵は外壁・軸組の損傷
は大きくなっていない。
3.5.1　耐震診断結果と考察
　
3.5.1.1　一般耐震診断と損傷
　1 階 の 短 辺 方 向 で 上 部 構 造 評 点
が 0.7 を切った土蔵がほとんどであ
る。
　全土蔵の平均で１階は X 方向 ( 長
辺 ) が 0.71、Y 方向 ( 短辺 ) が 0.60、
2 階 は X 方 向 0.79、Y 方 向 0.56 と
なっている。短辺が長辺の約 7 割で、
上部構造評点が 0.7 を下回り倒壊す
る可能性が高い値となっている。
①　外壁・軸組損傷
　図 42-1 は一般耐震診断の結果と
外壁・軸組損傷の相関をグラフにし
たものである。外壁・軸組損傷との
相 関 で は Y 方 向 ( 短 辺 ) が 0.75、X
方 向 ( 長 辺 ) が 1.1 で 損 傷 が 起 き て
い た が、X 方 向 が 0.75 以 下 に 中 破
以上の損傷が多く見られる。
図 40　土蔵 1 階偏心率分布表
図 41　土蔵 1 階壁率比分布表
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②　屋根損傷
　図 42-2 は一般耐震診断の結果と屋根損傷の相関をグラフにしたものである。
ほとんどの土蔵が中破以上となっており、損傷との相関は見られなかった。
3.5.1.2　壁量充足率と損傷
　全土蔵の平均で X 方向が 1.94、Y 方向が 1.32 と 1.0 を上回っているが、Y
方向が X 方向の約 7 割となっている。
①　外壁・軸組損傷　
　図 43-1 は壁量充足率の結果と外壁・軸組損傷の相関をグラフにしたもので
ある。外壁・軸組損傷は Y 方向が 1.7、X 方向が 2.5 を超えると損傷が起きている。
特に X 方向が 1.7 を超えると中破以上の損傷が起きている。
②　屋根損傷
　図 43-2 は壁量充足率の結果と屋根損傷の相関をグラフにしたものである。
ほとんどの土蔵が中破以上の損傷が起きており明確な相関は見られなかった。
3.5.1.3　限界耐力計算と損傷
　 全 土 蔵 の 平 均 で X 方 向 が 1/200、Y 方 向 が 1/133 と Y 方 向 が X 方 向 の 約
2/3 の値となっており、Y 方向の耐力が X 方向より小さいことが判る。
①　外壁・軸組損傷
　図 44-1 は限界耐力計算の損傷限界レベルと外壁・軸組損傷の関係をグラフ
にしたものである。 外壁・軸組損傷は Y 方向が 1/200、X 方向が 1/250 を超
えると損傷が起きている。但し、軽微損傷や無損傷が多く含まれており、明確
な相関関係とはなっていない。
②　屋根損傷
　図 44-2 は限界耐力計算の損傷限界レベルと屋根損傷の関係をグラフにした
ものである。屋根損傷も軽微損傷や無損傷が多く含まれており、明確な相関関
係とはなっていない。真壁の土蔵の限界耐力計算を用いた耐震診断の手法は、
一般耐震診断や壁量充足率の手法ほど明確では無い。壁量や偏心率が基準を満
足している土蔵は、保有水平耐力の方法で分析する方が適切であると考える。
　土蔵の損傷は耐震診断の分析だけでは評価できない関東の土蔵の特徴がある
ので次項でその特徴から損傷の要因を考察する。　
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図 42-1　1 階一般耐震診断評点と土蔵外壁軸組損傷関係グラフ
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図 42-2　1 階一般耐震診断評点と土蔵屋根損傷関係グラフ
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 43-1　1 階壁量充足率と土蔵外壁軸組損傷関係グラフ
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図 43-2　1 階壁量充足率と土蔵屋根損傷関係グラフ
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 44-1　1 階損傷限界レベルと土蔵外壁軸組損傷関係グラフ
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図 44-2　1 階損傷限界レベルと土蔵屋根損傷関係グラフ
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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3.6　関東の重伝建地区における土蔵の特徴と損傷
　土蔵の外壁軸組損傷においては、短辺の耐力が大きく影響していた。序論－
1.2.2.3　関東の町家や土蔵の固有周期－において示した栃木の土蔵の固有周期
を調査した既往研究では、短辺が木造住宅・店舗の固有周期と変わらないとい
う成果が得られていたが、土蔵の短辺が町家と変わらない固有周期を持ってい
るとすると、土蔵の短辺の耐力が損傷に大きく影響していることとなる。
　屋根は全ての土蔵に被害が発生していたが、その要因は土葺きの為である。
土蔵の葺土は町家 (60㎜程度 ) より塗厚 (150㎜ ~240㎜程度 ) が多いことにより
慣性力が大きく働き、ズレや落下が発生したこと。またズレ止めに設けられた
土居塗のシュロ縄が腐食して切れ、土居塗の土がずり落ちたことも要因の一
つと考えられる ( 図 45 参照 )。屋根と外壁の境界に設けられる鉢巻の被害につ
いては次の要因が考えられる。屋根は瓦の土葺き (60㎜ ) の下に防水の為に漆
喰で塗られた土居塗 (90㎜ ~180㎜ ) があり、浸み込んだ雨水が土居塗の上を流
れ、軒先にある鉢巻を腐朽させ、地震により鉢巻の土壁が落下したと考えられ
る ( 図 45 参照 )。
　外壁・軸組の損傷の要因としては次のことが考えられる。関東の土蔵は、防
火のために、腰巻という土壁が厚く塗られる。腰巻には防水の為に漆喰を混ぜ
た土で塗られるために、上部の土壁のヒビワレから侵入した雨水が腰巻で止水
され、内部の土台や柱の根元を腐朽させる ( 図 45 参照 )。また床下換気口を防
火のために設けないために、地面に漆喰を塗布しているが、漆喰が経年劣化し、
地面からの湿気を防止できず、土蔵の土台や軸組が腐朽する。以上２つの理由
によると考えられる土台や柱の下部が腐食した土蔵が見られた。その為に地震
によるわずかの層間の変形で外壁の損傷が発生したと考えられる ( 図 45 参照 )。
　土塗壁の脆弱性について序論－ 1.3.1.4 　関東の 5 地区の重伝建地区におけ
る土蔵造－で土蔵の土壁は厚いが、耐震要素として効果のある土壁部分は厚み
の 1/3 程 ( 約 8㎝ ) で、残りの 2/3( 約 16㎝ ) は軸組の架構の外側にあることを
述べた。軸組の外側にある土壁は、地震によるわずかの層間の変形で外壁の損
傷が発生し、損傷が起きやすい。この土壁の脆弱性が外壁に損傷が多い原因で
ある。
被害写真撮影日　①　2011/4/28　桜川市提供写真
　　　　　　　　②　2011/3/17　上北教授撮影
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図 45　関東の一般的な土蔵断面図
土居塗の為に雨水は土居塗の上を
軒に流れ、鉢巻を破損させやすい
水切
縦横に組まれる竹小舞
腰巻：砂＋土に漆喰を混
ぜて作られる。
その為に上部の漆喰のヒ
ビワレから入った雨水は
鉢巻の上で止まり、内部
の土台や柱の下部が腐朽
しやすくなる
基礎石
チリ石
竹小舞の為のスサ掛け：横竹を掛ける機
能を持っているが軸組に緊結していない
外部の縦竹とワラ縄で緊結する為の尺
八竹：尺八竹は柱を貫通している
鉢巻
葺土 6㎝前後
土居塗 9㎝～ 18㎝上部漆喰塗
床下には換気口を取らないために
防湿の為に漆喰が塗布される。
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写真 1　佐原航空写真　（google  earth pro を基に編集）
利根川
香取市役所
JR佐倉駅 小野川
重伝建地区範囲
下総台地
N
香取街道忠敬橋
No2
No3
No4
No5
No6
0 300m
南側は下総台地が迫り、小野川は下総台地を迂回する形で流れ、利根川に注いでいる。
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図 1　佐原特定建築物・県指定文化財配置図（出典：佐原保存地区計画図を基に編集）
重伝建地区は忠敬橋を中心に、小野川沿いと香取街道沿いに十字形で選定されている。小野川沿いの町割りは、比較的間口が
広い町家が多いが、香取街道沿いは典型的な町家形式で、間口が狭く奥の深い町割りとなっている。
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4　はじめに
　本章において町家 75 棟、土蔵 26 棟の調査結果について考察している。ま
た町家・土蔵の耐震性について、建築基準法の規定や耐震診断の手法を用い分
析している。図 1 は特定建築物及び県指定建築物の分布を示したもので、町家・
土蔵・RC 造・物置・伊能忠敬旧宅等を色分けで表示している。
　佐原は小野川流域と香取街道沿いに十字型で選定されている為に、小野川流
域 (A) と、 香取街道 (B) の 2 つの地区に分類した。 図 2-1 及び図 2-2 は屋根損
傷度区分と外壁・軸組の損傷度区分の相関をマトリックス図で示したもので、
点線内の数字は真壁と同様に、両方の損傷度が軽微な範囲内にある建物の割合
と、中破以上の割合を示したものである。個々の建物は、小野川流域 (A) を赤字、
香取街道 (B) を青字で表記している。保存修理工事の有無を示すために、保存
修理工事の履歴のない建物は□で囲んでいる。図 2-3~2-6 は小野川と香取街道
に分けて損傷度区分別の分布割合を示している。図 2-1、図 2-2 では、町家は
約 52％ (39 棟 )、土蔵は約 35％ (9 棟 ) が軽微な損傷範囲内である。保存修理
工事の履歴のない建物で軽微な損傷範囲内の建物は町家で 6 棟、土蔵で 1 棟
あるが、県指定文化財 2 棟、特定建築物 2 棟は小野川流域 (A)、2 棟は香取街
道 (B) にある。町家では無損傷が 29 棟あり、土蔵は 4 棟である。中破以上が
町家は約 16％ (12 棟 )、土蔵は約 19％ (5 棟 ) になっている。町家には大破区
分の建物は無いが土蔵は 3 棟ある。保存修理工事の履歴のある建物も町家で 6
棟、土蔵で 4 棟が中破以上となっている。図 2-1 で町家の損傷分布を見ると、
中破以上の建物は小野川流域 (A) に分布しているのが判る。
　次に図 2-3~ 図 2-6 で地区別で損傷の考察を行う。 図 2-4、 図 2-6 を見ると
香 取 街 道 で は、 軽 微 な 損 傷 範 囲 に 入 っ て い る 建 物 が 多 く、 町 家 は 19 棟 ( 約
87％ )、土蔵は 6 棟 ( 約 54％ ) となっている。町家では中破以上の建物は 3 棟
( 約 14％）、土蔵は 4 棟 ( 約 36％ ) である。
　一方図 2-3、2-5 を見ると、小野川流域では軽微な損傷範囲に入っている町
家は、20 棟 ( 約 38％ )、 土蔵は 3 棟 ( 約 20％ ) となっている。 中破以上の損
傷となっている町家は 30 棟 ( 約 56％ )、土蔵は 10 棟 ( 約 67％ ) となっており、
小野川で被害が大きかったことが判る。この損傷率の違いは明らかに、小野川
流域 (A) の軟弱地盤による影響と考えられる。ただし土蔵だけで考えれば香取
街道 (B) においても、屋根や外壁・軸組を中破や大破している建物も多く見ら
れるために、町家ほど顕著ではない。小野川流域 (A) の町家では比較的損傷の
大きい中破以上の建物は屋根損傷に多く分布している。
　ボーリング資料より固有周期を求めた結果、 佐原の重伝建地区に近い No3
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では 0.69 秒、 忠敬橋に近い No4 が 0.647 秒である。 従って小野川流域は 0.6
秒前後の固有周期で町家の固有周期と言われる 0.5 秒に近い値を示している。
本震で佐原は震度 5 強 ( 計測震度 5.4) 最大加速度 304gal を計測した。本震で
は NS 及び EW 共に 200gal を超えていた。また約 30 分後の余震では再び震度
5 強 ( 計測震度 5.2) 最大加速度 291gal を計測している。その時の余震は NS が
147gal であるが、EW 方向が 250gal を超えたことが香取街道沿いの忠敬橋付
近の建物の屋根に大きな影響を与えた可能性が高い。忠敬橋付近の地震被害を
撮影した映像記録を見ても、2 回目の余震で屋根瓦が崩落する様子を伝えてい
る。その後も余震は継続しているが、木造建築物に損傷を与えるとされる震度
5 弱以上は計測されていない。従って損傷は本震と約 30 分後に発生した余震
により起きたと考えられる。次項からは、屋根及び外壁・軸組、保存修理工事
に分けて損傷度の結果をまとめている。個別の町家の損傷記録は表 1-1~1-6 に、
土蔵は表 2-1~2-2 にまとめている。屋根伏図の網掛け部分の表記は真壁と同様
である。町家・土蔵共に軽微な損傷で済んでいる建物が多いが、特に町家では
香取街道沿い地区にほとんど被害が発生していないことが判る。土蔵にはその
傾向が見られない。
写真 2　保存番号 71 被害写真 写真 3　S 醤油店被害写真
写真 4　F 呉服店土蔵被害写真 写真 5　Y 商店土蔵被害写真
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図 2-1　佐原町家　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
図 2-2　佐原土蔵　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
※点線で囲まれた範囲は屋根及び外壁・軸組それぞれの損傷度が軽微以内か中破以上かを示す　数字はそれらの範囲の全棟に対する割合を示す
□で囲まれた建物は保存修理工事履歴無、　は部分修理工事、保存番号の色分けは赤は小野川流域、青は香取街道を示す
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図 2-3　佐原町家　小野川屋根及び外壁・軸組損傷度区分損傷率（単位は棟数）
図 2-4　佐原町家　香取街道屋根及び外壁・軸組損傷度区分損傷率（単位は棟数）
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図 2-5　佐原土蔵　小野川屋根及び外壁・軸組損傷度区分損傷率（単位は棟数）
図 2-6　佐原土蔵　香取街道屋根及び外壁・軸組損傷度区分損傷率（単位は棟数）
×
大
破
2
2
■
中
破 1
▲
小
破
1
△
軽
微 1
1
2 1 3
○
無
損
傷 1
○無損傷 △軽微 ▲小破 ■中破 ×大破
外
壁
軸
組
損
傷
度
区
分
屋根損傷度区分
47％ 
13％ 
7％ 
13％ 
20％ 
×
大
破
1
1
■
中
破
▲
小
破
1
△
軽
微
3
1
○
無
損
傷 3
1
○無損傷 △軽微 ▲小破 ■中破 ×大破
外
壁
軸
組
損
傷
度
区
分
屋根損傷度区分
27％ 
27％ 
27％ 
9％ 
9％ 
第４章　佐原の損傷分析　
121
4.1　損傷記録
4.1.1　屋根損傷
　佐原の地区全体では町家は屋根損傷率が 49％、土蔵は 77％であった。図３
-1 を見ると町家は中波や大破している建物の多くが忠敬橋周辺から下流域に
分布し、香取街道においても忠敬橋から 80 ｍほど離れればほとんど損傷が起
きていないことが判る。図 4 の地区別分類で見ると、小野川流域 (A) が屋根損
傷率 60％に対し、香取街道 (B) は 23％と損傷率に約 37％の開きがある。この
損傷率の違いは小野川流域 (A) の軟弱地盤の影響であると考えられる。小野川
流域 (A) においては中破以上の建物が 24 棟に上り、多くが屋根瓦を崩落させ
ている。また図 4 を見ると小野川流域 (A) においては軽微の範囲内の町家が、
26 棟ある。修理履歴不明の県指定文化財 2 棟、特定建築物３棟を除き、全て
に保存修理工事が行われており、その為の影響である。香取街道 (B) は２棟に
保存修理工事がなされないまま軽微な損傷内であるのは、地盤の影響の差であ
ると考えられる。図 5 で時代別に損傷分類を行ったが、昭和 30 年に建築され
た建物が 1 棟 ( 保存番号 92) ある。序論で示した引掛け瓦桟工法第 1 期で葺か
れたと思われるが棟瓦を崩落させている。
　土蔵の屋根損傷は町家に対して約 3 割高くなっている。土蔵は小野川流域 (A)
の屋根損傷率が 87％に対し香取街道 (B) は 64％と損傷の差に開きが少ないの
は、香取街道 (B) に忠敬橋から 120m 以内の土蔵を含んでいる為である。
4.1.2　外壁・軸組損傷
　図 7 を見ると、 地区により町家では 4 割の差が見
られる。図 6-1 では町家の外壁・軸組損傷は忠敬橋の
下流に集中しており、中破している建物が多く見られ
る。これは液状化現象の影響で小野川護岸が壊れ、宅
盤が川の方向へずれたことによる影響である。( 写真
6・7 参照 ) 多くが、 下屋部分の宅盤がズレ、 下屋の
軸組に歪が出たことによる損傷である。町家の被害は
その影響以外はほとんど見られない。
　土蔵は図７を見ても地区による損傷の差は約 3 割
の差である。土蔵は図 6-2 を見ると小野川右岸と比較
して、左岸の損傷が多くなっている。
写真 6　小野川護岸の損傷
写真 7　小野川護岸の損傷
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図３-1　佐原町家屋根損傷分布図（出典：佐原保存地区計画図を基に編集）
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図 3-2　佐原土蔵屋根損傷分布図（出典：佐原保存地区計画図を基に編集）
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図 4　地区別屋根損傷率比較表 ( 単位は棟数 )（小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
図 5　時代別屋根損傷率比較表 ( 単位は棟数 )
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
損傷率
損傷率
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図 6-1　佐原町家外壁・軸組損傷分布図（出典：佐原保存地区計画図を基に編集）
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図 6-2　佐原土蔵外壁・軸組損傷分布図（出典：佐原保存地区計画図を基に編集）
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図 8　時代別外壁・軸組損傷率比較表 ( 単位は棟数 )
図 7　地区別外壁・軸組損傷率比較表（単位は棟数 )（小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
損傷率 
損傷率 
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表 1-1　町家損傷記録表 （小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根 大棟 年度
屋根
葺替 基礎 土台軸組等
7 昭和前期 ■ ■ ■
軒先屋根崩
れ
外壁腐朽
6
　
明治
後期
○ ○ ○ 6 全面葺替
5 　不明 ○ ○ ○ 10
全面
葺替
部分
修理 土台修理
3 不明 ○ ○ ○ 14 全面葺替
67 明治後期 × × ○
隅棟瓦一部
落下
12
13
全面
葺替
土間
コン 土台取替
66 明治後期 × ■ ○
全体的に平
瓦のズレ
12
13
全面
葺替
土間
コン 土台取替
8 明治後期 ○ ○ ○ 21
ガイド
ライン
ベタ
基礎
木造剛節
フレーム
で補強
71 明治後期 × × △ 瓦全面崩落
13
14
16
全面
葺替 土台修理
68 明治後期 ■ × △
棟瓦落下・平
瓦も全体にズ
レ
13
14
部分
修理
下屋復
元
土台柱腐朽
部分取替
60 　大正 ○ ○ ○ 9
部分
修理
70 昭和2年 △ △ ○ 11
土台
柱取替
59 江戸 △ ○ ○
7
１１
部分
修理
県
N商
店
安政
2年 △ ○ ○
保存修理工事
備考地区 外壁損傷
保存
番号
屋根損傷
建築
年代
A
小上がり
部分修理
県
N乾
物
店
× ■
９
10
11
影森の
漆喰
修理
明治
25年
下屋部の両
脇    にも亀
裂と傾き
▲
71 
68 
66 
67 
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表 1-2　町家損傷記録表 （小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根 大棟 年度
屋根
葺替 基礎 土台軸組等
53 明治7年 × ■ ○ 屋根損傷 14
*下見板張
替
12 明治後期 × × △
屋根瓦崩落に
伴い下屋庇、
看板破損
18 軒先復元
13 明治後期 ○ ○ ○ 21
ガイド ラ
イン
ベタ
基礎
腐朽部材
取替
構造補強
14 明治後期 ○ ○ ○ 7
全面
葺替
87 明治前期 ○ ○ △ 18
下屋
復元
部分
修理
15 明治後期 ▲ × △
屋根の棟瓦
一部落下、全
体的に平瓦の
ズレ
9 全面葺替
24 明治34年 ○ ○ △ 15 布基礎 土台取替
25 江戸後期 ■ × △
屋根崩落、瓦
全面的にズレ
県
S醤
油
店
江戸
末期 × × ■
大棟落下
屋根瓦・下屋
庇の大部分
が落下
躯体に歪
5
8・9
13・
14
20
影森の
漆喰
修理
部分
修理
土台交換・
2階床梁交
換
92 昭和30年 ■ × ■
棟瓦崩落地
盤の側方移
動に（河川側
へ）に伴う基
礎の損傷及び
構造体の歪
20 下屋葺替
腐朽土台・
柱交換
27 明治前期 ○ ○ ■
躯体の歪、下
屋のズレ、地
盤の流動に起
因
A
保存修理工事
地区 保存番号
建築
年代
屋根損傷
外壁
損傷 備考
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表 1-3　町家損傷記録表 （小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根 大棟 年度
屋根
葺替 基礎 土台・軸組等
28 江戸 △ × ○ 10 全面葺替 土台・柱修理
29 江戸 × ■ △
棟損傷、平
部分一部落
下
30 明治後期 ▲ ■ △ 棟瓦破損
31 昭和前期 ○ ○ ■
地盤の側方
流動（河川
側へ）に伴う
基礎の損傷
と構造体の
歪
18
ベタ基
礎(下屋
部無）
腐朽部材取
替
32 昭和前期 ○ ○ ○ 15
ガイドラ
イン 布基礎
72 明治前期 ○ ○ ■
地盤の側方
移動に伴う
基礎及び構
造体の損傷
17 ガイドライン
ベタ基
礎(下屋
部無）
33 大正 ■ × ×
棟崩れ、屋
根大きくｽﾞﾚ
壁は崩落個
所が多数見
られる。
（壁腐朽）
県
F呉
服
店
明治
25年 × × △
屋根の大
棟・屋根瓦・
下屋瓦の大
部分が崩落
6
7
22
部分
修理
一部半解体
修理
県
K蕎
麦
店
明治
23年 × × ■
棟や屋根及
び下屋の瓦
全面落下
躯体に歪
85 明治後期 ○ ○ ○ 17
ガイド ラ
イン
ベタ
基礎
小屋組
修理
86 不明 ■ × ○ 屋根崩落
49 明治後期 ○ ○ ○ 15
ガイド ラ
イン 軸組修理
A
保存修理工事建築
年代地区
外壁
損傷 備考
保存
番号
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表 1-4　町家損傷記録表 （小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根 大棟 年度
屋根
葺替 基礎 土台・軸組等
県
S書
店
明治
13年 × × ▲
大棟落下、
屋根瓦全体
に破損、下
屋庇瓦崩落
12
18
部分修
理
県
Y商
店
明治
23年 △ ○ △
34 明治前期 ○ ○ ■
地盤の側方
流動（河川
側へ）に伴う
基礎の損傷
と構造体の
歪
9
下屋
復元
部分
修理
35 明治後期 ■ × ■
棟瓦落下
北側及び西
側柱不同沈
下
8 *外壁・開口部修理
37 明治後期 ■ ■ ■
屋根破損
雨漏りから
野地板、構
造材腐朽
7 全面葺替
84 大正 ○ ○ ○ 16 ガイドライン
38 明治後期 ○ ○ ■ 不同沈下 7
全面
葺替
39 明治前期 × ■ ■ 屋根損傷
41 明治後期 ■ × ■
棟瓦崩落
躯体傾斜
42 明治前期 ○ ○ ○ 12
全面
葺替 鴨居・柱取替
43 明治5年 ○ ○ ○
6
16
ガイドラ
イン
45 大正 ○ ○ ■
基礎石破
損、柱が基
礎石を踏み
外した?
10 全面葺替
93 明治後期 ▲ ○ ○
大屋根一部
破損 20
鉄骨で
フレーム
補強
保存修理工事
A
地区 保存番号
建築
年代
外壁
損傷 備考
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表 1-5　町家損傷記録表 （小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根大棟 年度 屋根葺替 基礎 土台・軸組等
46
明治
後期 × × ■
屋根瓦全面
崩落
地盤の側方
流動（河川
側へ）に伴う
基礎の損傷
及び構造体
の歪
47 明治後期 ■ ■ ■
屋根破損
地盤の側方
流動（河川
側へ）に伴う
基礎の損傷
及び構造体
の歪
11 下屋葺替 柱・桁修理
48
明治
前期 ■ × ■
屋根棟瓦落
下、平瓦落
下、下屋瓦
落下
地盤の側方
流動（河川
側へ）に伴う
基礎の損傷
及び構造体
の歪
9 部分修理 土台修理
11
明治
後期 ○ ○ ○ 10
全面
葺替 小屋組修理
9
明治
後期 ○ ○ ○
10
明治
後期 ○ ○ ○
22
明治
後期 ○ ○ ○
21
明治
後期 ■ × ○
屋根崩落、
残存瓦全面
にズレ
20 大正13年 ○ ○ ■
建物全体が
西方向へ傾
斜し小屋組
みが歪
10 棟積み直し
19
大正
か ○ ○ ○ 10
全面
葺替
小屋組・土
台・柱修理
18 大正か ○ ○ ○ 9
全面
葺替 構造補強
17 大正 ○ ○ ○ 8
部分
修理
半解体による
構造補強
B
保存修理工事
12 全面葺替 鴨居取替
地区 外壁損傷
A
備考保存番号
建築
年代
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屋根伏図 大屋根大棟 年度 屋根葺替 基礎 土台・軸組等
88 不明 ○ ○ ○ 22
ガイドラ
イン
腐朽部材交
換
51
明治
後期 ○ ○ ○ 19
ベタ基
礎 梁新設
52 明治後期 ○ ○ ○ 19
全面
葺替
ベタ基
礎 柱・梁交換
83 大正 ○ ○ ○ 16
全面
葺替
79
昭和
15年 ○ ○ ○
80
大正
13年 ○ ○ ○
54 不明 ○ ○ ○ 7
全面
葺替
55
明治
前期 ○ ○ ○
90
明治
後期 ○ ○ ○ 20
ガイドラ
イン
ベタ基
礎 軸組補強
56 江戸 △ ○ ○ 14
全面
葺替
柱・土台取
替・構造補強
57 江戸 △ ○ △
58 江戸 △ ○ △
62
明和
2年
1765
△ ○ ■
基礎石が沈
下し、建物全
体が傾斜し
ている
14 ｽﾞﾚ補修 敷居取替
B
保存修理工事
地区 保存番号
建築
年代
外壁
損傷 備考
56 
57 58 
57 58 
80 79 
76 
77 
表 1-6　町家損傷記録表 （小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
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表 2-1　土蔵根損傷記録表（小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根 大棟 年度
屋根
葺替 基礎 土台軸組等
4
江戸
後期 ○ ○ △ 7
全面
葺替
2 江戸 ■ × △
棟瓦落下、
屋根全面の
ズレ
8
*外壁・開口
部修理
1
明治
前期 × × △
屋根瓦全面
崩落、下屋
瓦全面崩落
8
全面
葺替
県
N乾
物
店
明治
初年 ▲ △ △
屋根瓦一部
損傷
県
N商
店
明治
25年 × ■ △
大棟、屋根
瓦が全体に
破損
11 *壁面修理
78
元治
元年
1864
× × △ 棟瓦の落下 14 *漆喰修理
16
昭和
前期 △ ○ △
69
江戸
後期 ○ ○ ○ 11
土間
コン
腐朽土台
取替
柱起こし
県
S醤
油
店
明治
初年 ■ ■ ▲
棟瓦破損
開口部の扉
の造り全体
が壁面から
剥離
5
8～
12
18
～
22
屋根解
体修理
軸組解体
修理
県
F呉
服
店
明治
初年 × × ×
大棟落下、
屋根瓦全体
に破損
漆喰壁面4
面とも大きく
剥落や亀裂
5 部分修理
73
明治
前期 ▲ △ ■
棟瓦破損
扉ハｽﾞﾚ、経
年劣化によ
り構造体破
損倒壊の恐
れあり
県
Y商
店
寛政
10年 ■ ■ ×
棟破損、屋
根瓦全体破
損
4面とも大き
く漆喰剥落
や亀裂発生
8
9
軸組修理
36 不明 × × ×
屋根全面崩
落、下屋破
損
外壁東
/南面崩落
14 構造補強
40
明治
前期 ■ ■ ×
屋根一部損
傷
外壁
全面崩落
44
明治
初期 ▲ ○ △
屋根瓦一部
落下
Ａ
保存修理工事
地区 外壁損傷 備考
保存
番号
建築
年代
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表 2-2　土蔵根損傷記録表（小野川流域Ａ，香取街道Ｂ）
屋根伏図 大屋根 大棟 年度
屋根
葺替 基礎 土台軸組等
74 不明 × × △ 屋根崩落
76 明治前期 △ △ △ 14
全面
葺替 構造補強
77 不明 × ■ ×
屋根棟瓦及
び平部分損
傷
鉢巻、
外壁崩落
14
全面
葺替 構造補強
91 大正か ○ ○ ○ 21
腐朽部材
交換
61 不明 ○ ○ ○ 9 土台修理梁取替
82
明治
24年 △ ○ △ 15
ズレ
直し
81 江戸 ○ ○ ○ 14
*下見板張
替・漆喰修
理
63 不明 ■ × ○ 屋根崩落、庇破損
7
8
16
全面
葺替
土台修理
梁取替
75 不明 ○ ○ ▲
鉢巻部分が
崩れ
軒先が大き
く落ち込んだ
13 ズレ直し
64 不明 △ ○ × 壁は崩落個所が多数 9
全面
葺替
構造補強
（柱・梁追
加）
65 不明 △ ○ △ 15
ズレ
直し
野垂木
取替
保存修理工事
Ｂ
地区 保存番号
建築
年代
外壁
損傷 備考
56 
76 
77 
56 
76 
77 
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図 9　分析対象の町家（□で囲んだ建物が対象建築物　赤は小野川沿い、青は香取街道沿いを示す）
×
大
破
33
■
中
破
27 31 72
34  38  45  20
62
7  92  35  37
41 47 48
県Ｓ醤油店
県Ｋ蕎麦店
39 46
▲
小
破
県Ｎ乾物店
県Ｓ書店
△
軽
微
87  24
県Y商店  58
57
15 30 68 25
12  29　71
県Ｆ呉服店
○
無
損
傷
6  5  3 8 60
13 14 32 85
49  84  42  43
11  9  10  22
19  18  17  88
5152 83 79
80 54 55 90
70 59
県Ｎ商店 28
56
93 86 21 67  66  53
○無損傷 △軽微 ▲小破 ■中破 ×大破
外
壁
軸
組
損
傷
度
区
分
屋根損傷度区分
52％ 
16％ 
4.2　町家の耐震性と損傷
　町家の耐震性と損傷の関係を分析するために、27 棟（図 9 の□で囲んだ建
物※、66/67、68/71 は 1 棟とした）を対象に以下に示す方法で行った。
■　一般耐震診断法
　　一般耐震診断法では上部構造評点が 0.7 未満であれば倒壊する可能性が高　
　　いという判定となる。
■　壁量充足率
　　壁量充足率は X 方向 ( 間口 )Y 方向 ( 奥行き ) それぞれ 1.0 以上が必要
　　となる。
■　偏心率
　　重心と剛心を求め、偏心率は X 方向、Y 方向 0.3 未満であることが必要と
　　なる。
■　壁率比
　　4 分割法で求めた壁量率比が X 方向、Y 方向それぞれ 0.5 以上が必要と
　　なる。
■　限界耐力計算
　　稀に起きる地震で求められる損傷限界では 1/120 未満とし、極まれに起
　　きる地震では 1/30 未満であれば補修すれば再使用が可能であるとし、
　　1/15 未満であれば倒壊に対する安全性が確保できるとしている。
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4.2.1　 S 書店
0 5M
N
1階平面図 2階平面図
重心
剛心
重心
剛心
　忠敬橋すぐそばの明治 13 年建築の見世蔵である。
大屋根の屋根瓦及び下屋の瓦が崩落した。正面鉢巻
部や壁面の漆喰も大きく剥落する等の破損が生じ
た。平成 12 年に屋根及び外壁の補修工事が行われ、
平成 17 年に破風・ケラバ・扉の補修工事が行われ
ていたが、大規模な屋根葺替工事等は行われていな
かった。平面図を見ても明らかのように 1 階道路側
は耐震要素がない為に、偏心率が大きく、剛心を中
心に建物が回転し、正面側の瓦の崩落は著しいが裏
側の屋根は大きくずれてはいるが、崩落はしていな
い。偏心の大きい損傷の特徴を示している。限界耐
力計算では損傷限界レベルでは 1/112 と 1/120 と
下回っていたことで外壁損傷は小破となっていた。
極まれに起きる地震の安全限界レベルでは間口方向
が 1/12 と倒壊する可能性が高いという評価となっ
ており、何らかの耐震要素を付加することが望まし
い。
図 10-1　位置図
図 10-2　平面図
写真 8　正面写真
小野川
忠敬橋
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0 5M
N
1階平面図 2階平面図
重心
剛心
重心
剛心
表 3-1　損傷記録
4.2.2 　K 蕎麦店
小野川
忠敬橋
　忠敬橋そばの明治 23 年
建築の町家で大屋根及び下
屋の瓦が崩落した。躯体に
も歪みが生じる等の重大な
破損も見られ、内部壁面な
どにも剥離やヒビなどの損
傷が発生した。修理工事の
履歴は無い。
　道路側の耐震要素である土壁はわずかで、限界耐力計算の稀に起きる地震で
1/83 と 1/120 を大きく下回っており、軸組に歪を起こしたものと考えられる。
極まれに起きる地震の安全限界レベルは 1/11 となっており、倒壊する可能性
が高いという評価となっており、何らかの耐震要素を付加することが望まれ
る。
図 10-3　X 方向耐震性能評価グラフ 図 10-4　Y 方向耐震性能評価グラフ 
写真 9　正面写真 図 11-1　位置図
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0 5M
N
1階平面図 2階平面図
重心
剛心剛心
重心
図 11-4　平面図
0 5M
N
1階平面図 2階平面図
重心
剛心剛心
重心
表 3-2　損傷記録
図 11-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 11-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
第 4章　佐原の損傷分析　
140
4.2.3　Y 商店
重心 重心
剛心剛心
0 5M
N
2階平面図1階平面図
図 12-2　平面図
　忠敬橋に近い小野川沿
いに面する明治 33 年の
大火の後に再建された町
家である。屋根の一部及
び軒先鉢巻、建具などが
破損した。修理工事の履
歴は無い。1 階は北西と
南東の壁量の偏在が著し
小野川
忠敬橋
写真 10　正面写真 図 12-1　位置図
く、一般耐震診断および限界耐力計算共に極めて低い評価となっている。損傷
限界レベルでは X 方向が 1/59、Y 方向が 1/35 と本来大きな損傷が起きてもお
かしくないレベルである。本地震では比較的被害は軽微で済んだが、極まれに
起きる地震においては X 方向、Y 方向共に、倒壊する可能性が非常に高い評価
となっており、耐震補強を要する建物の一つである。
図 12-3　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
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表 3-3　損傷記録
重心 重心
剛心剛心
0 5M
N
2階平面図1階平面図
図 12-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 12-5　Y 方向耐震性能評価グラフ 
4.2.4　保存番号 48
小野川
忠敬橋
写真 11　正面写真 図 13-1　位置図
　小野川下流域に建つ明治
前期建築の町家である。大
屋根の棟瓦・平瓦・下屋瓦
が落下した。小野川の地盤
の側方移動 ( 河川側 ) に伴
う基礎の損傷と躯体に歪が
生 じ た。 平 成 9 年 に 揚 げ
屋をして基礎修理が行われ
ているので被害はある程度
最小で済んだものと考えら
れる。1 階、2 階共に耐震要素が非常に少なく、特に 2 階は南北の偏在が著しい。
偏心率は X 方向、Y 方向共に 0.5 を超えている。一般耐震診断では 1 階・2 階
共に評点は著しく低く、また損傷限界レベルでは 2 階の X 方向が 1/109 と低
い。極まれに起きる地震では 1 階・2 階共に倒壊する可能性が高いという評価
となっており、耐震補強工事を要する建物の一つである。
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表 3-4　損傷記録
2階 160
1階 332
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 492
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/109
0.07 0.09 0.08 0.28 0.52 0.5 1階 1/164
2階 1/293
1階 1/208
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/20
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/15
0.37 0.45 0.42 1.07 0.12 0.00 0.34 0.21 2階 1/119
1階 1/19
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
1.60 0.20 0.00 0.29 0.23 0.68 0.71 3.38
1階 2階
1階 2階 1階 2階
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
屋根損傷 中破 屋根棟瓦落下、平瓦落下、下屋瓦落下
損傷率25％
外壁・軸組損傷 中破 地盤の側方移動（河川側）に伴う基礎の損傷と構造体の歪
重心
剛心 剛心
重心
2階平面図1階平面図 0 5MN
図 13-4　平面図
図 13-5　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
図 13-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 13-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
第４章　佐原の損傷分析　
143
4.2.5　保存番号 35
小野川
忠敬橋
N
重心 重心
剛心 剛心
0 5M1階平面図 2階平面図
図 14-2　平面図
写真 12　正面写真
図 14-1　位置図
　小野川下流域に建つ明治後期建築の町家である。
棟瓦が落下し、北側及び西側柱が不同沈下を起こし
た。 平成 8 年に外壁及び開口部の修理が行われて
いた。屋根の葺替工事の履歴は無いが、重伝建地区
選定前に引掛け瓦桟工法第 2 期の葺替え工事が行
われていたことにより、棟瓦の破損だけで済んでい
る可能性が高い。1 階・2 階共に北西と南東の壁の
偏在が大きい。
　一般耐震評点及び損傷限界レベルは他の建物と比
較して著しく低いとはいえず、北側及び西側の柱の
沈下は小野川の護岸が破損した影響が考えられる。
但し、極まれに起きる地震での安全限界レベルでは
Y 方向の 2 階が 1 階よりも先に崩壊するというレベ
ルであるという評価となっているので、何らかの耐
震要素の付加が必要である。
図 14-3　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
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表 3-5　損傷記録
2階 126
1階 246
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 372
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/254
0.28 0.24 0.32 0.32 0.28 0.28 1階 1/183
2階 1/234
1階 1/257
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/103
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/16
0.53 0.72 1.33 1.33 0.30 0.74 0.17 0.50 2階 1/27
1階 1/17
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.86 0.26 0.99 1.34 4.49 0.78 1.16 2.33
1階 2階
1階 2階 1階 2階
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
屋根損傷 中破 棟瓦落下
損傷率25％
外壁・軸組損傷 中破 北側及び西側柱不同沈下
図 14-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 14-5　Y 方向耐震性能評価グラフ 
4.2.6　保存番号 31
小野川
忠敬橋
写真 13　正面写真 図 15-1　位置図
　小野川下流域に建つ昭
和前期の建物である。地
盤 の 側 方 移 動 ( 河 川 側 )
に伴う基礎の損傷と下屋
の 構 造 体 に 歪 が 生 じ た。
平成 18 年度に全面葺替
工 事 は 行 わ れ て い な い
が、揚げ屋によるベタ基
礎工事が行われ、腐朽部
材の取替工事が行われた
が、下屋部分を施工しなかったことで破損したものと考えられる。1 階・2 階
共に北西と南東の壁の偏在がある。一般診断評点では 1 階 X 方向の評点は著
しく低く、偏心も非常に大きい。損傷限界レベルでは X 方向、Y 方向共に問題
のないレベルであるが、極まれに起きる地震では 1 階よりも先に 2 階が先に
崩壊するレベルとなっており、何らかの耐震要素の付加が必要である。
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2階 127
1階 196
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 323
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/121
0.11 0.37 0.33 0.41 0.46 0.33 1階 1/208
2階 1/284
1階 1/279
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/22
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/20
0.42 0.91 0.42 1.25 0.16 0.20 0.50 0.15 2階 1/111
1階 1/24
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
1.33 0.21 3.02 0.61 0.33 0.66 4.32 0.66
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 中破 地盤の側方移動（河川側)に伴う基礎の損傷と構造体の歪
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
表 3-6　損傷記録
図 15-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 15-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
1階平面図 2階平面図0 5M
N
重心 重心
剛心 剛心
図 15-4　平面図
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小野川
忠敬橋
図 16-1　位置図
1階平面図 2階平面図
重心
剛心剛心
重心
5M0
N
図 16-2　平面図
写真 14　正面写真
4.2.7　保存番号 20
　 香 取 街 道 沿 い に あ る 大 正 13 年 建 築 の 町 家 で あ
る。建物全体が西方向へ傾斜し、小屋組みに歪が生
じ た。 屋 根 は 無 損 傷 で あ る。 保 存 修 理 工 事 は 平 成
10 年度に棟瓦の積み直しだけが行われている。平
成 10 年度の棟の積み直しでは、熨斗瓦と冠瓦を銅
線で結ぶなどの措置が取られたことが効果があった
と考える。また小野川から 120 ｍほど離れており、
軟弱地盤の影響が少なかったことも影響していた。
　1 階 2 階 共 に X 方 向 ( 間 口 ) に 耐 震 要 素 が ほ と
んどなく一般診断評点は X 方向が 1 階 2 階共に著
し く 低 い。 損 傷 限 界 レ ベ ル で は X 方 向 が 1/96 と
1/120 を下回っているために西側へ大軸組が傾斜し
たものと思われる。極まれに起きる地震においても
安全限界レベルは X 方向が 1/12 と崩壊する可能性
が高い。何らかの耐震要素の付加が望まれる。
第４章　佐原の損傷分析　
147
2階 139
1階 149
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 288
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/237
0.08 0.49 0.11 0.58 0.26 0.16 1階 1/96
2階 1/329
1階 1/265
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/109
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/12
0.42 1.19 1.17 1.95 0.37 0.78 0.37 0.92 2階 1/125
1階 1/22
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.48 0.18 2.70 2.10 1.55 0.57 4.05 4.40
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 中破 建物全体が西方向へ傾斜し、小屋組みに歪
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
表 3-7　損傷記録
図 16-3　X 方向耐震性能評価グラフ 図 16-4　Y 方向耐震性能評価グラフ 
4.2.8　保存番号 49
小野川
忠敬橋
　忠敬橋すぐそばの明
治後期建築の町家であ
る。両隣の県指定文化
財 S 書店と K 蕎麦店は
屋根が崩落するなど多
大の被害が出たが、こ
の建物は無損傷であっ
た。 平 成 15 年 度 に 屋
根はガイドライン工法及び軸組の修理が行われた影響であると考える。稀に起
きる地震の損傷限界レベルでは 1/66 と 1/120 と大きく下回っているが、保存
修理工事が適切に行われたことで無損傷となったと考える。しかしながら、1
階の X 方向 ( 間口 ) には全く耐震要素が無く、極まれに起きる地震では倒壊す
る可能性が高く何らかの耐震要素の付加が望まれる。
写真 15　正面写真 図 17-1　位置図
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2階 157
1階 140
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 297
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/275
0.32 0.69 0.54 0.78 0.25 0.01 1階 1/66
2階 1/398
1階 1/268
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/155
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/9
0.30 1.28 1.01 1.70 0.57 0.80 0.57 0.57 2階 1/154
1階 1/22
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.29 0.17 2.43 1.95 1.85 1.06 1.98 3.47
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
表 3-8　損傷記録
図 17-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 17-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
重心 重心
剛心 剛心
1階平面図 2階平面図
N
0 5M
図 17-4　平面図
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4.2.9　保存番号 42
小野川
忠敬橋
図 18-1　位置図
重心重心
剛心 剛心
5M0
N
2階平面図1階平面図
図 18-2　平面図
写真 16　正面写真
　小野川下流の明治後期建築の町家である。屋根及
び外壁は無損傷である。平成 12 年度に屋根は全面
葺替えられ、外壁は鉄板から防火サイディングに張
り替えられている。また野地板・化粧垂木・鴨居・
柱が取り換えられている。1 階は車庫として利用さ
れるために全面的にコンクリートが打設された。
但し、1 階 X 方向 ( 間口 ) には耐震要素が全くなく、
一般耐震診断評点は 0.1 と著しく低く、損傷限界レ
ベルは 1/80 と低い。また偏心率も 0.48 と高い。
本地震では適切な保存修理工事が行われた為に無損
傷で済んだが、極まれに起きる地震の安全限界レベ
ルは X 方向が 1/11 と倒壊する可能性が高いレベル
となっている。何らかの耐震要素を付加することが
望まれる。
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表 3-9　損傷記録
2階 94
1階 152
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 246
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/263
0.1 0.54 0.54 1.02 0.48 0.06 1階 1/80
2階 1/427
1階 1/347
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/134
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/11
0.28 1.34 1.15 2.42 0.00 0.92 0.14 0.90 2階 1/172
1階 1/29
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.92 0.00 2.40 2.22 6.28 0.87 4.28 3.88
1階 2階
1階 2階 1階 2階
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 無損傷
図 18-3　X 方向耐震性能評価グラフ 図 18-4　Y 方向耐震性能評価グラフ 
4.2.10　保存番号 15
小野川
忠敬橋
写真 17　正面写真
図 19-1　位置図
　香取街道沿いの明治後期
建築の町家である。屋根の
棟瓦が一部落下し、平瓦が
全 体 的 に ず れ て い る。 外
壁・ 軸 組 の 損 傷 は 無 か っ
た。 平 成 9 年 度 に 屋 根 の
葺 替 と 外 壁 下 見 板 の 張 替
え、建具の修理が行われて
いる。棟瓦が破損している
のは、熨斗瓦と冠瓦を銅線で結びつけるなどの修理が行われなかった為である
と考えられる。本地震では屋根の葺替工事や外壁の修理工事が行われていたこ
とで被害は最小で済んでいた。北西と南東の壁の偏在は著しく、また 1 階の
間口方向の耐震要素が少なく、一般耐震診断の評点は 0.1 と著しく低い。また
損傷限界レベルも 1/104 と低く、耐震要素を付加することが望ましい。
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表 3-10　損傷記録
2階 147
1階 170
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 317
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/133
0.09 0.38 0.37 0.41 0.05 0.45 1階 1/104
2階 1/326
1階 1/283
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/143
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/12
0.35 0.97 0.93 1.18 0.00 0.20 0.60 0.20 2階 1/123
1階 1/25
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.84 0.00 2.40 0.47 0.75 1.25 3.74 0.75
1階 2階
1階 2階 1階 2階
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
屋根損傷 小破 屋根の棟瓦一部落下、全体的に平瓦のズレ
損傷率9％
外壁・軸組損傷 軽微
重心重心 剛心剛心
5M0
N
1階平面図 2階平面図
図 19-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 19-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
図 19-4　平面図
図 19-5　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
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4.2.11　保存番号 12
小野川
忠敬橋
図 20-1　位置図
写真 18　正面写真
　忠敬橋すぐそばの明治後期建築の町家である。屋
根瓦崩落に伴い、下屋庇、看板が破損した。外壁が
一部破損した。平成 15 年度に看板が旧様式で復元
され平成 18 年度に軒先が復元された工事が行われ
たが、屋根葺替工事は行われず、土葺きの屋根が崩
落した。平面図を見てもわかるように 1 階 X 方向（間
口）に耐震要素が全くなく、重心と剛心が著しくズ
レ、 偏心率は 0.54 となっている。 道路側の屋根だ
けが崩落した影響は偏心の大きい建物の特徴を示し
ている。一般耐震診断の評点は 0.07 と著しく低く、
損傷限界レベルも 1/56 と 1/120 を大きく下回った
レベルとなっている。屋根が崩落したことにより、
軸組に影響が出なかったと考えられるが、安全限界
レベルは 1/9 と低く何らかの耐 震要素の付加が望
まれる。
重心
剛心剛心
0 5M
重心
N
2階平面図1階平面図
図 20-2　平面図
図 20-3　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
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表 3-11　損傷記録
2階 164
1階 162
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 326
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/246
0.07 0.53 0.28 0.5 0.54 0.07 1階 1/56
2階 1/334
1階 1/274
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/148
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/9
0.26 1.31 0.94 1.53 0.00 0.96 0.14 0.67 2階 1/128
1階 1/22
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.85 0.00 2.22 2.32 2.03 0.29 3.49 2.32
屋根損傷 大破 屋根瓦崩落に伴い下屋庇、看板破損
損傷率70％
外壁・軸組損傷 軽微
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
.
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 20-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 20-5　Y 方向耐震性能評価グラフ 
4.2.12　保存番号 68・71
小野川
忠敬橋
写真 19　正面写真
　関東では珍しい長
屋 形 式 の 見 世 蔵 で
明 治 後 期 の 建 築 で
あ る。71 は 道 路 側
の 瓦 が 全 面 崩 落 し、
68 は棟瓦が落下し、
瓦 は ズ レ 程 度 で 済
ん で い る。71 は 瓦
の葺替え工事は土葺きで行われた為である。68 は土台及び柱の腐朽部分の取
替工事が行われ、71 は土台の修理のみで、部材の取替工事は行われていない。
修理の差が被害に差が出たと考えられる。1 階・2 階共に一般耐震診断の評点
は 0.12 及び 0.13 と著しく低い。極まれに起きる地震の安全限界レベルはわず
かに 1/15 を上回っているが、何らかの耐震要素を付加することが望ましい。
図 21-1　位置図
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重心
剛心
0 5M
N
重心
剛心
2階平面図
1階平面図
2階 191
1階 240
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 431
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/314
0.13 0.5 0.12 0.47 0.09 0.03 1階 1/192
2階 1/341
1階 1/259
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/122
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/17
0.90 1.09 1.48 1.21 0.15 0.92 0.18 1.00 2階 1/134
1階 1/21
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
2.74 0.42 1.58 1.72 4.43 0.81 2.42 2.42
1階 2階
1階 2階 1階 2階
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
屋根損傷 中破/大破６８/棟瓦落下・平瓦も全体にズレ　７１/瓦全面崩落
損傷率60％
外壁・軸組損傷 軽微
表 3-12　損傷記録
図 21-2　X 方向耐震性能評価グラフ 
図 21-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
68 71
68
71
図 21-4　平面図
図 21-5　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
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4.2.13　保存番号 66・67
小野川
忠敬橋
図 22-1　位置図
写真 20　正面写真
剛心 剛心 重心重心
N
1階平面図 2階平面図
0 5M
　忠敬橋に面している明治後期建築の町家である。
66 は 平 屋 の 屋 根 が 全 体 に ズ レ 2 階 建 て の 67 は 隅
棟瓦の一部が落下した。平成 12 年度・13 年度に屋
根の葺き替え工事と共に 1 階は揚げ屋をし、 コン
クリート基礎とされた。また土台の取替工事も行わ
れ、外壁は下見板張り工事が行われている。根本修
理が行われたにもかかわらず、屋根が破損している
が、ガイドライン工法は行われていない。平屋の道
路側と 2 階の南側に土壁が無い。 損傷限界レベル
は 67 の 2 階部分の Y 方向が 1/117 と低くなってい
る。また極まれに発生する地震では 2 階 Y 方向が 1
階より先に崩壊する可能性が高いという評価となっ
て お り、 何 ら か の 耐 震 要 素 の 付 加 が 望 ま れ る。 平
屋の 66 の屋根は切妻であるが、道路側と反対の屋
根は 2 階建ての外壁側に落ちる構造となっており、
雨仕舞の処理が不適切で今後とも外壁が腐食し、軸
組に被害が発生する可能性が高い。
66
67 67
66
67
図 22-2　平面図
図 22-3　屋根破損部分
※灰色部分は破損部分を示す
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2階 82
1階 249
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 331
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/250
0.29 0.6 0.22 0.58 0.06 0.05 1階 1/150
2階 1/117
1階 1/392
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/109
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/14
0.39 0.89 1.16 0.81 0.22 0.93 0.00 1.00 2階 1/37
1階 1/66
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.93 0.20 1.49 1.59 0.00 4.19 1.40 1.40
屋根損傷 大破 66/全体的に平瓦ズレ、67/隅棟瓦一部落下
損傷率50％
外壁・軸組損傷 無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
0
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 22-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 22-5　Y 方向耐震性能評価グラフ 
4.214　保存番号 5
小野川
忠敬橋
写真 21　正面写真 図 23-1　位置図
　小野川上流の建築時期
不明の町家であるが、昭
和 初 期 の 建 築 様 式 で あ
る。屋根・外壁共に無損
傷 で あ っ た。 平 成 10 年
度に屋根の葺替工事が行
われ、土台修理工事及び
外壁下見板工事が行われ
ていた。一般耐震診断評点・偏心率及び損傷限界レベルも特に問題なく、損傷
が無かったものと推察される。しかしながら、極まれに起きる地震の安全限界
レベルでは X 方向が 1/19、Y 方向が 1/23 となっており、最低限の耐震要素を
付加することが望ましいと考える。
表 3-13　損傷記録
第４章　佐原の損傷分析　
157
表 3-14　損傷記録
2階 102
1階 176
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 278
間口 奥行 間口 奥行 2階 1/173
0.44 0.37 0.37 0.81 0.11 0.19 1階 1/169
2階 1/413
1階 1/243
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/69
間口 奥行 間口 奥行 1階 1/19
0.40 0.62 0.52 1.55 0.38 0.44 0.79 0.66 2階 1/161
1階 1/23
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
道路側 道路側
0.84 0.32 1.26 0.55 0.79 1.00 3.71 2.44
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 23-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 23-3　Y 方向耐震性能評価グラフ 
剛心
1階平面図 2階平面図
剛心
重心 重心
5M0
N
図 23-4　平面図
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4.3　町家・分析結果のまとめと考察
　分析した町家 27 棟 ( ※ 66/67、68/71 は 1 棟とした。) の内 24 棟は A 地区 ( 小
野川沿 )、3 棟は B 地区 ( 香取街道沿い ) にある。2 階建て町家は 24 棟、平屋
は 4 棟である。保存修理工事による損傷の違いを明らかにするために、屋根
の葺替工事など全面的に修理が行われた建物と、部分修理工事や無修理の建物
に分けて分析を行った。保存修理工事が全面的に行われた建物は総じて無損傷
図 24　町家 1 階偏心率分布
図 25　町家 1 階壁率比分布
や軽微損傷の建物が多く保存修
理 工 事 の 有 効 性 が 確 か め ら れ
た。
　各事例の分析で示したように
各種の耐震診断の結果と損傷は
概ね相関関係が見られており、
損傷の大きい建物はそれぞれ個
別 の 耐 震 上 の 問 題 を 抱 え て い
た。 図 24 は 1 階の偏心率の分
布を示している。 偏心率が 0.3
を 超 え た 建 物 が 13 棟 あ り、X
方 向 ( 間 口 ) の 偏 心 率 が 0.3 を
超えた建物が 9 棟、Y 方向の偏
心率が 0.3 を超えた建物が 8 棟
となっており、真壁と比較して
偏心の大きい建物が多い。偏心
率よりも、大きく影響を与えて
いたのが、4 分割法による壁率
比が 0.5 以内の建物が非常に多
いことである。 図 25 は 1 階の
壁 率 比 を 示 し て い る。 両 方 向
の壁率比が 0.5 を超えた建物は
わ ず か に 6 棟 に す ぎ ず、 ほ と
んどの建物が壁率比 0.5 を切っ
ている。1 階 X 方向の壁率比が
0.5 を切った建物が 20 棟ある。
これは道路側の壁量が少ない為
で、道路側に壁が全くない為に
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壁率比が 0.0 の建物が 8 棟ある。　
　また延焼防止のために北西側の外壁を塗籠し、南側に庭を持つために、耐力
壁が偏在し、それにより、Y 方向の壁率比が 0.5 を切った建物が 7 棟ある。両
方向の壁率比が 0.5 を切った建物が 6 棟あり、これらの壁量が偏在していたこ
とが損傷を起こした要因と考えられる。真壁と比較して道路側の壁量の偏在の
方が多く見られ、北西側の偏在の建物が少ないが、これは、佐原と真壁の町の
成り立ちの違いによるもので、真壁は南東側に余裕のある間口を持つ在郷町の
傾向を示し、佐原は両側の隣地側に壁を設けなければならない商業地特有の傾
向を示していると考える。
4.3.1　耐震診断結果と考察
　表４は町家の耐震診断を総括したものである。
4.3.1.1　一般耐震診断と損傷
　全ての町家の上部構造評点は 0.7 を下回り、平均で 1 階の X 方向 ( 間口 ) が
0.20、Y 方向が 0.40 となっている。( ※真壁は X 方向が 0.27、Y 方向が 0.37)
真壁と比較しても評点は低い。特に X 方向は Y 方向の約 4 割しかなく間口方
向に問題があることが判る。
①　外壁・軸組損傷
　図 26-1・図 26-2 は一般耐震診断の結果と外壁・軸組損傷をグラフにしたも
のである。 外壁・軸組損傷との相関では、 保存修理工事が行われた建物は Y
方向 0.37、X 方向 0.11 の保存番号 31 の中破を除いて無損傷か軽微損傷であっ
た。評点が 0.7 を相当下回っていても無損傷か軽微損傷で済んでいる。
　また部分修理工事や無修理の建物は全て Y 方向 0.65、X 方向 0.35 以下であり、
中破が 6 棟、小破が 1 棟、軽微損傷が 4 棟となっている。部分修理工事が行
われていても 3 棟が中破、1 棟が小破となっている。無損傷の 1 棟は、部分修
理工事が行われている
②　屋根損傷
　図 26-3・図 26-4 は一般耐震診断の結果と屋根損傷をグラフにしたものであ
る。屋根損傷では、保存修理工事が行われた建物は、Y 方向が 0.6、X 方向が 0.3
を下回った 3 棟に大破と小破損傷が見られる。その他の建物は 0.7 を大幅に下
回っていても無損傷か軽微損傷で済んでいる。
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　また部分修理工事や無修理の建物は全て全て Y 方向 0.65、X 方向 0.35 以下
であり、大破が 6 棟、中破が 2 棟、小破が 1 棟、軽微損傷が 1 棟となってい
る。部分修理工事が行われていても大破が 3 棟、中破が 2 棟ある。無損傷の 2
棟は部分修理工事が行われている。
4.3.1.2　壁量充足率と損傷
　全町家の平均で 1 階 X 方向が 0.44、Y 方向が 1.01 と両方向とも 1.0 を下回っ
ている建物が多い。X 方向が Y 方向の約 5 割となっており、間口の壁量が著し
く少ないことが判る。( ※真壁は X 方向 0.38、Y 方向が 0.71)
①　外壁・軸組損傷
　図 27-1・図 27-2 は壁量充足率と損傷をグラフにしたものである。外壁・軸
組損傷との相関では、保存修理工事が行われた建物は Y 方向 0.91、X 方向 0.42
の保存番号 31 の中破を除いて無損傷か軽微損傷であった。その他の建物は壁
量充足率が 1.0 を超えた建物が見られるが、1.0 を下回っていても無損傷か軽
微損傷で済んでいる。
　また部分修理工事や無修理の建物は、Y 方向が 1.0 以下の建物と 1.0 を超え
た建物はほぼ同数であるが、X 方向は全て 0.95 以下となっている。中破が 6 棟、
小破が 1 棟、軽微損傷が 4 棟となっている。部分修理工事が行われていても 4
棟が中破、1 棟が小破となっている。無損傷の 1 棟は、部分修理工事が行われ
ている
②　屋根損傷
　図 27-3・図 27-4 は壁量充足率と屋根損傷をグラフにしたものである。保存
修理工事が行われた建物は Y 方向 1.1、X 方向が 0.9 を下回った 3 棟は大破か
小破となっている。その他の建物は壁量充足率が 1.0 を超えている建物が多い
が、1.0 を下回っていても無損傷か軽微損傷で済んでいる。
　また部分修理工事や無修理の建物は、Y 方向が 1.0 以下の建物と 1.0 を超え
た建物はほぼ同数であるが、X 方向は全て 0.95 以下となっている。大破が 6 棟、
中破が 2 棟、小破が 1 棟、軽微損傷が 1 棟となっている。部分修理工事が行
われていても大破が 3 棟、中破が 2 棟ある。無損傷の 2 棟は部分修理工事が
行われている。
4.3.1.3　限界耐力計算と損傷
　全町家の平均で X 方向が 1/112、Y 方向が 1/270 となっている。X 方向が損
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傷限界レベルである 1/120 を下回っており、Y 方向の約 5 割の耐力となって
いる。X 方向に耐力が不足していることで損傷が起きていたことが判る。( ※
真壁は X 方向 1/109、Y 方向 1/200 とほぼ同様の結果である。)
①　外壁・軸組損傷
　図 28-1・図 28-2 は損傷限界レベルと外壁・軸組損傷の相関をグラフにした
ものである。外壁・軸組損傷との相関では、保存修理工事が行われた建物は Y
方向 1/279、X 方向 1/208 の保存番号 31 の中破を除いて無損傷か軽微損傷で
あった。その他の建物は損傷限界レベルが 1/120 を超えた建物が多く見られ
るが、1/120 を超えていても無損傷か軽微損傷で済んでいる建物が 2 棟ある。
　また部分修理工事や無修理の建物は、部分修理工事が行われた 2 棟を除き
全てのレベルで損傷があり、中破が 6 棟、小破が 1 棟、軽微損傷が 4 棟となっ
ている。部分修理工事が行われていても 4 棟が中破、1 棟が小破となっている。
②　屋根損傷
　図 28-3・図 28-4 は損傷限界レベルと屋根損傷をグラフにしたものである。
保存修理工事が行われた建物は Y 方向 1/250、X 方向が 1/150 を超えた 3 棟
は大破か小破となっている。その他の無損傷や軽微損傷の建物は 1/120 を下
回っている建物が多いが、1/120 を超えていても無損傷の建物が 2 棟ある。
　また部分修理工事や無修理の建物は、部分修理工事が行われた 3 棟を除き
全てのレベルで損傷があり、 大破が 6 棟、 中破が 2 棟、 小破が 1 棟、 軽微損
傷が 1 棟となっている。部分修理工事が行われていても大破が 3 棟、中破が 2
棟ある。
　総括すると保存修理工事と部分修理工事や無修理の建物と損傷の差は明らか
に違いが出ており、保存修理工事が行われた建物は、無損傷や軽微損傷で済ん
でいる建物が多く、基礎のやり替えや、屋根を葺き替えるなど根本修理工事を
行えば耐震診断上問題があったとしても震度 5 強程度の中程度の地震では被
害は最小限に留めることが出来ることが確かめられた。
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図 26-2　一般耐震診断評点と外壁・軸組損傷分析グラフ（修理無及び一部修理工事）
図 26-1　一般耐震診断評点と外壁・軸組損傷分析グラフ（保存修理工事済）
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 26-4　一般耐震診断評点と屋根損傷分析グラフ（修理無及び一部修理工事）
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図 26-3　一般耐震診断評点と屋根損傷分析グラフ（保存修理工事済）
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 27-1　壁量充足率と外壁・軸組損傷分析グラフ（保存修理工事済）
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図 27-2　壁量充足率と外壁・軸組損傷分析グラフ（修理無及び一部修理工事）
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図 27-3　壁量充足率と屋根損傷分析グラフ（保存修理工事済）
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図 27-4　壁量充足率と屋根損傷分析グラフ（修理無及び一部修理工事）
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 28-2　限界耐力計算損傷限界レベルと屋根損傷分析グラフ（保存修理工事済）
図 28-1　限界耐力計算損傷限界レベルと外壁・軸組損傷分析グラフ（保存修理工事済）
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※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 28-3　　限界耐力計算損傷限界レベルと外壁・軸組損傷分析グラフ（修理無及び一部修理工事）
bubunnshuuri 
大破
中破
小破
軽微
無損傷
部分修理工事の建物
1/100X方向
1/50
1/100
1/120
1/200
Y方向
1/200 1/120 1/50 
0.005 0.01 0.02
12 20 
29 
30 
34 35 
60 
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S書店 
46 
48 
5
Y商店 
※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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小破
軽微
無損傷
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X方向
1/50
1/100
1/120
1/200
Y方向
12 20 
29 
30 
34 35 
60 
K蕎麦店 
S書店 
46 
48 
5
Y商店 
図 28-4　　限界耐力計算損傷限界レベルと屋根損傷分析グラフ（修理無及び一部修理工事）
※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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4.4　土蔵の耐震性と損傷
　土蔵の耐震性と損傷の関係を分析するために、平面図を入手できた 11 棟（図
29 の□で囲んだ建物）を対象に町家と同様の方法で行った。
■　一般耐震診断法
　　一般耐震診断法では上部構造評点が 0.7 未満であれば倒壊する可能性が高　
　　いという判定となる。
■　壁量充足率
　　壁量充足率は X 方向 ( 長辺 )Y 方向 ( 短辺 ) それぞれ 1.0 以上が必要
　　となる。
■　偏心率
　　重心と剛心を求め、偏心率は X 方向、Y 方向 0.3 未満であることが必要と
　　なる。
■　壁率比
　　4 分割法で求めた壁量率比が X 方向、Y 方向それぞれ 0.5 以上が必要と
　　なる。
■　限界耐力計算
　　稀に起きる地震で求められる損傷限界では 1/120 未満とし、極まれに起
　　きる地震では 1/30 未満であれば補修すれば再使用が可能であるとし、
　　1/15 未満であれば倒壊に対する安全性が確保できるとしている。
×
大
破
64
 40
県Ｙ商店
県F呉服店
36 77
■
中
破
73
▲
小
破
75 県Ｓ醤油店
△
軽
微
4 16  76  82  65
県Ｎ乾物店
44
2
1   県Ｎ商店
78   74
○
無
損
傷
69  91  61  81 63
○無損傷 △軽微 ▲小破 ■中破 ×大破
屋根損傷度区分
外
壁
軸
組
損
傷
度
区
分
35％ 
15％ 
図 29　分析対象の土蔵（□で囲んだ建物が対象建築物　赤は小野川沿い、青は香取街道沿いを示す）
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小野川
忠敬橋
4.4.1　Y 商店
図 30-1　位置図
写真 22　正面写真
　小野川沿いで忠敬橋付近に位置する寛政 10 年建
築の土蔵で長辺が短辺の 2 倍近い土蔵である。 屋
根瓦や棟が崩れるなど屋根全体が破損し、壁面は４
面とも漆喰壁に大きな剥落や亀裂が発生した。平成
8 年度に土蔵 2 階梁の復旧、老朽化した部材及び内
外壁の修理が行われ、平成 9 年度に壁の修理工事 ( 漆
喰上塗り ) が行われた。 一般耐震診断では 1 階・2
階共に Y 方向 ( 短辺 ) の上部構造評点が 0.51 と 0.45
と低く、壁量充足率では Y 方向が 1.0 を下回ってい
る。 損傷限界レベルでは 1 階の Y 方向が 1/107 と
1/120 を下まわり、極まれにおきる地震の安全限界
レベルでも 1/12 と倒壊する可能性が高いという評
価となった。下屋がとりつく短辺の隅角部に大きな
損傷があるのは、下屋との耐震性の差が損傷となっ
たと考える。
1階平面図 2階平面図
重心 重心剛心剛心
0 5MN
図 30-3　平面図
図 30-2　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
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表 5-1　損傷記録
2階 257
1階 348
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 605
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/358
0.79 0.51 0.63 0.45 0.04 0.14 1階 1/184
2階 1/197
1階 1/107
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/141
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/16
1.45 0.77 2.62 1.44 0.68 0.96 1.00 0.83 2階 1/97
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
3.56 2.41 1.61 1.66 5.23 5.23 3.14 2.62
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 中破 棟破損、屋根瓦全体破損、下屋破損
損傷率44％
外壁・軸組損傷 大破 外壁東・南面崩落
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 30-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 30-5　Y 方向耐震性能表評価グラフ
小野川
忠敬橋
図 31-1　位置図
4.4.2　F 呉服店
写真 23　正面写真
　小野川に比較的近い位
置にある明治初年建築の
土蔵である。屋根の大棟
や屋根瓦などが全体に破
損、落下し、漆喰壁面は
４面とも大きく剥落や亀
裂 が 入 っ た。 特 に 鉢 巻
周 辺 の 土 壁 が ほ と ん ど
中塗りから落下している。平成 15 年度に屋根及び外壁の補修工事が行われた
が、根本修理は行われていない。一般耐震診断の上部構造評点は 2 階の Y 方
向 ( 短辺 ) が 0.37 と低いが、壁量充足率及び損傷限界レベルでは特に著しく耐
震性が低いという評価とはなっていない。しかしながら、安全限界レベルでは
1/13 と倒壊する可能性が高く何らかの耐震要素の付加が望ましい。
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表 5-2　損傷記録
2階 219
1階 276
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 495
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/344
0.61 0.53 0.48 0.37 0.03 0.03 1階 1/170
2階 1/230
1階 1/143
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/134
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/15
1.49 1.25 2.62 1.80 0.81 1.00 1.00 0.83 2階 1/98
1階 1/13
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
3.33 2.71 2.50 2.50 3.30 3.30 2.48 2.07
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 大破 大棟落下、屋根瓦全体破損
損傷率100％
外壁・軸組損傷 大破 漆喰壁面4面とも大きく剥落や亀裂
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 31-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 31-3　Y 方向耐震性能表評価グラフ
重心
5M0
N
1階平面図 2階平面図
剛心重心剛心
図 31-5　平面図
図 31-4　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
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小野川
忠敬橋
4.4.3　保存番号 1
図 32-1　位置図
写真 24　正面写真
　小野川沿いの忠敬橋すぐそばの明治前期建築の土
蔵で長辺が短辺の 2 倍を超える土蔵である。 屋根
瓦が全面崩落し、また下屋瓦も崩落した。本体と下
屋の接合部の外壁に破損が生じ、木部が露出、内壁
が破損した。 平成 8 年度に屋根を土葺きで全面葺
き替えている。一般耐震診断の上部構造評点は 1 階・
2 階 と も 0.39・0.34 と 低 く、 壁 量 充 足 率 は Y 方 向
( 短辺 ) が 0.66 と低い。偏心率は問題のない値であ
る が、1 階 X 方 向 の 壁 率 比 が 0.22 と 大 き く 0.5 を
下回っている。 損傷限界レベルでは 1 階の Y 方向
が 1/109 と 1/120 を下まわり、 極まれにおきる地
震の安全限界レベルでも 1/12 と倒壊する可能性が
高いという評価となった。耐震診断のそれぞれの評
価においても短辺の耐震性が低いという評価となっ
た。短辺に何らかの耐震要素の付加が望まれる。
重心剛心 重心剛心
1階平面図N 2階平面図
0 5M
図 32-3　平面図
図 32-2　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
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表 5-3　損傷記録
2階 279
1階 320
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 599
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/391
0.6 0.39 0.47 0.34 0.02 0.03 1階 1/235
2階 1/199
1階 1/109
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/153
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/20
1.34 0.66 2.21 1.21 0.22 0.83 0.83 1.00 2階 1/97
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
2.11 9.79 1.14 1.38 4.83 4.03 2.42 2.42
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 大破 屋根瓦全面崩落、下屋瓦残面崩落
損傷率100%
外壁・軸組損傷 軽微
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 32-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 32-5　Y 方向耐震性能表評価グラフ
小野川
忠敬橋
4.4.4　保存番号 2
写真 25　正面写真 図 33-1　位置図
　小野川沿いの忠敬橋近辺
に位置する江戸時代建築の
土蔵である。長辺が短辺の
3 倍 を 超 え て い る 土 蔵 で、
当 初 か ら 2 階 を 住 居 と し
ていたかは不明であるが、
現 在 2 階 は 住 居 と な っ て
いる。棟瓦が落下し、屋根
瓦全面にズレが見られるが瓦の崩落は見られない。平成 8 年度に外壁と開口
部の修理が行われている為か、被害は軽微で済んでいる。一般耐震診断評点は
1 階 Y 方向 ( 短辺 ) 及び 2 階は両方向とも 0.3 前後と低い。壁量充足率は 1 階
Y 方向が 0.60 と低く、損傷限界レベルも 1/103 と低い。極まれにおきる地震
の安全限界レベルでも 1/12 と倒壊する可能性が高いという評価となった。短
辺に何らかの耐震要素が必要である。
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表 5-4　損傷記録
2階 385
1階 481
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 866
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/277
0.57 0.34 0.29 0.32 0.03 0.06 1階 1/264
2階 1/283
1階 1/103
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/102
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/22
1.38 0.60 1.55 1.41 0.61 0.86 0.73 0.90 2階 1/125
1階 1/12
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
3.34 2.04 1.30 1.11 2.33 3.21 1.94 1.75
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 中破 棟瓦落下、屋根瓦全面ズレ
損傷率28％
外壁・軸組損傷 軽微
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 33-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 33-3　Y 方向耐震性能表評価グラフ
図 33-5　平面図
図 33-4　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
吹抜け重心剛心重心剛心
2階平面図1階平面図
5M0
N
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小野川
忠敬橋
4.4.5　保存番号 36
図 34-1　位置図
写真 26　正面写真
2階平面図1階平面図
5M0N
重心重心 剛心剛心
図 34-3　平面図
　小野川に面した建築年代不明の土蔵である。屋根
が全面崩落し、下屋も破損、外壁東・南面が全面崩
落した。平成 14 年度に腐朽した柱の根継ぎ及び庇
の一部取替工事、破風板の取替え工事、下見板の取
替工事、漆喰の補修工事が行われたが、大きな損傷
となった。屋根の全面葺替工事は行われていない。
　一般耐震診断の上部構造評点は 2 階の Y 方向 ( 短
辺 ) が 0.50 と低いが、 他の土蔵と比較して壁量充
足率及び損傷限界レベルでは特に著しく耐震性が低
いという評価とはなっていない。屋根の葺替工事が
行われなかったことと小野川の軟弱地盤に位置して
いたことが損傷を大きくした要因と考える。
図 34-2　屋根破損部分　
※灰色部分は破損部分を示す
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表 5-5　損傷記録
2階 120
1階 151
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 271
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/396
0.74 0.68 0.64 0.5 0.04 0.05 1階 1/171
2階 1/228
1階 1/175
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/154
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/15
2.25 2.00 3.92 2.75 0.80 1.00 1.00 0.75 2階 1/91
1階 1/15
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
4.00 4.99 4.00 4.00 7.85 7.85 6.28 4.71
1階 2階
1階 2階 1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 大破 屋根瓦全面崩落、下屋破損
損傷率100%
外壁・軸組損傷 大破 外壁東・南面全面崩落
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
図 34-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 34-5　Y 方向耐震性能表評価グラフ
小野川
忠敬橋
4.4.6　保存番号 61
写真 27　正面写真
　小野川から約 140m 離れ
た位置にあり、長辺が短辺
の 3 倍 ほ ど あ る 建 築 時 期
不明の土蔵である。屋根及
び外壁・軸組は無損傷であ
る。 平 成 9 年 度 に 腐 朽 し
た土台や柱の根継ぎ工事、 図 35-1　位置図
下屋部分の復旧工事、土壁の補修工事、下見板の取替工事が行われている。一
般耐震診断の上部構造評点は 1 階が両方向、2 階は Y 方向 ( 短辺 ) が 0.27 と低
く、壁量充足率も同様の結果となっている。損傷限界レベルは特に問題ない。　
短辺の耐震性が低いにもかかわらず、無損傷で済んだ要因は適切な保存修理工
事が行われたものと考えるが、小野川から離れた良好な地盤の影響とも考えら
れる。安全限界レベルは 1/14 なので多少の耐力要素の付加が望ましい。
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表 5-6　損傷記録
2階 292
1階 418
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 710
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/531
0.35 0.27 0.46 0.27 0.08 0.12 1階 1/159
2階 1/171
1階 1/158
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/200
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/16
0.63 0.66 2.46 0.85 0.89 0.50 0.88 0.83 2階 1/73
1階 1/14
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
1.33 1.18 0.88 1.77 5.22 4.61 1.84 1.54
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 35-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 35-3　Y 方向耐震性能表評価グラフ
重心 重心
剛心 剛心
0 5M 2階平面図1階平面図 N
図 35-5　平面図
図 35-4　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
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図 36-2　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
小野川
忠敬橋
4.4.7　保存番号 65
図 36-1　位置図
写真 28　正面写真
　小野川から約 140 ｍ離れた位置にあり、 建築時
期不明の長辺が短辺の 3 倍近い土蔵である。 大屋
根の一部がズレ、外壁にわずかな亀裂が見られる程
度で損傷程度は軽微で済んでいる。平成 15 年度に
屋根瓦のズレ修正・漆喰盛り・土壁の補修・下見板
の張替・庇の修理・野垂木の取替工事が行われた。
根本修理は行われていない為に軽微な損傷が発生し
たが、大きな損傷とならなかったのは良好な地盤の
影響が大きいのではないかと考える。
　一般耐震診断の評点は 2 階の Y 方向 ( 短辺 ) が 0.27
と低いが、壁量充足率及び損傷限界レベルの評価は
特に低くない。しかしながら、極まれに起きる地震
の安全レベルは 1/13 と低く、何らかの耐震要素の
付加が望まれる。
重心重心
剛心剛心
1階平面図 2階平面図5M0
N
図 36-3　平面図
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小野川
忠敬橋
4.4.8　保存番号 81
写真 29　正面写真
図 37-1　位置図
　 小 野 川 か ら 140 ｍ ほ ど
の距離に位置する江戸時代
建築の土蔵である。屋根及
び 外 壁・ 軸 組 の 損 傷 は 無
い。 平成 14 年度に漆喰補
修の上、下見板張りの張替
が行われている。特に根本
修理は行われていない。
　耐震診断においては特に低い数値が各方法とも見られないので損傷が生じな
かったと考えられる。他の土蔵と比較して耐震性は優れているが、地盤もよかっ
たことで損傷が無かったとも言える。
表 5-7　損傷記録
2階 166
1階 203
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 369
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/480
0.74 0.43 0.61 0.25 0.09 0.06 1階 1/287
2階 1/166
1階 1/128
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/187
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/25
2.26 1.00 3.74 1.18 0.80 1.00 0.89 1.00 2階 1/77
1階 1/13
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
5.01 4.01 2.00 2.00 7.09 6.30 2.36 2.36
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 軽微
外壁・軸組損傷 軽微
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 36-4　X 方向耐震性能評価グラフ 図 36-5　Y 方向耐震性能表評価グラフ
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表 5-8　損傷記録
2階 106
1階 136
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ Ｘ方向 Ｙ方向 合計 242
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 2階 1/390
0.98 0.6 0.77 0.71 0.04 0 1階 1/267
2階 1/347
1階 1/190
Ｘ Ｙ Ｘ Ｙ X Y X Y 2階 1/153
長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 1階 1/22
2.29 1.66 3.53 3.14 0.83 1.00 0.80 1.00 2階 1/136
1階 1/16
Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ Ｘａ Ｘｂ Ｙイ Yロ
4.99 4.16 3.33 3.33 7.85 6.28 6.28 6.28
長辺 短辺 長辺 短辺
屋根損傷 無損傷
外壁・軸組損傷 無損傷
補修・再
使用可能
限界レベ
ル1/30
X方向
Y方向
4分割法壁量充足率
一般耐震診断 偏心率
重量(kn)1階 2階
損傷限界
レベル
1/120
X方向
壁量充足率 壁充足率比 Y方向
1階 2階
1階 2階 1階 2階
図 37-2　X 方向耐震性能評価グラフ 図 37-3　Y 方向耐震性能表評価グラフ
5M0N
重心 重心
1階平面図 2階平面図
剛心剛心
図 37-4　屋根破損部分　※灰色部分は破損部分を示す
図 37-5　平面図
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4.5　土蔵・分析結果のまとめと考察
　図 38 及び図 39 は土蔵 1 階の偏心率と壁率比の分布表である。町家と違い
全ての土蔵は偏心や壁の偏在が無い。分析した土蔵 11 棟の内 5 棟は A 地区 ( 小
野川沿 )、6 棟は B 地区 ( 小野川から約 140 ｍ離れた位置 ) にある。 表 6 で示
すように、A 地区ではすべての土蔵が屋根を中破以上、外壁・軸組損傷も無損
傷の建物は無く、大破も 3 棟となっている。B 地区では全ての土蔵の屋根は無
0.4
0.3
0.2
0.1
0
0 0.1 0.2 0.3 0.4
Y
方
向
偏
心
率
X方向偏心率
1
0.9
0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3
0.2
0.1
0
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1
1
階
Y
方
向
壁
率
比
1階X方向壁率比
図 38　土蔵 1 階偏心率分布表
図 39　土蔵 1 階壁率比分布表
損傷か軽微損傷で済み、保存番
号 75 は鉢巻や軒先の損傷をし、
外壁・軸組損傷は小破となって
いるが、他は無損傷か軽微損傷
である。全ての土蔵に何らかの
保存修理工事が実施されている
ので両地区に違いは無いが、A
地 区 と B 地 区 の 損 傷 の 違 い は
小野川沿いの軟弱な地盤の影響
であると推定できる。
　個別の分析の結果、長辺が短
辺に対して 1.8 倍を超えた土蔵
(Y 商 店・ 保 存 番 号 1・2・61・
65・75) に耐震性に問題のある
ことが判った。この理由として
土蔵の全重量に対して長辺が短
辺 の 2 倍 を 超 え る と 短 辺 の 耐
力により負担がかかることがそ
の要因と考えられる。
　 し か し な が ら、B 地 区 の 61
は 無 損 傷、65 は 軽 微 損 傷、75
は小破であったが、他の要因も
考えられるが、地盤の影響によ
るものが大きかったと考える。
つまり短辺の耐震性が低くても
地 盤 が 良 け れ ば 損 傷 は 起 き な
かったことになる。
第 4章　佐原の損傷分析　
186
4.5.1　耐震診断結果と考察
4.5.1.1　一般耐震診断と損傷
　全土蔵の平均で 1 階 X 方向が 0.75、Y 方向が 0.50 であり、Y 方向が倒壊の
可能性の高い 0.7 を下回っている。Y 方向は X 方向の約 7 割の評点である。
( ※真壁は X 方向が 0.71、Y 方向が 0.60 である。)
Ｘ方
向
Ｙ方
向
Ｘ
Ｙ
Ｘ
Ｙ
Ｘ
Ｙ
Ｘ
Ｙ
Ｘ
Ｙ
Ｘ
Ｙ
長辺
短辺
長辺
短辺
長辺
短辺
長辺
短辺
長辺
短辺
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短辺
X
Y
X
Y
B
81
中仕
切り
無損
傷
無損
傷
1.2
5
0.9
8
0.6
0
0.7
7
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1
1/2
67
1/1
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1/3
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0.0
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0.0
0
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①　外壁・軸組損傷
　図 40-1 は一般耐震診断の結果
と外壁・軸組損傷をグラフにした
ものである。一般耐震診断評点は
真壁では 0.7 を下回ると損傷が起
きたことが明確に表れていたが、
A 地区の土蔵 5 棟全ては損傷との
相関が見られ、 大破が見られる。
B 地区の 2 棟は長辺が 0.7 を超え
て 軽 微 損 傷 で、4 棟 は Y 方 向、X
方向共に 0.7 を下回り、無損傷か
軽微損傷で済んでいる。相関との
関係は明確とは言えない。
②　屋根損傷
　図 40-2 は一般耐震診断の結果
と屋根損傷をグラフにしたもので
ある。屋根損傷も外壁損傷と同様
の傾向を示している。
4.5.1.2　壁量充足率と損傷
　 全 土 蔵 の 平 均 で 1 階 X 方 向 が
1.73、Y 方 向 が 1.11 と X 方 向 の
約 6 割の壁量となっている。( ※
真 壁 は X 方 向 が 1.94、Y 方 向 が
1.32 で あ る か ら 壁 量 は 少 な い。
この理由は佐原の土蔵は真壁の土
蔵と比較して面積が大きいのが特
徴である )。
※
各
評
点
に
肌
色
で
塗
ら
れ
て
い
る
部
分
は
基
準
値
に
達
し
て
い
な
い
箇
所
を
示
し
て
い
る
。
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①　外壁・軸組損傷
　図 41-1 は壁量充足率と外壁・軸組損傷をグラフにしたものである。壁量充
足率は A 地区では 3 棟 (Y 商店・保存番号 1・2) が 1 階 Y 方向 ( 短辺 ) の壁量
が不足しており、損傷との相関は表れているが F 呉服店・保存番号 36 の壁量
充足率は問題の無い数字であるのに大破している。B 地区では唯一保存番号
61 の壁量充足率が 1 階両方向、2 階の Y 方向 ( 短辺 ) が不足しているが無損傷
であった。他は十分な値であるが、保存番号 75 が鉢巻と軒先を損傷し、外壁・
軸組損傷が小破となっている。
②　屋根損傷
　図 41-2 は壁量充足率と屋根損傷をグラフにしたものである。外壁・軸組損
傷と同様の傾向を示している。
　土蔵は真壁で示したように短辺の剛性上の問題、特に辺長比が 2.0 を超えた
土蔵に損傷が大きくなっていたことが佐原でも示された。
4.5.1.3　限界耐力計算と損傷
　 全 土 蔵 の 平 均 で X 方 向 ( 長 辺 ) が 1/217、Y 方 向 ( 短 辺 ) が 1/135 と 約 2/3
の耐力となっており、 短辺の耐震性が低いことが判る。( ※真壁は X 方向が
1/198、Y 方向が 1/133 と Y 方向は同様の耐力である。)
①　外壁・軸組損傷
　図 42-1 は限界耐力計算結果と外壁・軸組損傷の相関を表したグラフである。
外壁・軸組損傷では A 地区の 2 棟は 1 階の Y 方向 ( 短辺 ) が 1/120 を下回っ
ているにもかかわらず大破していた。他の 3 棟は Y 方向が 1/120 を超えてい
たので損傷との相関は表れている。
②　屋根損傷
　図 42-2 は限界耐力計算結果と屋根損傷の相関を表したグラフである。屋根
損傷では大破が 3 棟、中破が 2 棟となり、Ｂ地区は全て軽微損傷か無損傷で
済んでおり損傷との相関が明確に表れている。A 地区の大破した F 呉服店・保
存番号 36 は 1/120 を上回っているのにもかかわらず、屋根を大破している。
写真撮影日　2011/3/12 　香取市提供写真　
第 4章　佐原の損傷分析　
188
1.0
0.9
0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3 大破
中破
0.2 小破
軽微
0.1 無損傷
0 太丸は修理工事済
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1
1
階
Y
方
向
一
般
耐
震
診
断
評
点
1階X方向一般耐震診断評点
Y商店 
1 
91 
81 
36 
61 
75 
76 
2 
65 
F呉服店 
図 40-1　一般耐震診断評点と外壁・軸組損傷分析グラフ（※赤字は A 地区青地は B 地区を示している）
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図 40-2　一般耐震診断評点と屋根損傷分析グラフ（※赤字は A 地区青地は B 地区を示している）
※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 41-1　壁量充足率と外壁・軸組損傷分析グラフ（※赤字は A 地区青地は B 地区を示している）
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図 41-2　壁量充足率と屋根損傷分析グラフ（※赤字は A 地区青地は B 地区を示している）
※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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図 42-1　限界耐力計算損傷限界レベルと外壁・軸組損傷分析グラフ（※赤字は A 地区青地は B 地区を示している）
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図 42-2　限界耐力計算損傷限界レベルと屋根損傷分析グラフ（※赤字は A 地区青地は B 地区を示している）
※オレンジで囲った範囲は中破以上の損傷が起きている範囲を示す。
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重伝建地区の範囲
桐生川
渡良瀬川
足尾山系
足尾山系
桐生市役所
K-NET桐生
No７
No８
No９
N
0 1km
写真 1　桐生航空写真（google earth pro を基に編集）
桐生
重伝建地区は足尾山系に挟まれ、桐生川が形成した典型的な扇状地形に位置している。
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天満宮
図 1　桐生特定建築物配置図（出典：桐生保存地区計画図を基に編集）
有鄰館
　桐生は、町立て当初の屋敷割は間口 6 間、奥行き 40 間を基本にしていた為に、他の在郷町と比較して格段に大きい区画となっ
ている。この区画の大きさにより、桐生の発展の歴史の中で、様々な建築類型を持つ建物群が建築されていった。当初から敷
地の中央に農家型の屋敷の主屋や蔵が建てられ、表通りには町家や生産問屋、敷地の奥に通じる小路に織物職人の長屋や工場
といった多種多様な建築物が建築されてきた。その原型が今でも残されている。
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5.1　桐生の損傷分析
　本項において桐生の損傷分析を行う。桐生は長屋の割合が多いので町家と長
屋に分けて損傷分類を行った。町家 59 棟、長屋 17 棟、土蔵 35 棟の調査結果
及びその考察をまとめている。図 1 は特定建築物の分布を示したもので、町家・
土蔵・長屋・天満宮・工場・煉瓦倉庫・石蔵等を色分けで表示している。
　図 2-1 及び図 2-2 は屋根損傷度区分と外壁・軸組の損傷度区分の相関をマト
リックス図で示したもので、点線内の数字は両方の損傷度が軽微な範囲内にあ
る建物の割合と、 中破以上の割合を示したものである。 個々の建物は、 時代
別に色分けで表示している。図 2-3 及び 2-4 はそれ損傷度区分別の損傷割合を
示している。町家・土蔵共に全体の約 3 割が小破以上の損傷を起こしている。
また損傷の特徴としてあげられるのは町家・土蔵共に外壁のヒビワレを起こし
た軽微損傷が非常に多いことである。屋根及び外壁・軸組損傷が多い。屋根損
傷が多く出たのは、本震で震度 6 弱を計測したことによるものと考える。
　ボーリング資料より固有周期を求めた結果、地盤の固有周期は 0.1 秒前後で、
固い地盤であるが、ボーリングデータを見ると、地表からすぐ下には玉石混じ
りの砂礫層となっており、明らかに扇状地系を示す地質となっている。扇状地
形の影響で本震で桐生は震度 6 弱 ( 計測震度 5.5) 最大加速度が 415gal と関東
5 地区の中で最も高い加速度を計測した。しかし約 30 分後の余震では震度４、
その後も余震は継続しているが、震度 4 は 3 回と少ない。　
　次項からは、屋根及び外壁・軸組に分けて損傷度の結果をまとめている。個
別の町家の損傷記録は表 1-1 ～ 1-2 に、長屋は表 2、土蔵は表 3 にまとめている。
屋根伏図の網掛け部分の表記は真壁・佐原と同様である。
写真 2　町家と土蔵の被害写真
壁を共有しており取り付部及び外壁には損が起きている
写真 3　下屋の取り付部や鉢巻の破損
下見板は経年劣化を起こしており、地震の影響に
よる破損ではない
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図 2-1　桐生町家　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
図 2-2　桐生土蔵　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
※点線で囲まれた範囲は屋根及び外壁・軸組それぞれの損傷度が軽微以内か中破以上かを示す　数字はそれらの範囲の全棟に対する割合を示す
□で囲まれた建物は長屋　保存番号の色分けは赤江戸・明治、緑は大正、青は昭和を示す
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5.1.1　屋根損傷分析
　屋根損傷率をまとめた図 3
で 見 る と、 町 屋 29％、 長 屋
35％、 土 蔵 26％ で あ る。 図
4 及び図 5 に町家・長屋及び
土蔵の損傷の分布を表示して
いる。
　 中 破 以 上 の 損 傷 の 町 家 は
4 棟 と 少 な く、 長 屋 が 2 棟、
土 蔵 は 5 棟 で あ る。 本 震 で
関 東 5 地 区 で 最 大 の 415gal
の加速度を計測した割には、
損傷率は大きくなく、損傷程
度も大きくない。 約 30 分後
の 余 震 が 震 度 4 で あ っ た こ
とも影響していると考えられ
写真 4　隅棟の落下 写真 5　大棟の落下及び平瓦のズレ
損傷率
図 3　時代別屋根損傷率比較表 ( 単位は棟数）
る。
　表 3-1~ 表 5 を見ると、中破以上の町家・長屋では平瓦のズレや、隅棟や大
棟の瓦の破損であり、瓦全体が崩落した建物は無い。土蔵は、瓦が全面的に崩
落したのは 2 棟で、他は棟の破損が多い。
　時代別に損傷を分類したが、損傷率に大きな差は見られない。昭和 35 年建
築の町家は引掛け瓦桟工法で施工されたものと思われるが、平瓦のずれが起き
ている。保存修理工事がされていない為に、序論で示した引掛け瓦桟工法第 1
期の工法で施工されたものと思われるが、瓦は落下せず、ズレで済む第 1 期
の損傷状況を示していた。
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図 4　桐生町家屋根損傷分布図（出典：桐生保存地区計画図を基に編集）
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図 5　桐生土蔵屋根損傷分布図（出典：桐生保存地区計画図を基に編集）
第 5 章　桐生・栃木・川越の被害調査
200
図 6　時代別外壁・軸組損傷率比較表 ( 単位は棟数）
5.1.2　外壁・軸組損傷分析
　外壁・軸組損傷率をまとめ
た 図 6 で 見 る と、 外 壁 の 損
傷 率 は 町 家 が 47％、 長 屋 が
59％、 土 蔵 が 60％ と 町 家・
長 屋・ 土 蔵 共 に 屋 根 損 傷 率
よ り は 2 割 か ら 3 割 以 上 高
くなっている。図 7 及び図 8
に町家・長屋及び土蔵の損傷
の分布を表示している。
　損傷率が高いのは保存修理
工事が行われないまま被災し
たためである。中破以上の損
傷は町家 6 棟、長屋は 0、土
蔵 は 4 棟 と な っ て お り 全 体
から見ると多くは無い。町家・長屋・土蔵共に多くが軽微な損傷で表面仕上げ
の剥離や亀裂であり。中塗りから土壁が崩れているのは町家が 2 棟、土蔵が 1
棟と少ない。時代別の損傷率に違いは見られないが、中破以上は明治・大正時
代の建物が多い。土蔵の破損の特徴は鉢巻部分を破損しているものが多い。ま
た桐生の特徴として土蔵が文庫蔵が多く、町家と直に接続しているものが多
く、双方がその接続部分で破損しているものが多く見られた。町家・土蔵共に
屋根損傷と比較して軽微な損傷が多くなっている。
5.1.3　考察
　桐生は関東の内陸部にありながら、本震で震度 6 弱、三成分加速度 415gal
を計測した。その要因は桐生川が形成した扇状地形の影響で、東西の足尾山系
の反射波で、地震波が増幅された結果ある。
　加速度に影響される屋根の損傷率は大きくない。損傷の多くは平瓦のズレと
棟の損傷である。真壁や佐原と比較して屋根損傷が少なかったのは、約 30 分
後の余震が震度 4 であったことが影響していたと考えられる。
写真撮影日　2011/4/12　桐生市提供写真
損傷率
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図 7　桐生町家外壁・軸組損傷分布図（出典：桐生保存地区計画図を基に編集）
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図 8　桐生土蔵外壁・軸組損傷分布図（出典：桐生保存地区計画図を基に編集）
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表 1-1　町家屋根損傷記録表
大屋根 大棟等
2-34 明治以前 △ ○ ■
下屋破損・下屋の梁が抜け落ちる
二階、下屋部の梁が抜け落ちる。外壁面が下
地を含め剥離している
2-61 明治前期 ○ ○ ○
1-3 明治前期 ▲ ○ ×
部分的に瓦のｽﾞﾚ
外壁を覆う鉄板の裏側の土壁が崩れている形
跡がある。
1-65 明治10年 ○ ○ △ 外壁のコンクリートブロックに亀裂がある
1-84 明治11年 ○ ○ × 下見板の裏側の土壁が崩れる
2-1 明治11年 ○ ○ ○
1-50 明治11年 ▲ △ ○ 部分的に瓦のズレあり
1-4 明治16年 ○ ○ ○
1-11 明治21年 ○ ○ △ 外壁のコンクリートブロックに亀裂
1-64 明治21年 ○ ○ ■ 小屋組みに損傷（梁に亀裂、補強必要）、外壁面が下地を含め剥離している
2-40 明治21年 ○ ○ ○
2-27 明治21年頃 ○ ○ ○
2-49 明治25年 △ △ ○ 部分的に瓦のズレあり
1-54 明治26年 ○ ○ ○
1-20 明治27年 ▲ ■ △ 部分的に瓦のズレあり外壁仕上表面の剥離
1-10 明治31年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に剥離がある
1-14 明治31年 ○ ○ ○
1-48 明治31年 ○ ○ ○
1-44 明治31年 ▲ ■ △
棟が崩れ全体的に瓦のズレ、ゆるみが見られ
る。
外壁仕上表面に剥離がある。
1-7 明治32年 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している。ハチマキにも亀裂や表面剥離がある
1-15 明治36年 ○ ○ ○
1-87 明治40年 ▲ △ △ 部分的に瓦のズレあり外壁仕上表面に亀裂がある
1-24 明治41年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に剥離がある
1-56 明治後期 ○ ○ ○
1-8 大正01年 ▲ △ ○ 屋根瓦全体にゆるみが見られる
1-52 大正02年 ○ ○ ○
2-46 大正03年 ○ ○ ○
損傷概要保存番号 建築年代 屋根伏図
屋根損傷
外壁損傷
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表 1-2　町家屋根損傷記録表
大屋根 大棟等
1-68 大正04年 ○ ○ △ 外壁表面のタイルが浮き上がっている
2-21 大正04年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に亀裂がある（コーキングで修理可能）
2-5 大正05年 ○ ○ ■ 小屋組みに損傷（梁の裂け1箇所、補強必要）。外壁面が下地を含め剥離している
2-6 大正05年 ○ ○ △ 煉瓦の漆喰が剥離
1-42 大正07年 ○ ○ ○
1-17 大正11年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に剥離がある
2-65 大正11年 ○ ○ ○
1-78 大正11年 × ■ ○ 棟が一部崩れがある
1-89 大正11年 × ■ ■
屋根全体に瓦のズレ見られる
小屋組みに損傷（垂木2箇所折れる。棟木仕
口のズレ、野地板ズレ）
2-22 大正12年 ○ ○ ○
1-57 大正期 ○ ○ ○
2-55 大正期 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している
2-66 昭和03年 ○ ○ △ 外壁仕上表面の剥離がある
1-73 昭和03年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に亀裂がある
1-74 昭和03年 ○ ○ ○
2-44 昭和03年 ○ ○ ○
2-54 昭和03年 × ■ ○ 屋根全体に瓦のズレ、ゆるみが見られる
1-32 昭和04年 ○ ○ ▲ 二階軒下。三面（峰身、北、西）の仕上表面に亀裂、剥離がある
1-49 昭和06年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に剥離がある
1-27 昭和07年 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している。
1-30 昭和07年 ○ ○ △ 基礎に水平方向の亀裂がある
2-33 昭和09年 ○ ○ ○
1-58 昭和前期 ○ ○ ○
1-70 昭和16年 ○ ○ ○
1-16 昭和33年 ○ ○ ○
2-64 昭和46年 ○ ○ ○
1-37 昭和08年 △ ○ ○ 部分的に瓦のズレ、ゆるみがある
1-1 昭和06年 △ ○ ○ 部分的に瓦のズレあり
1-35 昭和08年 △ × △ 棟瓦の破損、落下外壁面が下地を含め剥離している
1-80 昭和11年 ▲ ○ △ 部分的に瓦のｽﾞﾚ、ゆるみが見られる外壁面が下地を含め剥離している
2-18 昭和12年 ▲ ○ ○ 部分的に瓦のズレあり
2-56 昭和35年 ■ △ △ 屋根全体に瓦のズレが見られる外壁面の仕上表面に亀裂がある。
損傷概要保存番号 建築年代 屋根伏図 外壁損傷
屋根損傷
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表 2　長屋損傷記録表
大屋根 大棟等
1-75 明治11年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に剥離、亀裂がある
1-72 明治11年 ▲ ■ △ 棟が崩れている外壁面が下地を含め剥離している
1-45 明治26年 ▲ ○ ○ 部分的に瓦のズレあり
1-47 明治31年 ○ ○ ○
1-67 明治35年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に亀裂がある
1-39 明治43年 ○ ○ ○
1-40 大正01年 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している。（経年による劣化も考えられる）
1-41 大正01年 ○ ○ △ 外壁ブロックの目地が開く
2-63 大正06年 ○ ○ ○
1-33 昭和03年 ■ ■ △
棟の大半が崩れるなど、全体的に瓦の
ズレ、ゆるみが見られる
外壁面が下地を含め剥離している
2-35 昭和07年 ○ ○ ○
2-36 昭和07年 ▲ ■ ○ 棟が崩れ屋根全体に瓦のゆるみが見られる
2-32 昭和09年 ▲ ○ △ 部分的に瓦のズレ外壁仕上表面の剥離
2-58 昭和前期 ○ ○ △ パラペットに亀裂
2-59 昭和前期 ○ ○ △ パラペットに亀裂
1-71 昭和前期 × ■ △ 全体的に瓦のズレ、ゆるみが見られる外壁仕上表面に亀裂がある
2-67 昭和13年 ○ ○ ○
損傷概要保存番号 建築年代 屋根伏図 外壁損傷
屋根損傷
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表 3　土蔵損傷記録表
大屋根 大棟等
1-66 明治10年 × × △
瓦が全面的に落下
ハチマキ下地を含め剥離し、瓦が落下、
外壁面が下地を含め剥離している
1-85 明治11年 ○ ○ ○
1-51 明治11年 △ ○ △
瓦が落下
ハチマキ下地を含め剥離し、瓦が落下。
外壁仕上表面に剥離がある。
1-82 明治13年 ○ ○ △ ハチマキ下地を含め剥離している。外壁面が下地を含め剥離している
1-5 明治16年 × ■ ■
棟が崩れ全体的に瓦のズレ。ゆるみが
見られる。
小屋組みの異常はないが、梁の1本に亀
裂が入る
1-55 明治20年 ○ ○ ○
1-12 明治21年 ○ ○ × 北側の壁面の土壁が崩落する。東、南側の壁面にも亀裂あり
1-46 明治21年 ○ ○ ○
1-53 明治21年 ○ ○ ○
2-41 明治21年 ○ ○ ○
1-2 明治21年 ▲ △ △ 隅棟破損外壁面が下地を含め剥離している
1-69 明治21年 × ■ △
屋根大部分ｽﾞﾚあり
ハチマキ下地を含め剥離している。外壁
仕上表面に亀裂がある。
2-29 明治21年頃 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している
2-7 明治31年 ○ ○ ■ 小屋組みに損傷（登り梁に亀裂、補強必要）ハチマキが下地から崩落
2-8 明治31年 ○ ○ ○
2-9 明治31年 ○ ○ ○
2-10 明治31年 ○ ○ ○
2-11 明治31年 ○ ○ ○
2-47 明治31年 ○ ○ △ 外壁損傷あり
1-6 明治32年 ○ ○ ▲ 北側の壁面の損傷大。前面剥離の恐れがある。（下見板で覆われている）
2-62 明治33年 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している
2-12 明治41年 ○ ○ ○
2-16 明治41年 ○ ○ ○
1-25 明治41年 △ ○ △ 瓦が落下また外壁仕上表面に亀裂、剥離がある
2-23 明治後期 × × ■
母屋・野地板破損・屋根破損
小屋組みに損傷（梁が座屈、母屋、野地
に亀裂が入る。）外壁面が下地を含め剥
離している。
1-59 大正01年 ○ ○ △ 外壁仕上表面に剥離がある
1-88 大正02年 ▲ ○ △ 部分的に瓦のｽﾞﾚあり外壁仕上表面に亀裂がある
1-9 大正01年 × ■ △
棟が崩れ瓦が全面的にズレ落ちている。
（小屋組みは損傷なし）
一部ハチマキも崩落している（小屋組み
は損傷なし）
2-14 大正04年 ○ ○ ○
2-15 大正04年 ○ ○ ○
2-17 大正04年 ○ ○ ○
2-20 大正07年 ○ ○ △ ハチマキの仕上表面に亀裂あり
2-45 大正12年 ○ ○ △ 外壁損傷あり
1-43 昭和02年 ○ ○ △ 外壁面が下地を含め剥離している
1-36 昭和08年 ○ ○ △ 外壁仕上に亀裂、剥離がある
2-42 昭和前期 ○ ○ ▲ 外壁部が下地を含め剥離している
2-43 昭和前期 ○ ○ △ ハチマキ、外壁面が下地を含め剥離している
損傷概要建築年代保存番号 屋根伏図 外壁損傷
屋根損傷
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栃木
重伝建地区の範囲
永野川
巴波川
大平山系
栃木市役所
No10
JR栃木駅
N
0 500m
写真 6　栃木航空写真（google earth pro を基に編集）
微地形区分は扇状地形であるが、大平山系の下端であり、両側に山がない為に反射波の影響は無い。
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図 9　栃木特定建築物配置図（出典：栃木保存地区計画図を基に編集）
旧例幣使街道
巴波川
岡田記念館
油田味噌
　江戸時代に形成された町割りが旧例幣使街道に沿って今も残されている。旧例幣使街道は、栃木に入ると、巴波川に沿って
急激に屈曲して北進するようになる。町割りは街道に沿って平行にとられている為に、街道側の店と住居が変形して接続され
ている。
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5.2　栃木の損傷分析
　本項において栃木の町家 34 棟、土蔵 30 棟の調査結果及びその考察をまと
めている。図 9 は特定建築物の分布を示したもので、町家・土蔵・社寺建築・
石蔵・木造倉庫等を色分けで表示している。
　図 10-1 及び図 10-2 は屋根損傷度区分と外壁・軸組の損傷度区分の相関をマ
トリックス図で示したもので、点線内の数字は両方の損傷度が軽微な範囲内に
ある建物の割合と、中破以上の割合を示したものである。個々の建物は、時代
別に色分けで表示している。□で囲んだ建物は重伝建地区選定前に、栃木歴史
的町並み景観形成要綱補助を活用して保存修理工事が行われた建物を示してい
る。図 10-3、図 10-4 は損傷度区分別の損傷割合を示している。町家は約 58％ (19
棟 )、土蔵は約 40％ (12 棟 ) が軽微な損傷範囲内である。中破以上の町家は 0％、
土蔵は 7％ (2 棟 ) になっている。中破以上の建物は非常に少ない。栃木の損傷
の特徴としては、町家・土蔵共に屋根損傷よりは、外壁・軸組損傷が多くなっ
ている。
　栃木は、表層から深度 6m 位までは N 値 15~30 前後の砂礫層で、6m 以深は
N 値 40 以上の固い砂礫層が見られるから比較的良好な地盤といえる。微地形
区分では扇状地形であるが、山は片側で遠くそれによる地震動の反射波の影
響はないと見てよい。 ボーリング資料より固有周期を求めた結果、 地盤の固
有周期は 0.3 秒前後である。本震で栃木は震度 5 弱 ( 計測震度 4.6) 最大加速度
211gal を計測した。しかし約 30 分後の余震では震度４、その後も余震は継続
しているが、震度 4 は 5 回と少ない。
　次項からは、屋根及び外壁・軸組に分けて損傷度の結果をまとめている。個
別の町家の損傷記録は表 5-1・5-2 に、土蔵は表 6-1・6-2 にまとめている。屋
根伏図の網掛け部分の表記は他地区と同様である。
写真 7　町家妻壁被害写真 写真 8　土蔵棟破損写真
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屋根損傷度区分
58％
0％
×
大
破
嘉-18 嘉-57 泉-03 嘉-03 嘉-10 嘉-12
■
中
破
嘉-19 嘉-56 嘉-20 嘉-34
▲
小
破
嘉-55 嘉-25 嘉-11
△
軽
微
泉-14 嘉-54 嘉-08
嘉-59 嘉-17 嘉-46
○
無
損
傷
泉-08 泉-04 小-02
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40％
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図 10-1　栃木町家　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
図 10-2　栃木土蔵　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
※点線で囲まれた範囲は屋根及び外壁・軸組それぞれの損傷度が軽微以内か中破以上かを示す　数字はそれらの範囲の全棟に対する割合を示す
　□で囲んだものは保存修理工事履歴あり　保存番号の色分けは赤江戸・明治、緑は大正、青は昭和、黒は時代不明を示す
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図 10-3　栃木町家屋根及び外壁・軸組損傷率分布図（単位は棟数）
図 10-4　栃木土蔵屋根及び外壁・軸組損傷率分布図（単位は棟数）
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5.2.1　屋根損傷分析
　 屋 根 損 傷 率 を ま と め た 図
11・13・14 で見ると、 町屋は
9％と多くない。 町家は小破が
1 棟で中破・大破した建物は無
い。 土 蔵 は 損 傷 率 が 約 37 ％、
小 破 が 7 棟、 中 破 が 3 棟、 大
破 が 1 棟 と 町 家 と 比 較 し て 多
い。 図 13 及 び 図 14 に 町 家 及
び土蔵の損傷の分布を表示して
いる。
　表 5-1、5-2、図 11 を見ると、
町家では平瓦及び棟瓦のズレで
あ り、 瓦 の 落 下 は ほ と ん ど 無
い。時代別分類では、時代不明
図 11　屋根損傷比較表 ( 単位は棟数）
の建物が多く比較は出来ない。土蔵も、表 6-1 、6-2 を見ても平瓦と棟のズレ
程度で済んでおり、瓦の落下はほとんどない。
図 12　外壁・軸組損傷比較表 ( 単位は棟数）
損傷率
損傷率
5.2.2　外壁・軸組損傷分析
　外壁・軸組損傷率をまとめた
図 12・15・16 で見ると、町家・
土蔵共に屋根損傷率よりは高く
なっている。町家では中破以上
の 建 物 が 14 棟 ( 約 42％ ) と 多
い。軸組に若干の傾斜が見られ
るものも多い。外壁の損傷の多
くは表面仕上げの剥離や亀裂で
あり。中塗りから土壁が崩れて
い る の は 1 棟 と 少 な い。 土 蔵
は 中 破 以 上 が 10 棟 ( 約 33％ )
と多い。土壁を崩落させている
建物も 6 棟と多い。
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図 13　栃木町家屋根損傷分布図（出典：栃木保存地区計画図を基に編集）
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図 14　栃木土蔵屋根損傷分布図（出典：栃木保存地区計画図を基に編集）
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保存番号 種別 改修年度 工事項目
屋根全面葺き替え
外壁下見板張り
外壁漆喰塗
建具前面交換
屋根漆喰補修
下屋庇野地板改修
下屋庇瓦補修
住居接続部分銅版葺き
うだつ上部トタンから銅版に改修
外壁鉢巻銅版で改修
樋銅版で改修
外壁全面下見板で改修
南面・北面一部漆喰補修
雨戸戸袋1階・2階とも改修
外壁鉢巻補修
南面・北面一部漆喰補修
樋改修
屋根全面葺き替え
垂木補修
下見板・破風板全面張り替え
外部・内部土壁補修
木部塗装
面かぶり撤去
屋根葺き替え
下屋新設
アルミサッシ新設
門塀新設
屋根土葺き→瓦桟工法に改修
下見板撤去全面張り替え
下屋新設
霧除け撤去復旧
扉補修
漆喰→アクリル樹脂塗装
屋根土葺き→瓦桟工法に改修
野地板・垂木改修
外壁下見板改修
樋交換
建具ガラス取り替え
基礎石の積み直し
漆喰補修
面かぶり撤去
屋根一部補修
鉢巻銅版葺きに改修
下屋新設瓦新設
妻面トタンをハガシ下見板に張り替え
腰板下見板張り
道路面漆喰風塗装仕上げ
窓格子補修
塀一部補修
屋根土葺き→瓦桟工法に改修
1階木製戸袋新設（横引きシャッター新設の為）
木製ガラス戸取り替え
屋根土葺き→瓦桟工法に改修
屋根野地板交換
外壁下見板張りに改修
壁ジャバラモルタル塗に改修
樋交換
北側通路敷き瓦
屋根土葺き→瓦桟工法に改修
屋根野地板交換
外壁下見板張りに改修
壁ジャバラモルタル塗に改修
樋交換
北側通路敷き瓦
屋根土葺き→瓦桟工法に改修
屋根野地板交換
外壁漆喰工事
樋交換
下屋庇銅版葺き
2階屋根土葺き→瓦ガイドライン工法に改修
屋根野地板全面葺き替え
霧除け改修
屋根一部ガルバリウム鋼鈑張
樋全面取り替え
外壁下見板改修
泉-09 木造店舗 平成16年度
嘉-32 木造店舗 平成15年度
嘉-34 土蔵 平成14年度
嘉-05 陣屋 平成13年度
嘉-07 木造店舗 平成15年度
嘉-19 土蔵 平成14年度
小-01 木造住宅 平成12年度
嘉-23 見世蔵 平成13年度
嘉-41 木造店舗 平成16年度
嘉-57 土蔵 平成16年度
木造店舗・住宅 平成21年度
嘉-56 土蔵 平成16年度
嘉-55 土蔵 平成20年度
嘉-53
表 4　歴史的町並み景観形成要綱による補助対象リスト
写真 9　棟瓦破損写真
5.2.3　考察
　栃木の被害の特徴は、外壁・
軸組の損傷率が多くなっている
ことである。 栃木においては、
「 歴 史 的 町 並 み 景 観 形 成 要 綱 」
に よ り、 平 成 12 年 (2000)~ 平
成 21 年 (2009) ま で、13 棟 の
修理が行われている。( 表 4 参
照 ) 補助金要綱の目的は、外壁
の修景が基本となっており、屋
根の葺替や外壁の修理は補助金
対象となるが、基礎や軸組の修
理等は対象とならない。従って
補 助 金 要 綱 で 修 理 さ れ た 建 物
は、基礎や軸組の根本修理は行
われていない。その為に、屋根
は無損傷で済んでいるが、外壁
に被害が多く出ている。補助金
の範囲を基礎や軸組の根本修理
まで拡大しておけば、被害は起
きなかったと推定できる。
　屋根の葺替工事は序論で示し
た空葺きの引掛け瓦桟工法第 3
期が町家で５棟、ガイドライン
工 法 が 1 棟 で い ず れ も 無 損 傷
で あ る。 土 蔵 は 4 棟 に 空 葺 き
の 第 3 期 の 引 掛 け 瓦 桟 工 法 が
行われ屋根は無損傷で済んでい
たが、土蔵の長所である土の断
熱性が失われることとなってし
まった。
写真撮影日　2011/6/15
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図 15　栃木町家外壁・軸組損傷分布図（出典：栃木保存地区計画図を基に編集）
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図 16　栃木土蔵外壁・軸組損傷分布図（出典：栃木保存地区計画図を基に編集）
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表 5-1　町家損傷記録表
大屋根 大棟等 改修年度 屋根葺替 外壁修理 改修工事概要
泉ー０５ 天保10年 ○ ○ △
漆喰ヒビワレ、土壁わず
かに剥落ヒビワレ補修
箇所が肌別れ
泉ー０９ 明治10年 ○ ○ ■ 天井ボード落下傾斜（最大１°） 16 ○ ○
屋根全面葺替
外壁下見板張り　外壁
漆喰塗
泉ー１２ ○ 明治10年 ○ ○ △ 開口周り隅角部の漆喰ヒビワレ
泉ー１３ ○ 明治10年 ○ ○ △ 開口周り隅角部の漆喰ヒビワレ
嘉ー５３ ○ 明治13年 ○ ○ △
各所開口隅角部を中心
にヒビワレ
傾斜（１°程度）
21 ○ ○
2階屋根土葺き→瓦ガイ
ドライン工法
野地板全面葺き替え
一部ガルバリウム鋼鈑
張　霧除け改修　樋取
替　外壁下見板改修
嘉ー０１ 明治中期 ○ ○ △ 漆喰仕上剥離、ヒビワレ
嘉ー０２ 明治中期 ▲ △ △
棟瓦のズレ・瓦のｽﾞﾚ・
瓦1枚落下　ヒビワレ（床
の間の対面2カ所）床の
間が北方向に沈下
傾斜最大（３°）
嘉ー２３ 明治時代 ○ ○ ○ 13 △修理のみ ○
面かぶり撤去　屋根一
部補修　鉢巻銅版葺き
に改修　下屋瓦新設
妻面トタンをハガシ下見
板に張替　腰板下見板
張り
小ー０１ ○ 大正13年 ○ ○ ■
各所ヒビワレ（ヒビワレ
幅は小さい）　各所で柱
と壁の隙間
各所柱の傾斜（最大１°
程度）
12 ○ ○
屋根土葺き→瓦桟工法
に改修　　　　　　野地
板・垂木改修　外壁下見
板改修　樋交換　　基礎
石の積み直し　漆喰補
修
嘉ー３２ ○ 大正13年 ○ ○ ■ 鴨居、柱、梁の抜け出し傾斜（１°） 15 △修理のみ ○
屋根漆喰補修　下屋庇
野地板改修　下屋庇瓦
補修　住居接続部分銅
版葺き　うだつ上部トタ
ンから銅版に改修　外壁
鉢巻銅版で改修　樋銅
版で改修　外壁全面下
見板で改修　南面・北面
一部漆喰補修
嘉ー４３ 昭和4年 ▲ ○ △ 下屋瓦不陸、若干ｽﾞﾚヒビワレ
泉ー０１ ○ 昭和7年 ○ ○ ■
仕上モルタルはらみ出し
開口隅角部ヒビワレ　ヒ
ビワレ　柱と壁に大きな
隙間（複数）
天井板の落下
傾斜（１°→１本）
嘉ー４１ 昭和12年 ○ ○ ○ 16 ○
屋根土葺き→瓦桟工法
に改修　　　　1階木製戸
袋新設（横引きシャッ
ター新設の為）
木製ガラス戸取替
泉ー０２ ○ 不明 ○ ○ ■ 柱と壁の隙間４㎜程度虫害
保存修理工事
損傷概要保存番号 登録有形文化財 建設時期 屋根伏図
屋根損傷
外壁損傷
嘉ー１ 
嘉ー２ 
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表 5-2　町家損傷記録表
大屋根 大棟等 改修年度 屋根葺替 外壁修理 改修工事概要
泉ー０６ 不明 ○ ○ ○
泉ー１０ 不明 ○ ○ ○
嘉ー０５ 不明 ○ ○ ■
各所にヒビワレ　天井板
が僅かに破損　　内装仕
上げの剥落
傾斜（最大１°程度）
13 ○ ○
屋根全面葺替
垂木補修　下見板・破風
板全面張り替え　外部・
内部土壁補修
嘉ー０６ 不明 ○ ○ ■
垂れ壁の傾斜（３°）　土
壁剥離　天井板のはが
れ　壁と柱の隙
傾斜（２°程度）
嘉ー０７ 不明 ○ ○ △
垂れ壁にヒビワレ　柱と
壁の隙　腰壁の化粧板
のはずれ　天井板のは
がれ
15 ○
屋根葺替
面かぶり撤去　下屋新
設　アルミサッシ新設
嘉ー０９ 不明 ○ ○ ■ 天井ボード落下傾斜（最大１°）
嘉ー１４ 不明 ○ △ ■
ケラバ損傷
入口上部の下屋桁の腐
朽。仕上石の剥落　一部
崩落、雨漏りによる天井
板の腐朽　各所漆喰の
剥落
傾斜（最大２°程度）
嘉ー１５ 不明 ○ ○ ■
垂れ壁隅角部のヒビワ
レ
傾斜（最大２°程度）２
本
嘉ー１６ 不明 ○ ○ ■
仕口部の抜け出し４カ
所、柱と壁の隙間
傾斜（最大１°程度）
嘉ー２１ 不明 ○ ○ ○
嘉ー３９ 不明 ○ ○ ○
嘉ー４０ 不明 ○ ○ ○
嘉ー４２ 不明 ○ ○ ○
嘉ー４４ 不明 ○ ○ ○
嘉ー５０ 不明 ○ ○ △ 軒下出隅部土崩落（2カ所）
嘉ー５１ 不明 ○ ○ ○
嘉ー５８ ○ 不明 ○ ○ △ モルタル仕上破損　柱と壁の隙間
嘉ー３３ ○ 不明 △ ○ ■
煙突転倒による瓦破損
壁崩落修理済み　ヒシ型
にゆがみ、残留変形　ヒ
ビワレ
隣棟（土蔵下屋）の接触
による損壊
嘉ー１３ 不明 △ ○ ×
並丸落下
土壁崩落、小舞露出　柱
と土壁の隙間（最大８ｍ
ｍ程度）　漆喰仕上の浮
き　ヒビワレ
傾斜
損傷概要
保存修理工事
保存番号 登録有形文化財 建設時期 屋根伏図
屋根損傷
外壁損傷
嘉ー９ 
嘉ー１０ 
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表 6-1　土蔵損傷記録表
大屋根 大棟等 改修年度 屋根葺替 外壁修理 改修工事概要
嘉ー１９ 天保12年 ○ ○ ■ 漆喰破損　貫、鴨居が柱から抜け出し 14 ○ ○
屋根土葺き→瓦桟工法
に改修
下見板撤去全面張り替
え　下屋新設　霧除け
撤去復旧　扉補修
泉ー０８ 明治7年 ○ ○ ○
嘉ー１８ 明治7年 ○ ○ ×
各所漆喰仕上剥落　土
壁ヒビワレ、一部崩落
雨水による腐朽　腐朽
による傾斜（４°、
1/14．3rad）　土台の傾
斜の影響
嘉ー２４ 明治8年 ▲ △ ○ 棟の一部ズレ
泉ー１４ ○ 明治13年 ○ ○ △ 開口周り隅角部の漆喰ヒビワレ
嘉ー２０ 明治13年 ▲ ○ ■
屋根瓦ズレ、下屋傾斜
一部瓦のズレ
歪み、小さい穴3カ所
一部傾斜（1.5°）　一部
損壊、漆喰はがれ　開
口周り土壁崩落　下見
板の浮き　腐朽
嘉ー５４ ○ 明治18年 ○ ○ △
開口隅角まわりにヒビワ
レ　繊維方向に割れ（２
本）
嘉ー５７ 明治21年 ○ ○ ×
仕口部分の割れ、抜け
出し　各所で亀裂（せん
断ヒビワレ）　土壁（裏塗
り部）剥落、一部小舞折
損
16 ○ ○
屋根土葺き→瓦桟工法
に改修
屋根野地板交換
外壁下見板張りに改修
壁ジャバラモルタル塗に
改修　樋交換
嘉ー５５ ○ 明治23年
以前
○ ○ ▲
剥離　漆喰はがれ　６５
㎝間隔で垂直にヒビワ
レ　亀裂
20・21 ○ ○
屋根土葺き→瓦桟工法
に改修
屋根野地板交換　屋根
一部ガルバリウム鋼鈑
張　霧除け改修
樋全面取り替え
外壁下見板改修
嘉ー５６ ○ 明治23年
以前
○ ○ ■
各所で亀裂　隣棟との
衝突
東に傾斜（最大３°）
16 ○ ○
屋根土葺き→瓦桟工法
に改修
屋根野地板交換　外壁
下見板張りに改修　壁
ジャバラモルタル塗に改
修　樋交換
泉ー０３ ○ 明治24年 ○ ○ ×
ヒビワレ・崩落（内壁含
む）　壁崩落　床板一部
崩落　虫害
泉ー０４ 明治24年 ○ ○ ○
屋根損傷
外壁損傷
保存修理工事
損傷概要保存番号 登録有形
文化財
建設時期 屋根伏図
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表 6-2　土蔵損傷記録表
大屋根 大棟等 改修年度 屋根葺替 外壁修理 改修工事概要
嘉ー３４ ○ 明治28年 ▲ ○ ■
並丸落下　上屋と肌別
れ、　漆喰剥落、　桁下
から４３ｃｍ程度のところ
に水平ヒビワレ　壁一部
崩落　一部損壊による
不陸　開口隅角部ヒビワ
レ
14 ○
外壁鉢巻補修　南面・北
面一部漆喰補修　樋改
修
嘉ー０３ 明治45年 ▲ ○ ×
下屋崩落寸前
棟の撓み　土壁一部崩
落雨漏りによる腐朽が
原因（6～７年前）　漆喰
ハガレ
嘉ー０４ 大正2年 ▲ △ ○ 棟のズレ・下屋一部崩落
嘉－２５ 大正8年 ○ ○ ▲ 塗土崩落雨漏りが原因
小ー０２ ○ 昭和3年 ○ ○ ○
嘉ー４５ 昭和10年 ○ ○ ○
泉ー０７ 不明 ○ ○ ○
泉ー１１ 不明 ○ ○ ○
嘉ー０８ 不明 ○ ○ △
軒先の傾斜　破損、隣
棟との衝突が原因　差
鴨居の割れ　開口部上
部にヒビワレ
嘉ー３７ 不明 ○ ○ ○
嘉ー３８ 不明 ○ ○ ○
嘉ー５９ 不明 ○ ○ △ せん断ヒビワレ
嘉ー１７ 不明 ▲ ○ △
軒先付近の瓦落下
虫害　漆喰仕上剥落、
一部欠損　開口周り隅
角部ヒビワレ
嘉ー６０ ○ 不明 ▲ ○ ○ 並丸瓦の落下
嘉ー１０ 不明 ■ ○ ×
大屋根ｽﾞﾚ
トタン張り壁面内部土壁
崩落
嘉ー１２ 不明 ■ △ ×
瓦の落下、棟瓦のズレ
土壁崩落、軸組腐朽
傾斜（最大２°）　開口
周り隅角部ヒビワレ
嘉ー１１ 不明 ■ △ ▲
大屋根ズレ・棟ズレ
壁一部崩落、　漆喰剥
落、ヒビワレ、一部崩落
石ヒビワレ　歪み　たわ
み
嘉ー４６ 不明 × △ △
大屋根一部ｽﾞﾚ、破損落
下
壁一部破損落下　開口
隅角部ひびわれ　肌別
れ
損傷概要
保存修理工事
保存番号 登録有形文化財 建設時期 屋根伏図
屋根損傷
外壁損傷
嘉ー３ 
嘉ー４ 
嘉ー３ 
嘉ー４ 
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川越
重伝建地区の範囲
川越市役所
No12
No11
新河岸川
JR川越駅 N
0 1km
写真 10　川越航空写真（google earth pro を基に編集）
川越城の旧城下である重伝建地区は、新河岸川に囲まれた武蔵野台地の東北端に位置している。
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図 17　川越特定建築物配置図（出典：川越保存地区計画図を基に編集）
　川越は、近世城下町として整備され、領内の中心地として商業も発達し、その繁栄は、明治時代になっても受け継がれた。
しかし、明治 26 年 (1893)3 月 17 日に市街地の 3 分の一が焼失するという大火災が発生した。その後明治 40 年 (1907) 頃まで
には、現在の蔵造りの町並みが形成されていった。川越は、典型的な商業地区の町割りで、間口が狭く奥行の長い敷地割となっ
ている。
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5.3　川越の損傷分析
　本項において川越の町家 51 棟、土蔵 25 棟の調査結果及びその考察をまと
めている。図 17 は特定建築物の分布を示したもので、町家・土蔵・その他 ( 社
寺建築・時の鐘等 ) を色分けで表示している。
　図 18-1 及び図 18-2 は屋根損傷度区分と外壁・軸組の損傷度区分の相関をマ
トリックス図で示したもので、点線内の数字は両方の損傷度が軽微な範囲内に
ある建物の割合と、中破以上の割合を示したものである。個々の建物は、時代
別に色分けで表示している。□で囲んだ建物は保存修理工事が行われた建物を
示している。図 18-3、図 18-4 は損傷度区分別の損傷割合を示している。
　 町 家 は 約 84 ％ (43 棟 )、 土 蔵 は 約 52 ％ (12 棟 ) が 軽 微 な 損 傷 範 囲 内 で あ
る。中破以上の町家は 1 棟、土蔵は 0％となっており損傷度は大きくない。図
18-1 及び図 18-2 を見ると明らかに、ほとんど軽微な損傷で済んでいるが、屋
根損傷よりは、被害は外壁・軸組損傷に多く見られる。
　川越は、表層は関東ローム層、深度 3m 以上は砂礫層で N 値 30 ～ 50 程度
が出ているので良好な地盤といえる。ボーリング資料より固有周期を求めた結
果、地盤の固有周期は 0.3 秒前後である。本震で川越は震度 5 弱 ( 計測震度 4.5)
最大加速度 214gal を計測した。約 30 分後の余震では震度 3、その後も余震は
継続しているが、震度 4 はない。地盤が良かったことで、約 30 分後の余震や
その後の余震で、震度 4 以上を計測しなかったことが、被害が少なくて済ん
だ要因と考えられる。
　次項からは、屋根及び外壁・軸組に分けて損傷度の結果をまとめている。個
別の町家の損傷記録は表 7 に、土蔵は表 8 にまとめている。屋根伏図の網掛
け部分の表記は他地区と同様である。
写真 11　風切り瓦の破損 写真 12　漆喰のハガレ
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図 18-1　川越町家　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
図 18-2　川越土蔵　屋根及び外壁・軸組損傷度相関図
※点線で囲まれた範囲は屋根及び外壁・軸組それぞれの損傷度が軽微以内か中破以上かを示す　数字はそれらの範囲の全棟に対する割合を示す
　□で囲んだものは保存修理工事履歴あり　保存番号の色分けは赤江戸・明治、緑は大正、青は昭和、黒は時代不明を示す
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図 18-3　川越町家屋根及び外壁・軸組損傷率分布図（単位は棟数）
図 18-4　川越土蔵屋根及び外壁・軸組損傷率分布図（単位は棟数）
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5.3.1　屋根損傷分析
　屋根損傷率をまとめた図 19 で見ると、町屋 10％、土蔵 12％と少ない。図
21 及び図 22 に町家及び土蔵の損傷の分布を表示している。 本震では震度 5
弱を計測したが、その後の余震も震度 4 以上は無いことで被害を少なくして
いる。表 7、図 19 を見ると、町家では中破は 1 棟だけである。この建物は角
地にあり、道路側両方向に壁がなく軸組が変形したものである。小破した建物
の個別損傷記録を見ると、地震以前から瓦のズレがあり、それにより風切り瓦
が一部落下した要因である。時代別分類では、明治の建物が多く比較は出来な
い。土蔵は、表 8 を見ても一部の瓦のズレ程度で済んでおり、一部の瓦に落
下があった程度である。
5.3.2　外壁・軸組損傷分析
　外壁・軸組損傷率をまとめた図 23、図 25・図 26 で見ると、屋根損傷率よ
りは 2 割から 5 割以上高くなっている。 町家は中破以上の建物が 2 棟ある。
外壁の損傷の多くは表面仕上げの剥離や亀裂であり。中塗りから土壁が崩れて
いるのは 1 棟もない。土蔵の損傷率は高いが中破以上が 1 棟もない。全てが
上塗り漆喰のはがれと亀裂であり、土壁を崩落させているものは 1 棟もない。
図 19　屋根時代別損傷比較表 ( 単位は棟数） 図 20　屋根保存修理工事有無損傷比較表 ( 単位は棟数）
損傷率 
損傷率 
保存修理 
工事有無 
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図 21　川越町家屋根損傷分布図（出典：川越保存地区計画図を基に編集）
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図 22　川越土蔵屋根損傷分布図（出典：川越保存地区計画図を基に編集）
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5.3.3　考察
　川越は、本震で震度 5 弱 ( 計測震度 *4.5)、三成分加速度で 214gal を計測し
ている。屋根に損傷が発生するとされる 200gal は超えたが、屋根損傷率は町
家で 10％、土蔵で 12％という被害率となった。気象庁震度階級表では震度 6
弱以上を瓦の落下が発生するレベルであるとしているが、伝統構法の町家や土
蔵は震度 5 弱から瓦がズレたり、瓦の一部が落下するレベルであった。
　川越の被害の特徴は、外壁・軸組の損傷率が多くなっているが、大きな被害
とはなっていない。川越は、平成 11 年 (1999) に重伝建地区に選定されて以降「川
越市伝統的建造物群保存地区保存事業補助金交付要綱」が定められ、現在まで
に 22 棟の保存修理工事が行われていた。 図 20、 図 24、 表 7、 表８を見ても
保存修理工事が行われた建物は、被害はほとんど軽微な損傷で済んでいるが、
屋根葺替か構造補強のどちらかしか行われなかった建物に被害が出ている。屋
根の葺替工事は序論で示した引掛け瓦桟工法第 3 期で町家 20 棟 ( 見世蔵 4 棟
の葺替工法は不明 ) に修理が行われており、いずれも無損傷である。震度 5 弱
程度では効果が認められた。土蔵の 3 棟は土葺きで修理が行われ、1 棟の瓦の
風切り瓦がずれている。
写真撮影日　2011/6/22
図 23　外壁・軸組時代別損傷比較表 ( 単位は棟数） 図 24　外壁・軸組保存修理工事有無損傷比較表
( 単位は棟数）
損傷率 
保存修理 
工事有無 
損傷率 
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図 25　川越町家蔵外壁・軸組損傷分布図（出典：川越保存地区計画図を基に編集）
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図 26　川越土蔵外壁・軸組損傷分布図（出典：川越保存地区計画図を基に編集）
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大屋根 大棟等 年度 屋根葺替
構造
補強
25 明治20年 ○ ○ ○
9 ○ 明治26年 ○ ○ △ 南側の煉瓦ゲートとの取り合いで隙間。漆喰壁の一部脱落及び肌別れ。 15 ○
27 ○ 明治26年 ○ ○ △ 西面南側端部の蛇腹に小さな亀裂　西面腰壁に亀裂
37 ○ 明治26年 ○ ○ △ 東面腰壁洗い出し仕上に亀裂　一部漆喰が脱落、亀裂
60 ○ 明治26年 ○ ○ ▲ 漆喰の亀裂及び浮　脱落　はがれ
82 明治26年 ○ ○ ○ 22 ○ ○
36 ○ 明治26年 △ ○ △
東面南側の2階屋根の風切丸瓦にｽﾞﾚ
箱棟部分の印籠が1箇所脱落し道路に落下
漆喰のはがれ　脱落
12 ○
29 ○ 明治26年 ■ △ ■
屋根にズレ,屋根廻り箱棟に数カ所の亀裂が生じ
棟に若干の歪　建物全体が北側に若干の傾き
屋根廻り箱棟に数カ所の亀裂　棟に若干の歪
漆喰の脱落　はがれ　亀裂
12 ○ 明治26年 ○ ○ ○ 1階東側の木製建具の廻縁の外れ
34 ○ 明治28年 ○ ○ ○
45 ○ 明治28年 ○ ○ △
道路沿いの洗い出し仕上腰壁の数カ所に亀裂
腰壁の洗い出し仕上笠木に長い亀裂、南側では
一部笠木が脱落　漆喰壁亀裂、脱落　腰壁の下
部モルタルに亀裂
10 明治28年 ○ ○ ■
柱が傾き壁との取り合いに隙間　漆喰が脱落、木
部が見えている箇所あり　南面下屋の窓枠も一
部破損
12 ○
24 明治20年 ○ ○ ○ 22 ○
26 明治20年代後半 △ ○ ○
屋根瓦の一部にｽﾞﾚ　屋根の熨斗積みの漆喰が
一部脱落 12 ○
32 ○ 明治30年 ○ ○ ▲ 出隅の損傷が激しく内部の土壁が一部露出　漆喰が脱落　亀裂　はがれ　一部漆喰壁が崩落
7 ○ 明治34年 ○ ○ ○ 15 ○ ○
71 ○ 明治34年 ○ ○ ▲
北側壁面の３段ある水切の内、２段目が３～４ｍ
程度、水切とその上下の壁も一体でTの字型に一
直線に落下　漆喰壁の亀裂、浮き　剥落　損傷
亀裂
17・18 ○
55 ○ 明治38年 △ ○ △ 風切り瓦の破損漆喰壁の亀裂　剥落
28 明治44年 ○ ○ ○ 22 ○
64 明治45年 ○ ○ △ 漆喰の脱落
48 明治後期 ○ ○ ○ 19・20 ○ ○
106 明治後期 ○ ○ ○ 23 ○ ○
107 明治後期 ○ ○ ○ 23 ○ ○
75 明治後期 ○ ○ ○
103 明治後期 ○ ○ ○ 21・22 ○ ○
104 明治末 ○ ○ ○
78 明治期 ○ ○ ○
89 大正2年 ○ ○ △ 亀裂 13 ○ ○
72 ○ 大正4年 ○ ○ ▲ 亀裂　北面の洗い出し仕上が広範囲に脱落
8 ○ 大正11年 ○ ○ △ 西面の開口部周りに亀裂　一部漆喰の脱落 16 ○ ○
99 大正14年 ○ ○ ○ 20 ○ ○
98 大正期 ○ ○ ○
105 昭和4年 ○ ○ ○ 23 ○ ○
30 不明 ○ ○ ○ 13 ○ ○
38 ○ 不明 ○ ○ ○
39 不明 ○ ○ ■ 漆喰壁の脱落　内部の柱が一部傾き　北壁面に数カ所の亀裂
46 不明 ○ ○ ○
62 不明 ○ ○ △ 漆喰の損傷　亀裂
73 不明 ○ ○ ○
80 不明 ○ ○ ○
81 不明 ○ ○ ○
85 不明 ○ ○ ○
86 不明 ○ ○ ○ 12 ○ ○
87 不明 ○ ○ ○ 13 ○ ○
88 不明 ○ ○ ○ 14 ○ ○
90 不明 ○ ○ ○ 14 ○ ○
93 不明 ○ ○ ○
95 不明 ○ ○ ○
101 不明 ○ ○ ○
102 不明 ○ ○ ○
83 不明 ▲ ○ △
地震以前から2階屋根全体に瓦のｽﾞﾚあり、全体
的に2階屋ね瓦のズレが生じ、風切丸瓦が一部
脱落、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　影盛、印
籠、ケラバ等の屋根廻りの漆喰の損傷　南面東
側戸袋の鏡板が落下　南面西側戸袋の鏡板が
ずれ　漆喰壁の損傷
主な修理履歴
番号 指定文化財 建築年次 屋根伏図 損傷概要
屋根破損
外壁・軸
組破損
3 230 
29 
表 7　町家損傷記録表
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表 8　土蔵損傷記録表
大屋根 大棟等 年度 屋根葺替
構造
補強
58 嘉永3年 △ ○ ○ 風切瓦ずれ 14・15・
16
○ ○
63 文久3年 ○ ○ ▲ 漆喰が損傷　亀裂　一部脱落　漆喰壁の損傷
65 明治5年 ○ ○ ▲
漆喰の損傷　亀裂、脱落　西面漆喰壁と客座敷
内部の木部との取り合いに隙間　　南面鉢巻部
周辺の漆喰が脱落　　2階梁の亀裂が数カ所拡大
北面(客座敷内部）の客座敷天井との取り合いに
隙間
11 明治16年 ○ ○ △
南側壁面中央に縦に2本の亀裂　戸前の冠木の
出隅から逆八の字に亀裂、水切に達している　北
西の出隅部に縦の亀裂　戸前の踏み石のモルタ
ルに亀裂
16・17 ○
67 明治17年 ○ ○ ▲
地震以前から老朽化による全体的に損傷が激し
く、今回の地震によりさらに損傷が拡大　腰壁廻
りに亀裂　漆喰の損傷　亀裂
84 明治23年 △ ○ ▲
西面北側の2階屋根の風切り丸瓦がずれ、瓦が
落下
腰壁周りに亀裂　地震以前から老朽化による損
傷が著しく、今回の地震により損傷が拡大
61 ○ 明治26年 ○ ○ ▲ 東面鬼瓦部に亀裂　東面の住居棟との取り合いに亀裂　漆喰壁の損傷　亀裂
56 ○ 明治33年 ○ ○ ▲ 漆喰の脱落　亀裂及び漆喰のハガレ　落下
77 明治33年 ○ ○ ○
66 明治33年 △ ○ ▲
瓦一枚外れ
２階室内の北東角に雨漏り
漆喰が脱落　亀裂損傷
68 明治34年 ○ ○ ▲ ６１～６８の建物どうしが干渉して接続部分が損傷　漆喰の脱落、亀裂
14 不明 ○ ○ ○
31 不明 ○ ○ △ 漆喰壁の亀裂及び浮 21 ○
33 不明 ○ ○ △ 2階部分の南東出隅に縦に亀裂　北面腰壁の笠木に、横方向に長い亀裂
35 不明 ○ ○ ○
40 不明 ○ ○ ○
41 不明 ○ ○ △ 南面西側に亀裂　東壁面に亀裂　北面1階の開口部周りに亀裂
42 不明 ○ ○ △ 漆喰の亀裂　脱落
47 不明 ○ ○ ▲ 漆喰壁の一部崩落
57 ○ 不明 ○ ○ ▲ 漆喰壁の亀裂　脱落　東面壁面と隣接する室内天井との取り合いで隙間
91 不明 ○ ○ ▲ 南面の腰壁笠木に亀裂　漆喰の脱落　亀裂、剥がれ
94 不明 ○ ○ △ 漆喰壁の亀裂
96 不明 ○ ○ ○
主な修理履歴
建築年次指定文化財番号 屋根伏図 損傷概要
屋根損傷
外壁損傷
写真 13　隣家への衝突による若干の傾き 写真 14　ケラバ漆喰の脱落
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6.1　地盤と損傷の考察
6.1.1　はじめに
　関東 5 地区は 320㎞ ~390㎞と震央からの距離はほとんど変わりがない。本
項では、損傷に差が出たのは地盤により、地震動が増幅した影響ではないかと
考え、各地区の地盤と損傷について考察した。
6.1.2　各地区の震度階級・計測震度及び三成分最大加速度と余震
　第 2 章で本震及び余震の震度階級・計測震度及び最大加速度・余震回数を
まとめたが、考察の為に改めて表 1 に示している。各地区の震度階級を比較
すると、M9.0 の本震の震度は桐生と真壁が震度 6 弱 ( 計測震度 5.5)、 佐原は
震度 5 強 ( 計測震度 5.4) を計測した。栃木と川越は気象庁震度階級表による木
造建造物に被害を及ぼすという震度 5 弱を超えていた。
　屋根瓦に被害を及ぼす本震の三成分合成加速度は桐生が最も高く、415.0gal
を記録し、真壁がそれに次いで 403.2gal であった。佐原も 300gal を越えてい
た。桐生は EW が東西の山の反射波の影響か、NS より 2 割ほど高くなっていた。
栃木と川越はいずれも瓦屋根に被害を及ぼすとされる 200gal を超えていた。　
　本震から約 30 分後 (15 時 15 分 ) の茨城県沖を震源とする M7.7 の大きな余
震では、 佐原は再び震度 5 強を観測し、 真壁は震度 5 弱を計測した。 他の 3
地区は桐生と栃木が震度 4、 川越は震度３で震度 5 弱を超える余震は計測さ
れなかった。本震では三成分合成加速度は真壁・佐原共に NS と EW は変わら
ないが、15 時 15 分の余震では茨城県沖であったために、 震源に近い佐原の
三成分合成加速度は 291gal を計測し、EW( 香取街道方向 ) が 250gal を超え、
表 1　本震及び余震の記録表
三成分合成 NS EW UD 震度4 震度5弱 震度5強
桐生 GNM009桐生 6弱 5.5 415.0 281.0 354.0 157.0 364.9 3 0 0
真壁 真壁庁舎 6弱 5.5 403.2 377.0 359.1 309.1 318.4 8 1 0
佐原 香取市役所 5強 5.4 304.9 238.1 249.2 202.3 322.8 15 0 1
栃木 栃木市富田 5弱 4.6 211.0 149.3 194.7 129.0 341.0 5 0 0
川越 SIT009川越 5弱 4.5 214.0 203.0 152.0 94.0 387.1 0 0 0
真壁 真壁庁舎 5弱 4.7 215.6 154.0 165.0 94.2 106.7
佐原 香取市役所 5強 5.2 291.0 147.9 254.4 146.0 72.7
地区 観測点
本震　2011年3月11日14：46 三陸沖 M9.0
震度階級 計測震度
余震　2011年3月11日15：15　茨城県沖 M7.6
2011・9・11までの余震回数
震央との
距離
最大加速度
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NS( 小野川方向 ) に比べて 7 割ほど高くなっていた。本震の段階では瓦のズレ
程度で済んでいた香取街道沿いの町家から、余震で瓦が落下する様子が、NPO
法人小野川と佐原の町並みを考える会が編集した「佐原の町並み　東日本大震
災からの復旧 1)」の DVD に見られる。真壁は瓦屋根に被害を及ぼすとされる
200gal を超えていた。やはり、建築学会の東日本大震災調査報告でも余震に
より、瓦のずれた建物から瓦が落下したことや、土蔵や石蔵が倒壊したことが
報告されている。
　その後の余震では、真壁は震度 4 を８回、佐原は震度 4 を 15 回、桐生は 3
回、栃木は 5 回、川越は 1 回も計測してない。本震及び約 30 分後の大きな余
震、その後の余震回数を考えると、真壁・佐原で被害が大きかった要因は本震
だけではなく、その後の余震の影響が大きかったといえる。また桐生はその後
の余震では、 大きな震度を計測していないが、 本震での三成分最大加速度が
400gal を超えたことで、屋根に被害が多く出たと推測できる。
　以上を考えると、真壁・佐原・桐生で地震動が増幅した要因は地盤による影
響が大きいと考えるので、次項で各地区の地盤について考察する。
6.1.3　各地区の地盤の固有周期
　地質調査資料を基に、告示式で地盤の固有周期の推計値を求めた。真壁は、
表土はローム層に覆われているが、下層は軟弱な砂質層が 27m 以深まで続き、
地盤の固有周期の計算結果は 0.841 秒と長く、沖積層と同様の値となっていた。
　佐原は、堆積層の全てが砂質層で、固有周期に違い (0.297~0.868 秒 ) が出て
いたが、上流程固有周期が短いのは、小野川南の下総台地の影響と考えられる。
また忠敬橋から小野川下流ほど下流域ほど堆積層が厚く、軟弱地盤の固有周期
(0.647~0.848 秒 ) であった。 下流域では、 標準貫入試験Ｎ値の値が深度 25m
以深まで 2~4 となっており、その影響で液状化現象が発生し、小野川護岸の
崩壊や川底のせり上がりが発生したことが判る。
　桐生は、地表からすぐ下には玉石混じりの砂礫層となっており、明らかに扇
状地系を示す地質となっている。桐生は内陸部にあるが、航空写真で明らかの
ように、両側に山が迫り、南側に緩やかに傾斜する扇状地に重伝建地区は位置
している。桐生は、固有周期も 0.1 秒前後と扇状地形の地盤性状を表していた。　　
　栃木と川越は 0.3 秒前後の第Ⅱ種地盤の固有周期であった。
　従って、真壁と佐原で本震や余震で地震動が増幅したのは、軟弱な地盤の影
響であること。また本震で桐生の地震動が増幅したのは、扇状地形の影響であ
ると推定する。　
第 6章　全地区の考察　　
238
6.1.4　各地区の損傷比較
　第 3 章から第 5 章でまとめた各地区の損傷について屋根及び外壁・軸組の
両方の損傷を損傷度区分に基づき、損傷度の比較を考察する為に改めて示した
のが図 1・図 2 である。縦軸は屋根損傷を示し、横軸は外壁・軸組損傷を示し
ている。各数字は棟数を示し、割合は屋根及び外壁軸組損傷の両方が、無損傷
~ 大破の損傷をした建物の割合を示している。図 3 及び図 4 はそれらを比較し
やすいように棒グラフで示している。佐原は地区内で被害に違いが見られた為
に、小野川沿いと香取街道に分けて分類している。
6.1.4.1　地盤の固有周期と損傷の考察
　本項では、地盤の固有周期と屋根及び外壁・軸組の損傷率の相関を求める為
に 5 地区の比較を行った結果が図 7~ 図 10 である。佐原は地盤の影響が明瞭
である小野川沿いのみを対象に他地区との比較を行っている。　
　図 7・図 8 を見ると屋根の損傷率は、扇状地形の特殊条件である桐生を除い
て地盤の固有周期が長くなるにつれて町家・土蔵共に明確に損傷率が高くなっ
ていることが判る。町家においては、地盤固有周期が 0.3 秒前後である川越・
栃木の町家では 10％程度であった損傷率が、0.6 秒前後の佐原小野川沿いは
60％前後の損傷率になっている。真壁は 70％である。
　土蔵においては、0.3 秒前後の栃木と川越では保存修理工事の差で損傷率が
違うが、栃木で 40％程度、0.6 秒前後の佐原小野川沿いは約 90％程度となり、
真壁は 100％となっている。伝統構法である町家や土蔵の屋根の損傷率は地盤
の固有周期 0.6 秒を超えた第Ⅲ種地盤では非常に高くなるという傾向を示して
いた。
　既往研究では、瓦屋根被害率が 5％を超えた地点では、内外壁にも損傷が生
じ始めていたこと。また壁の被害は木造家屋の層間変形に関係するので、屋根
の応答加速度に関係づけられる瓦屋根の被害との間には必ずしも良い相関性は
認められなかったとしていた。
　本研究の成果では、図 9・図 10 で明らかのように地盤の固有周期が 0.3 秒
前後の栃木と 0.6 秒前後の小野川沿いと 0.8 秒前後の真壁の外壁・軸組の損傷
率を比較すると、町家・土蔵共に外壁・軸組の損傷率の差はほとんどない。震
度 5 弱から震度 6 弱程度の震度階級では、地盤の影響よりは、個々の建物の
持つ剛性や保存修理工事の有無が、損傷に大きく影響していたと考えられる。
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図１　全地区損傷度比較グラフ（町家）
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図２　全地区損傷度比較グラフ（土蔵）
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図 3　関東 5 地区の震度・余震と町家の損傷度の関係
（単位は％）
図 4　関東 5 地区の震度・余震と土蔵の損傷度の関係
（単位は％）
本震震度
三成分加速度
5 月末までの
震度 4 の回数
30 分後の余震震度
図 5　全地区屋根損傷率比較グラフ 図 6　全地区外壁・軸組損傷率比較グラフ
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図 7　地盤固有周期と屋根破損（町家）　単位は％
※佐原は小野川沿のみを対象
図 8　地盤固有周期と屋根破損（土蔵）　単位は％
※佐原は小野川沿のみを対象
図 9　地盤固有周期と外壁・軸組破損（町家）　単位は％
※佐原は小野川沿のみを対象
図 10　地盤固有周期と外壁・軸組破損（土蔵）　単位は％
※佐原は小野川沿のみを対象
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図 11　計測震度・三成分加速度と屋根破損（町家）
単位は％　※佐原は小野川沿のみを対象
図 12　計測震度・三成分加速度と屋根破損（土蔵）
単位は％　※佐原は小野川沿のみを対象
6.1.4.2　計測震度及び三成分最大加速度と屋根損傷の考察
　既往研究は計測震度で 5.0、最大地動加速度 200gal 最大速度 10㎝ /s で屋根
損傷が発生し、例外的な観測点を除けば、瓦屋根被害が 5％以上となるのは、
計測震度で 5.5 以上、最大地動加速度 400gal 以上であったとしていた。既往
研究は戦後建てられた在来軸組み工法の住宅も含んでいるので、伝統構法であ
る町家や土蔵の損傷率とは違いは出るとは思うが、本研究でも同様の条件で本
震の計測震度と三成分加速度を基にして損傷比較を行った。本項においても佐
原は小野川沿いのみを対象としている。
　図 11・図 12 を見ると、桐生は扇状地形の特殊条件なので対象から除くと他
の 4 地区では、計測震度及び三成分加速度が増加するに従って損傷度は上がっ
ている。町家においては、計測震度で 4.5、三成分加速度が 200gal を超えて、
10％程度の損傷が発生し、計測震度 5.4、三成分加速度が 300gal の佐原小野
川沿いで約 60％、計測震度 5.5、三成分加速度が 400gal の真壁では約 70％の
損傷率となっている。また 中破以上の大きな損傷は計測震度 5.4、三成分加速
度が 300gal を超えると約 45％程度発生していた。既往研究の損傷率と比較す
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ると極めて大きい。
　土蔵は、栃木と川越では保存修理工事の差で損傷率が大きく異なっている
が、 栃 木 を 基 準 に す る と 計 測 震 度 4.6、 三 成 分 加 速 度 200gal で 損 傷 率 が 約
40％、計測震度 5.4、三成分加速度 300gal の佐原小野川沿いで約 90％、計測
震度 5.5、400gal の真壁で 100％の損傷率となっていた。また 中破以上の大き
な損傷は計測震度 5.4、三成分加速度が 300gal を超えると約 60％程度発生し
ていた。桐生は町家で約 3 割、土蔵で約 25％の損傷率となっており、本震の
計測震度及び三成分加速度が 400gal を超えたにしては、損傷率は大きくない。
扇状地形の特殊条件と考える。
6.1.5　まとめ
　以上関東 5 地区の損傷比較を行ったが、真壁・佐原の損傷率が高かったのは、
本震と約 30 分後の余震が震度 5 弱を超えたことにあると考える。その理由は、
二つの地区共に第Ⅲ種地盤であるか、第Ⅲ種地盤に近い軟弱地盤であったこと
により地震動が増幅したことによると考えられる。桐生は地盤の固有周期は 0.1
秒前後と短く損傷は真壁・佐原に次いで高かったが、その理由は扇状地形によ
る影響であったと考えられる。
　地盤の固有周期及び計測震度・三成分加速度で損傷率との関係を求めると、
明確に屋根の損傷では、その損傷勾配が表れていた。町家や土蔵の屋根の損傷
率は既往研究と比較すると非常に高くなっていた。
　層間変形角の増大による外壁・軸組の損傷は川越を除いてあまり、損傷率に
差が出ていない。地盤の固有周期では、佐原の小野川沿いが 0.6 秒前後、真壁
が 0.8 秒前後で、本地震では、倒壊した建物はなかった ( 真壁では全壊した土
蔵 2 棟がある )。地震力が大きいと、最初の一撃で、耐震要素である土壁や軸
組を破壊する為に建物がより長周期となり、地震動の周期が町家や土蔵の短辺
の固有周期に近くなり、建物を倒壊させる大きな要因となるといわれている。
本地震は、関東の 5 地区では、軸組に損傷を与えるほどの地震力ではなかっ
たことや、地震動の周期が地盤の固有周期と一致しなかった為に共振が起き
ず、各地区で倒壊まで至らなかったと考えられる。
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6.2　町家の耐震性と損傷の考察
6.2.1　はじめに
　冬に頻繁に大火が発生した江戸を含む関東の重伝建地区では、町家は独自の
防火構造として発達したと考えられる。
　一つは下屋庇を持つ伝統構造である。町火消が 2 階の屋根にはしごを掛け
る為の下屋庇は、破壊消防の為に設けられたと考えられている。2 階の壁を梁
で受ける為に耐震上好ましくない軸組となっている。江戸では俗に「大坂建て」
と呼ばれた下屋庇の無い腰屋根形式の町家は禁止された。
　もう一つは、関東特有の冬の北西風で、大火が頻繁に発生したことから、隣
地からの延焼防止の為に、北西側を塗籠している。更に南に庭を設ける為に、
壁が偏在し、偏心が大きくなる構造が特徴である。
　これらの町家の耐震性が被害の要因ではないかと考え、図面が入手できた真
壁 24 棟、佐原 27 棟の耐震診断を行い、その耐震性を考察した。表 1 はその
中で 2 階建ての町家のみを示している。( 真壁 21 棟、佐原 23 棟 )
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6.2.2　間口方向の土壁の偏在
　表 1 は真壁と佐原の 2 階建て町家の耐震診断の結果の総括表である。両地
区とも一般耐震診断では、全ての建物の上部構造評点が倒壊の恐れのある 0.7
を下回っていた。特に 1 階間口方向は奥行き方向に対し真壁で約 73 ％、佐原
で 50％と 1 階間口方向の評点が極端に低くなっていた。
　限界耐力計算の損傷限界では、1 階間口方向が損傷限界 1/120 を下回った建
物が真壁 21 棟中 14 棟 2/3 に及び、 佐原 23 棟中 11 棟約 5 割となっており、
1 階間口方向に問題があることが判る。
　土壁の偏在を明らかにするために偏心率 ( 図 13・14 参照 ) と 4 分割法によ
る壁率比 ( 図 15・16 参照 ) で確認した。偏心率では、真壁において X 方向が
６棟、Y 方向が 5 棟、両方向の偏心率が 0.3 を超えた建物が 2 棟ある。佐原に
おいて X 方向が８棟、Y 方向が 5 棟、両方向が 0.3 を超えた建物が 3 棟あった。
　壁率比では、真壁において 1 階 X 方向が 13 棟、Y 方向が 10 棟、両方向が 0.5
未満の建物が 7 棟ある。佐原においては、1 階 X 方向が 17 棟、Y 方向が 7 棟、
両方向が 0.5 未満の建物が 6 棟あった。
　土壁の偏在は、外壁・軸組損傷に損傷を与えるが、保存修理工事が行われて
いない町家は、明らかに中破以上の損傷が多く見られた。1 階の壁率比が 0.5
以上になっていても、２階の壁率比が 0.5 未満の建物は 2 階の軸組が変形した
影響か、屋根を大破している建物が多く見られた。
　1 階の間口方向の耐震性が劣っているのは、道路に面する側に耐震要素であ
る土壁が無い日本の町家全体の特徴を表しているもので、真壁・佐原だけの特
徴を表しているものではない。
6.2.3　南北方向の土壁の偏在
　表 1・図 15・16 の壁率比を見ると、真壁 10 棟 (21 棟中 )・佐原 6 棟 (23 棟
中 ) に、1 階で南北の土壁の偏在がある。それによる損傷は真壁で 10 棟中 4 棟、
佐原では 6 棟中 2 棟が外壁・軸組を中破しており、1 階間口方向の土壁の偏在
の損傷度よりは小さいが、損傷度が高くなっている。真壁や佐原の平面図の偏
在を明らかにするために、真壁は図 17~22 に、佐原は図 23~27 に示している。
防火構造として発展してきた関東の町家の南北の壁の偏在が損傷の一因であっ
た可能性が高いと考えられる。
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図 17　真壁・仲町 10 平面図　昭和 12 年　
1 階と 2 階の壁の位置が揃っている。北西に塗籠されている事例
写真 1　仲町 10
図 18　真壁・仲町 07 平面図　昭和 27 年
1 階と 2 階の壁の位置が揃っている。北西に塗籠されている事例
写真 2　仲町 07
図 19　真壁・高上 08 平面図　昭和 1 年
1 階と 2 階の壁の位置が揃っている。北西に塗籠されている事例
写真 3　高上 081 階・2 階の軸組の範囲を示す
北西部分の
土壁の範囲
を示す
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図 20　真壁・高上 02 平面図　明治 1 年
下屋庇を持ち北西側を塗籠している事例
写真 4　高上 02 － 1
写真 5　高上 02 － 2
図 21　真壁・高上 36 平面図　明治 8 年
下屋庇を持ち北西側を塗籠している事例
写真 6　高上 36
図 22　真壁・仲町 01 平面図　大正 7 年
下屋庇を持ち北西側を塗籠している事例
写真 7　仲町 01
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1 階・2 階の軸組の範囲を示す
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図 23　佐原・保存番号 15　明治後期
1 階と 2 階の壁の位置が揃っている。北西に塗籠されている事例
図 24　佐原・保存番号 31　昭和前期
下屋庇を持ち北西側を塗籠している事例
図 25　佐原・保存番号 48　明治前期
2 階の北西側を塗籠している事例
写真 8　佐原保存番号 15
写真 9　佐原保存番号 31
写真 10　佐原保存番号 48
北西部分の土壁の範
囲を示す
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図 26　佐原・保存番号 5　建築時期不明
下屋庇を持ち北西側を塗籠している事例
図 27　佐原・Y 商店　明治 33 年
下屋庇を持ち北西側を塗籠している事例
写真 12　佐原 Y 商店
写真 11　佐原保存番号 5
6.2.4　伝統的な下屋庇を持つ構造
　真壁において、 平屋 (3 棟 ) を除く下屋庇の町家 (18 棟） と、 昭和期以降の
下屋庇が無い腰屋根形式の町家 (3 棟 ) の損傷比較をおこなった。表 2 で見る
ように、双方とも耐震性の評価は低いにもかかわらず、下屋庇の無い町家の損
傷は軽微な損傷で済んでいた。図 17~19 は下屋庇が無い建物の軸組の範囲を
示し、図 20~22 は下屋庇の有る軸組の範囲を示している。下屋庇の有る建物
の 1 階は壁が無く梁で受ける構造となっていることが平面図の比較で明らか
である。下屋庇の無い建物の事例が 3 例しか無い為に断定は出来ないが、耐
震性の評価は低いが、損傷が比較的軽微で済んでいたのは、1 階と 2 階の柱が
通る適切な軸組であったのが一因であったと考えられる。
　また、下宿 17 は平成 14 年 (2002) に修理工事が行われていたために無損傷
で済んでいたので、比較対象から外すと、伝統的な下屋庇の町家に損傷が多かっ
た要因は、2 階の壁を 1 階の梁で受ける好ましくない軸組の影響であった為と
考えられる。
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6.2.5　まとめ
　真壁・佐原を事例にして、関東の重伝建地区に見られる伝統的な町家の耐震
性についての分析を行った。一般耐震診断の上部構造評点及び限界耐力計算の
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損傷限界では、いずれ
も間口方向に問題があ
ることが判った。全国
の町家の特徴である道
路側に耐力壁を持たな
いために、道路側の反
対側と壁率比の差が大
きくなり、その差によ
り、明らかに耐震性が
劣っていることが確か
められた。この特徴は
全国共通の町家の耐震
性の弱点である。
　大火の多かった関東
の重伝建地区に見られ
る 町 家 の 特 徴 と し て、
南北に土壁の偏在を持
つ伝統的な構造形式が
ある。もう一つは下屋
庇を持つ伝統形式であ
る。これらの伝統的形
式が損傷を大きくした
要因ではないかと推定
し分析を行ったが、腰
屋根形式の事例が少な
く、確証を完全には得
ることは出来なかった
が、損傷の大きな要因
の一つではなかったか
と考える。
※
各
評
点
に
肌
色
で
塗
ら
れ
て
い
る
部
分
は
基
準
値
に
達
し
て
い
な
い
箇
所
を
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し
て
い
る
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図 30　真壁土蔵壁率比 図 31　佐原土蔵壁率比
6.3　土蔵の耐震性と損傷の考察
6.3.1　はじめに
　真壁 17 棟、佐原 11 棟の土蔵の耐震性について考察した。次頁の表 3 に真
壁と土蔵の耐震性についてまとめている。辺長比の小さいものから順番に表記
している。図 28 及び図 29 に真壁と佐原の土蔵の偏心率、図 30 及び図 31 に
壁率比を表したが、どちらの土蔵も土壁の偏在はほとんどなく問題の無い値で
あることが判る。
　土蔵の一般耐震診断の結果、多くの土蔵は 1 階短辺が 0.7 を切った土蔵が多
い。真壁の平均で長辺が 0.71、短辺が 0.60、佐原では長辺が 0.75、短辺が 0.50
と短辺は、X 方向長辺の約 7 割しかなく耐震性が低くなっていた。表４を見て
も判るように限界耐力計算では 1/120 が損傷限界の基準であるが、短辺が損
傷限界を超えた建物が 8 棟あった。
　従って土蔵は短辺が長辺に対し、耐震性が劣ることが判った。この要因とし
て考えられるのは、土蔵の全重量に対し、短辺の負担が長辺に比べて大きい為
と考える。従って、土蔵の面積が大きく負担する重量が重いものや、短辺側に
窓や出入り口を取るなど、土壁が少ない土蔵は耐震性が劣ることとなる。
※ X 方 向 Y 方 向
の土蔵の評点を示
している。
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6.3.2 　下屋と損傷
　真壁において辺長比は小さいのに、 損傷が大きい土蔵が多く見られた。 図
32~ 図 36 の土蔵 5 棟である。いずれも下屋が大きく取り付いており、その為
に下屋とのとりつき箇所で外壁・軸組を大きく損傷していた。重量のある本体
と軽い下屋部分との耐震性の違いにより破損したものと思われる。下屋部分が
土壁で囲われている仲町 05 以外はいずれも屋根は大きく損傷している。
6.3.3　辺長比と損傷
　図 37~ 図 45 に真壁の土蔵の代表的な平面図を辺長比の小さいものから順に
表している。外壁・軸組損傷では辺長比が 1.8 ～ 2.0 あたりに小破から大破の
建物が多く見られるが、内部に中仕切りがある建物には損傷は少ない。屋根損
傷は辺長比が 1.75 を超えた土蔵に中破や大破の建物が多く見られる。
6.3.4　地盤と損傷
　図 46~ 図 52 は佐原の土蔵の平面図である。屋根及び外壁・軸組損傷に大破
した建物が４棟あり、いずれも軟弱な小野川沿い (A) に位置している。小野川
沿いに位置している辺長比が大きい建物 3 棟は。Y 商店を除き外壁・軸組損傷
は、軽微損傷で済んでいるが、平面図を見るといずれも中仕切りがある。Y 商
店は下屋との取り合い部分で外壁を大きく破損している。屋根はいずれも中破
～大破と大きい。香取街道沿い (B) の 6 棟はいずれも屋根及び外壁・軸組損傷
程度は小さい。辺長比が大きい 2 棟の損傷は小さいが、いずれも中仕切りが
ある。その影響か、辺長比が大きくても損傷が小さかったのが特徴である。
6.3.5　まとめ
　本研究では土蔵の耐震性の問題点は、一つは短辺に弱点があること。また損
傷には剛性の異なる下屋がとりついている場合（図 32 ～ 36） は、 外壁・軸
組に損傷が大きいこと。また軟弱地盤に位置していれば、損傷が起きやすいこ
と（真壁・佐原Ａ）。また辺長比が大きい土蔵に損傷が起きやすい（表 3 に示
す辺長比が 2.0 を超える 6 棟中 3 棟が屋根又は外壁・軸組を大破）ことを、確
認することが出来た。 辺長比が大きくても内部に中仕切りがある建物（上宿
05・佐原 1・2）は外壁・軸組には損傷は軽微で済んでいた。
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図 36　真壁　仲町 03　辺長比 1.50
図 32　真壁　仲町 02　辺長比 1.16
図 33　真壁　仲町 05　辺長比 1.00
図 34　真壁　高上 13　辺長比 1.21
図 35　真壁　高上 03　辺長比 1.14
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図 40　真壁　高上 01　辺長比 1.75
図 38　真壁　高上 07　辺長比 1.50
図 41　真壁　高上 20　辺長比 1.79
図 39　真壁　高上 44　辺長比 1.60
図 37　真壁　高上 11　辺長比 1.09
図 42　真壁　下宿 15　辺長比 1.85
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図 43　真壁　下宿 16　辺長比 1.83
図 46　佐原　36　辺長比 1.25
図 47　佐原　F 呉服店　辺長比 1.40
図 45　真壁　上宿 05　辺長比 2.16
図 44　真壁　上宿 04　辺長比 2.09
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図 50　佐原　2　辺長比 3.00
図 52　佐原　61　辺長比 2.12
図 51　佐原　65　辺長比 1.88
図 49　佐原　1　辺長比 2.30
図 48　佐原　Y 商店　辺長比 2.20
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6.4　保存修理工事と損傷の考察
6.4.1　はじめに
　 震度 5 強を 2 度も計測した佐原を事例にして保存修理工事の考察を行う。
佐原は、震災前までに約 7 割の建物に修理工事が行われていた。修理工事が
行われた建物には損傷が少なかったが、工法により損傷に差が出ていた。今後
の修理工事のあり方を考察する為に、修理工事の工法と損傷の関係を考察し
た。
　
6.4.2　町家の保存修理工事の工法と損傷
　佐原は平成 7 年度から県指定文化財は 23 事業、特定建築物は平成 22 年度
までに記録された事業は 60 事業である。( ※同じ建物に複数回実施された事
業を含む ) 景観形成物や修景事業が他に 15 事業行われている。 町家は 75 棟
中 55 棟 ( 約 73％ )、土蔵は 26 棟中 20 棟 ( 約 77％ ) に何らかの保存修理工事
が行われていた。
　保存修理工事の履歴を見ると、県指定文化財と特定建築物では伝統的建造物
に対する考えの違いが見られる。県指定文化財は、腐朽した部分や、破損した
部分の修理を最小限に留め、屋根の修理では、瓦のズレを修正し、瓦を止める
漆喰の修理が行われるだけで、一部の建物を除いて根本修理は行われていな
かった。また腐朽した土台の修理は行われているが、基礎をベタ基礎とするな
どの耐震的な工法は行われていなかった。真正性を重視したとも考えらえる
が、保存修理工事費用に対する県の取り組み姿勢の問題も考えられる。
　一方、特定建築物の町家は、選定当初の工事は、面被りをしていた建物が多
く、面被りを撤去し、下屋を復旧するなど屋根や外壁の復旧工事が行われてい
た。( 写真 13~16 参照 ) 特定建築物の町家の屋根の保存修理工事は平成 8 年の
選定当初から、全面的な葺替工事が行われている。香取市の担当者によれば、
修理工事前の屋根は杉 9 ㎜の荒板の上に杉皮を葺き重ね、粘性土と砂＋藁ス
サを混ぜた 6㎝の葺き土で葺かれていた。保存修理工事開始当初は荒板まで取
り、野地板は杉 12㎜の厚板で隙間なく張替え、既に一般化していた空葺きの
引掛け瓦桟工法により葺替え ( 見世蔵や土蔵は除く )、棟瓦の多くは棟木緊結
工法が取られたとのことである。平成 15 年度からはガイドライン工法を積極
的に推薦するようになってきており、10 棟の建物に採用された。
　写真 17 は忠敬橋付近の被害写真で、左 2 棟は県指定文化財 ( Ｆ呉服店とＫ
蕎麦店 )、右 2 棟 ( 特定建築物　保存番号 85 と 49) はガイドライン工法で保存
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大屋根 大棟 屋根葺替 基礎工事 土台・軸組工事
8 A 無損傷無損傷無損傷 21 ガイドライン工法 ベタ基礎 木造剛節フレームで補強
13 A 無損傷無損傷無損傷 21 ガイドライン工法 ベタ基礎 構造補強・腐朽部材取替
72 A 無損傷無損傷 中破 17 ガイドライン工法 ベタ基礎(下屋部無）
85 A 無損傷無損傷無損傷 17 ガイドライン工法 ベタ基礎 小屋組修理
32 A 無損傷無損傷無損傷 15 ガイドライン工法 布基礎
49 A 無損傷無損傷無損傷 15 ガイドライン工法 軸組修理
84 A 無損傷無損傷無損傷 16 ガイドライン工法
43 A 無損傷無損傷無損傷 6・16 ガイドライン工法
5 A 無損傷無損傷無損傷 10 引掛け第3期 部分修理 土台修理
42 A 無損傷無損傷無損傷 12 引掛け第3期 鴨居・柱取替
3 A 無損傷無損傷無損傷 14 引掛け第3期
6 A 無損傷無損傷無損傷 6 引掛け第3期
14 A 無損傷無損傷無損傷 7 引掛け第3期
38 A 無損傷無損傷 中破 7 引掛け第3期
45 A 無損傷無損傷 中破 10 引掛け第3期
31 A 無損傷無損傷 中破 18 ベタ基礎(下屋部無） 腐朽部材取替
24 A 無損傷無損傷 軽微 15 布基礎 土台取替
28 A 軽微 大破 無損傷 10 引掛け第3期 土台・柱修理
70 A 軽微 軽微 無損傷 11 土台・柱取替
15 A 小破 大破 軽微 9 引掛け第3期
93 A 小破 無損傷無損傷 20 鉄骨でフレーム補強
37 A 中破 大破 中破 7 引掛け第3期
68 A 中破 大破 軽微 13・14 下屋復元・部分修理 土台・柱腐朽部分取替
92 A 中破 大破 中破 20 下屋葺替 腐朽土台・柱交換
47 A 中破 中破 中破 11 下屋葺替 柱・桁修理
66 A 大破 中破 無損傷 12・13 引掛け第3期 土間コン 土台取替
67 A 大破 中破 無損傷 12・13 引掛け第3期 土間コン 土台取替
71 A 大破 大破 軽微 13・14・16土葺きによる全面葺替 土台修理
90 B 無損傷無損傷無損傷 20 ガイドライン工法 ベタ基礎 軸組補強
88 B 無損傷無損傷無損傷 22 ガイドライン工法 腐朽部材交換
52 B 無損傷無損傷無損傷 19 引掛け第3期 ベタ基礎 柱・梁取替
18 B 無損傷無損傷無損傷 9 引掛け第3期 構造補強
9 B 無損傷無損傷無損傷 12 引掛け第3期 鴨居一部取替(部分修理）
10 B 無損傷無損傷無損傷 12 引掛け第3期 鴨居一部取替（部分修理）
19 B 無損傷無損傷無損傷 10 引掛け第3期 小屋組・土台・柱修理
11 B 無損傷無損傷無損傷 10 引掛け第3期 小屋組修理
54 B 無損傷無損傷無損傷 7 引掛け第3期
83 B 無損傷無損傷無損傷 16 引掛け第3期
17 B 無損傷無損傷無損傷 8 部分修理 半解体による構造補強
51 B 無損傷無損傷無損傷 19 ベタ基礎 梁新設
56 B 小破 軽微 無損傷 14 引掛け第3期 柱・土台取替・構造補強
S醤油店 A 大破 大破 中破
5・8・
913・14・
20
影森の漆喰修理 部分修理 土台交換・2階床梁交換
F呉服店 A 大破 大破 軽微 6・7・22 部分修理 一部半解体修理
87 A 無損傷無損傷 軽微 18 下屋復元・部分修理
34 A 無損傷無損傷 中破 9 下屋復元・部分修理
60 A 無損傷無損傷無損傷 9 部分修理
59 A 軽微 無損傷無損傷 7・11 部分修理
48 A 中破 大破 中破 9 部分修理 土台修理
35 A 中破 大破 中破 8 *外壁・開口部修理
53 A 大破 中破 無損傷 14 *下見板張替
12 A 大破 大破 軽微 18 軒先復元
20 B 無損傷無損傷 中破 10 棟積み直し
62 B 軽微 無損傷 中破 14 ズレ補修 敷居一部取替(部分修理）
N乾物店 A 大破 中破 小破 9・10・11 影森の漆喰修理 小上がり修理(部分修理）
S書店 A 大破 大破 軽微 12・18 部分修理
修理箇所
県指定文化財
特定建築物
全体
部分
県指定文化財
特定建築物
外壁・
軸組破
損
保存番号 地区
屋根破損 保存修理工
事施工年度
保存修理工事
表 4　佐原町家保存修理工事履歴別損傷比較表
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図 53　佐原保存修理工事有無屋根損傷率比較表 ( 単位は棟数 )
保存修理
工事有無
損傷率
図 54　佐原保存修理工事有無外壁・軸組損傷率比較表 ( 単位は棟数 )
損傷率 
保存修理 
工事個所 
写真 13　改修前　8 写真 14　改修後　8 写真 15　改修前　87 写真 16　改修後　87
写真 17　左 2 棟は F 呉服店・K 蕎麦店である。
右側 2 棟（特定建築物保存番号 85・49）は瓦のガイドライン工法
写真 18　棟瓦だけを破損した建物
第 6章　全地区の考察　　
262
修理工事が行われた建物である。県指定文化財の 2 棟は屋根が全面的に崩落し、
ガイドライン工法の２棟は無損傷であり損傷の違いが明らかである。
　平成 9 年度からは腐朽した土台の保存修理工事が見られるようになるが、特
に注目すべき点は、平成 13 年度以降から特定建築物では基礎の本格的な修理
が行われるようになっていることである。基本的には揚屋をし、ベタ基礎を打
設することが基本となっており、7 棟の建物に採用されている。文化庁の「重
要文化財 ( 建造物 ) 耐震診断・耐震補強の手引き」 において、「液状化現象が
生じた際に上部の構造物に強制的な変化が加わらないよう、盤の上に乗せる為
の鉄筋コンクリート造ベタ基礎を設置する。」と示されており、液状化が発生
した佐原においては適切な工法が保存修理工事で取られたと言える。
　
6.4.2.1　屋根の保存修理工事
　図 53・54 に保存修理工事が行われた町家と土蔵の損傷をまとめている。図
53 で は 全 て の 建 物 を 保 存 修 理 工 事 有 無 で 分 類 し、 屋 根 の 損 傷 度 に つ い て 分
類した。保存修理工事が全面的に行われた建物と無修理の建物では町家は約
47％、土蔵は約 33％の違いが見られ保存修理工事の効果が高いことが判る。
しかしながら土蔵は保存修理工事が行われた建物の損傷率が 67％と高く、保
存修理工事による効果が表れていない。
　表 4 では町家 55 棟 ( 約 73％ ) の考察を行った。直接屋根被害に影響を与える、
屋根葺替工事、基礎工事、土台・柱等の軸組工事を対象とし、無損傷から被害
の程度に応じて地区別及び県指定文化財と分けて並べている。屋根の保存修理
工事が行われた 55 棟の内無損傷は 33 棟 (60％ )、16 棟 ( 約 30％ ) の建物が大
破している。各保存修理工事の内容で、損傷を考察すると、全面葺替工事が行
われた 32 棟のうち無損傷は 25 棟 ( 約 78％ ) となっている。部分修理や無修
理の建物と全面修理の建物では約 42％の違いがあった。
　町家に瓦葺きが普及するのは明治後期である。序論 1.8.2　瓦葺き工法耐震
化の歩みで述べたように関東の町家は、大正 12 年 (1923) に発生した関東大震
災で多くの瓦屋根が崩落した為に昭和に入り、関東では引掛け瓦桟工法が普及
するようになってきた。また、戦後になり、建築基準法 ( 昭和 25 年 ) が施行され、
台風や地震の後に瓦葺き工法の耐震化は飛躍的な進歩を遂げている。
　第 3 章 ~ 第 5 章を通じて各地区の瓦屋根の損傷について考察してきたが改
めて本項で整理したのが表 5 である。
　第 1 期の引掛け瓦桟工法は平瓦の損傷はズレ程度で済んでいたので、開発
当初の瓦落下を防ぐ目的は達成されていた。但し開発当初は棟瓦の損傷に対す
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引掛け瓦桟工法第1期
（昭和中期から昭和46年建
設省告示109まで）
引掛け瓦桟工法第2期
(昭和46年建設省告示109号
から空葺き工法まで)
引掛け瓦桟工法第3期
(空葺き工法） ガイドライン工法
真壁
建築基準法施行後の3棟（仲
町07・13・下宿21）は引掛け
瓦桟工法第1期で施工されて
おり、大屋根の瓦が落下した
ものは無く、瓦のズレ程度で
済んでいる。棟瓦の破損は
起きている。
平成14年前後に葺替られた
（下宿17・19）は無損傷であ
る。また葺替時期は不明で
あるが、新しいいぶし瓦で葺
き替えられている建物（下宿
11・仲町12）も無損傷であ
る。
佐原
平成7年度から始まった保存
修理工事では、引掛け瓦桟
工法第3期の空葺き工法で
施工されている。21棟のうち
損傷したのは6棟である。損
傷した建物6棟のうち5棟は
棟瓦の落下等の損傷であ
る。6棟の平瓦は多くはズレ
程度で済んでいるので、落下
を防ぐ効果は高かったが、熨
斗瓦を銅線で緊結するだけ
の棟木緊結工法では、棟瓦
の損傷は防げなかった。
平成15年度から第4期のガイ
ドライン工法で施工された10
棟は全てが無損傷であり、軟
弱地盤においても効果が高
い。
桐生
昭和35年建築の町家は引掛
け瓦桟工法で施工されたも
のと思われるが、平瓦のず
れが起きている。引掛け瓦桟
工法第1期の工法で施工さ
れたものと思われるが、瓦は
落下せず、ズレで済む第1期
の損傷状況を示していた。
栃木
引掛け瓦桟工法第3期が町
家で５棟、土蔵は4棟に空葺
きの第3期の引掛け瓦桟工
法が行われ屋根は無損傷で
済んでおり、効果は認められ
たが、土蔵の長所である、土
の断熱性が失われることと
なってしまった。
、ガイドライン工法は1棟でい
ずれも無損傷である。
川越
引掛け瓦桟工法第3期で町
家20棟（見世蔵4棟の葺替工
法は不明）に修理が行われ
ており、いずれも無損傷であ
る。
表 5　町家の瓦葺き工法の損傷比較（土葺きは対象に含めず）
る工法は確立されていなかったので、棟瓦は多くが落下していた。
　重伝建地区の特定建築物は概ね建築から 50 年を目途に特定されるので、第
2 期の屋根工法で葺かれた建物は無いとしたが、実際は重伝建地区選定前に所
所有者が自ら葺替えた建物もあると推定できる建物はあるが、本研究では資料
が得られず特定しなかった。
　第 2 期を経て第 3 期の空葺き引掛け瓦桟工法は、瓦の葺土が無くなり、屋
根重量に対しての軽量化が図られ、平瓦も瓦桟に留付けられるようになり、耐
震性は飛躍的に向上し、真壁・栃木・川越で行われた建物では無損傷で済んで
いた。しかしながら、本震とその後の余震で 2 度も震度 5 強を計測した佐原
では、棟瓦は銅線で冠瓦と熨斗瓦を縛るだけの工法では損傷を防ぎきれていな
かった。( 写真 18 参照 )
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　栃木で 1 棟、佐原では 10 棟にガイドライン工法で葺かれていたが、平瓦だ
けではなく棟瓦も唯一無損傷であり、その効果が確かめられた。当初から佐原
の町家の屋根は空葺きの引掛け瓦桟工法 ( 引掛瓦桟工法第 3 期 ) で修理されて
いたにもかかわらず、損傷が多く出た。棟瓦の損傷がほとんどであった。
　図 55 に示す棟木緊結工法では、2 度も震度 5 強（最大加速度 300gal) 以上
の地震力が加わると、銅線で緊結するだけでは損傷を完全に防ぐことは難し
かった。H15 年度以降の修理では、 阪神淡路大震災以降開発されたガイドラ
イン工法で施工されたが、図 56 のように、ステンレスの金物で棟瓦と棟木を
押さえ込むガイドライン工法は１G（980gal) でも無損傷であることが実験で
確かめられていたが、その効果が実証された。棟瓦の損傷を防ぐために、今後
の修理工事では、ガイドライン工法を積極的に採用することが望ましいと考え
る。
図 55　棟木緊結工法
図 56　ガイドライン工法
冠瓦と棟木との緊結部分
を示す
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6.4.2.2　外壁・軸組の保存修理工事
　佐原の小野川沿いは、液状化現象が発生し、護岸が崩れた ( 写真 19・20 参照 )。
それにより宅盤が、川に向かってズレ、下屋の軸組が傾くなどの被害が発生し
た。
　表 4、図 54 を基に外壁・軸組損傷と保存修理工事の内基礎工事及び土台・
軸組工事が行われた町家を考察した。55 棟のうち、 無損傷は 33 棟 (60％ )、
12 棟が中破している。 中破している町家の 10 棟は小野川沿いに位置し、 小
野川護岸が破損し、宅盤がズレ、下屋の軸組の傾きや土間に亀裂が入るなどの
損傷となったものである。
　町家 12 棟に基礎の修理が行われている。そのうち 8 棟はベタ基礎工法で 2
棟は布基礎工法である。ベタ基礎工法 8 棟の内 6 棟が無損傷で 2 棟が中破と
なっている。保存番号 72・31 の 2 棟はベタ基礎施工が行われたにもかかわら
ず、下屋を損傷しているが、下屋部分まで基礎が施工されていなかった為であ
る。隣接している保存番号 32 は布基礎であるが、下屋部分まで施工されてい
たために無損傷であった。わずかな工事範囲で明暗を分けた。
　県指定文化財 S 醤油店は平成 5 年度から平成 20 年にかけて、6 回に分けて
様々な保存修理工事が実施されていたにもかかわらず大きな損傷となった。土
台の修理や 2 階床梁交換が行われたにもかかわらず、躯体に歪が生じた。基
礎工事が行われないなど、根本修理工事が行われなかった為に大きな損傷と
なったと考える。
　軟弱地盤である小野川地区 (A) は、屋根の葺替 ( 引掛け瓦桟工法第 3 期 ) や
軸組の補強が行われているにもかかわらず、基礎の修理が行われていなければ
損傷していた。基礎の修理は行われたが土間コンでは損傷は防げていなかっ
た。軟弱地盤では基礎の修理を優先し、ベタ基礎工法を採用することが有効で
あると考える。
写真 19　小野川護岸破損部分 写真 20　小野川護岸破損部分
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大屋根 大棟 屋根葺替 基礎工事 土台・軸組工事
4 A 無損傷 無損傷 軽微 7 全面葺替
69 A 無損傷 無損傷 無損傷 11 土間コン 腐朽土台取替・柱起こし
1 A 大破 大破 軽微 8 全面葺替
36 A 大破 大破 大破 14 構造補強
91 B 無損傷 無損傷 無損傷 21 腐朽部材交換
61 B 無損傷 無損傷 無損傷 9 土台修理・梁取替
76 B 軽微 軽微 軽微 14 全面葺替 構造補強
64 B 軽微 無損傷 大破 9 全面葺替 構造補強（柱・梁追加）
63 B 中破 大破 無損傷 7・8・16 全面葺替 土台修理・梁取替
77 B 大破 中破 大破 14 全面葺替 構造補強
S醤油店土蔵 A 中破 中破 小破 5・8～12・ 屋根解体修理 軸組解体修理
Y商店土蔵 A 中破 中破 大破 8・9 軸組修理
2 A 中破 大破 軽微 8 *外壁・開口部修理
78 A 大破 大破 軽微 14 *漆喰修理
75 B 無損傷 無損傷 小破 13 ズレ直し
81 B 無損傷 無損傷 無損傷 14 *下見板張替・漆喰修理
65 B 軽微 無損傷 軽微 15 ズレ直し 野垂木取替
82 B 軽微 無損傷 軽微 15 ズレ直し
N商店土蔵 A 大破 中破 軽微 *壁面修理
F呉服店土蔵 A 大破 大破 大破 5 部分修理
修理箇所
全体
部分
県指定文化財
保存番号 地区
屋根破損 保存修理工事
施工年度
保存修理工事
特定建築物
外壁・軸
組破損
県指定文化財
特定建築物
表 6　佐原土蔵保存修理工事履歴別損傷比較表
6.4.3　土蔵の保存修理工事の工法と損傷
6.4.3.1　屋根の保存修理工事
　表 6、図 53 においては町家と同様の方法で、屋根の保存修理工事が行われ
た土蔵 20 棟を考察した。20 棟の内無損傷は、6 棟 (30％ ) で 8 棟 (40％ ) が大
屋根もしくは大棟のどちらかを大破している。各保存修理工事の内容で、損傷
率を考察すると、全面葺替工事が行われた 7 棟の内、無損傷は 1 棟 ( 保存番号
4) に過ぎない。3 棟 ( 保存番号１・63・77) が大破している。基礎工事は、土
間コンで修理が行われた保存番号 69 の 1 棟だけで、無損傷である。同時に土
台交換と柱起こしをしていることも効果的であったと考えられる。
　部分的な修理ではなく 10 棟に軸組修理が行われているが、屋根の無損傷は
3 棟 (30％ ) に過ぎない。構造補強が行われたにも変わらず 3 棟が大破している。
土蔵は根本修理が行われても屋根を破損する確率が高いことを示している。こ
の理由は屋根葺替を土葺きで行ってきた結果による。土蔵の屋根を空葺きなど
の工法で行うと土蔵の断熱性に優れた効果が失われてしまう。
　栃木では味噌工場の味噌蔵を空葺きの引掛け瓦桟工法で修理をしていたが、
製造した味噌を保管する冷蔵庫の電気代がかさんで困るという話を所有者から
聞いたが、土葺きを完全に撤去してしまうと、土蔵の持つ断熱性が損なわれる
為に、新たな工法の検討が必要になる。
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6.4.3.2　外壁・軸組の保存修理工事
　表 6、図 54 を基に土蔵の外壁・軸組損傷と保存修理工事の行われた 20 棟
を考察する。20 棟の内、無損傷は 5 棟 (25％ ) で、大破したものは、4 棟 (20％ )
である。 大破した土蔵 3 棟は、 構造補強をされていたが、 外壁・軸組の損傷
を防ぎきれてはいない。唯一基礎を土間コンで修理した保存番号 69 は、無損
傷であった。関東の土蔵は防火の為に床下換気口を取らない為に、土台や軸組
の腐朽が進みやすい。基礎にコンクリートを打設することは土蔵にも効果が
あったと考えられる。上部構造の軸組の補強は当然必要であるが、液状化する
地盤においては、地盤の影響で沈みやすい土間コンではなく、ベタ基礎工法を
採用することが、有効であると考える。
6.5　震災復興工事とその課題
　本地震による震災復興工事は各地区でほぼ終了しているが、本稿では、真壁・
佐原・川越の 3 地区の事例を取り上げ、復興工事の方法やその課題について
報告する。
6.5.1　真壁の震災復旧工事
　
　 真 壁 は 2014 年 3 月 31 日 ( 調 査 時 点 ) 現 在 倒 壊 し た 石 蔵 1 棟 や、 全 壊 し、
取り壊された土蔵 3 棟や健全であった 16 棟を除いた 92 棟の内、既に約 4 割
の 38 棟の修理が終り、現在約 3 割の 25 棟が工事中である。既に 7 割以上の
建物に対し、復興工事が進んでいるが、これは通常所有者が 2 割の自己負担が
必要な保存修理工事に対し、震災復興工事として、上限なしの 9 割の補助金 ( 国
70％、桜川市 30％ ) と、自己負担分の 3/4 を県が補助する仕組みが作られた。
これにより、自己負担がわずか 2.5％で済んだことが、復興工事が進んだ主な
要因と考えられる。
　震災復興工事においては、真壁は登録有形文化財を多く持っていることもあ
り、文化財としての価値を重視した復興工事方針のもとに行われている。原則
として旧状に復元することを基本としている。瓦の修理においては、葺土の使
用を原則としているが、既に大半の瓦が破損、廃棄されている場合は、災害復
旧に限り、空葺きを認めている。棟瓦については復旧を原則とするが、金物等
による補強を行うこととしている。しかしながら、土葺きで復旧するには、職
人も限られており、現実には多くの建物が空葺きで復興工事を行わざるを得な
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かったと市の担当者は述べていた。
　根本修理 ( 亀裂が深く及ぶ場合 ) は土塗壁を解体後、竹木舞の状況を確認し
( 竹木舞の上に荒壁・中塗り・仕上を漆喰 ) とすることを基本としている。部
分修理 ( 仕上漆喰の剥落・クラック等の被害 ) では、破損個所を含む一面をは
ぎとり、中塗り補修の上、漆喰により仕上げることを基本とするなど、文化財
建物の基本が守られている。
　耐震的に有効な工事は、揚床されベタ基礎に変更された 1 棟 ( 仲町 04 写真
21 参照 ) と、 今後の耐震化の参考となる公開工事 ( 保存番号高上 42・43) で
構造用合板と筋交いや羽子板ボルトにより補強（写真 23 参照）された 2 棟が
ある。金物を使わない伝統構法に壁倍率の高い工法を部分的に付加する場合は
軸組に掛かる負担が大きく慎重に行うことが必要とされるが、全体の軸組を金
物で補強するなど十分な検討がされた上で実施されたものと考える。　
　また人見梁の下に木製格子を耐震要素として付加した下宿 13 と旧高久家住
宅 ( 現真壁観光案内所　写真 22 参照 ) がある。木製格子は平成 15 年に新たに
建築基準法で認められた工法 [ 建築基準法告示第 1100 号 ( 平成 15 年 12 月 9
日改正 )3 寸 5 分 (10.5㎝角 ) 以上のヒノキ材を 31㎝以内に格子で組んだフレー
ム ( 壁倍率 1.0)] であるが、　壁倍率が 1.0 倍しか認められていないので、付加
された位置だけの数では、 倒壊を防ぐ効果はないと思われる。 恐らく震度 5
強程度の地震までは損傷を防ぐ効果はあるとの評価で行われたものと考える。
　調査時点では、未着手の建物が全体の約 3 割 29 棟あった。要因として、伝
統的な工法である土壁や、屋根瓦の影森の修理 ( 通常 1 か月程度かかる ) が出
来る左官職人が少なく。復旧に時間が掛かっていることである。
写真 21　仲町 04・ベタ基礎打設工事 写真 22　木製格子で補強された旧高久家住宅 写真 23　筋交いで補強された高上 43
6.5.2　佐原の震災復旧工事
　佐原では伝統的建造物の中心となる県指定文化財はほとんどの建物が屋根を
崩落させるなどが被害の中心であったが、市及び「NPO 法人小野川と佐原の
町並みを考える会」の努力により、無事震災からの復興工事を終えている。
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　特定建築物の震災復興工事は、屋根は瓦のガイドライン工法で葺かれ、基礎
は原則として、揚げ床でベタ基礎が施工された。
　大きな損傷を受けた県指定文化財は大幅な根本修理が行われた。通常の保存
修理工事では所有者は 3 割の負担が必要となるが、震災復旧工事に関しては
県負担が 50％から 75％へ、市負担が 16.7％から 20％へ増え、所有者の負担
が 5％となったこと。更に、全国町並み保存連盟を通してワールドモニュメン
ト財団 (WMF) に登録された東日本大震災支援のパイロット事業に取り上げら
れ、スポンサーであるアメリカンエキスプレスがスポンサーとなり、20 万ド
ル ( 当時の為替レートとして約 1600 万円 ) が支援されたことにより、所有者
の負担が大きく軽減された事により、震災復興工事が進んだことが大きな要因
となっている。
　震災復興工事においては、町家の屋根の改修は全て、空葺きでの施工が行わ
れている。腐朽した垂木の交換を行った後に、ルーフィングシートの上に土葺
きの高さ 60㎜に合わせる為に縦横に組まれた瓦桟で高さを調整している ( 写
真 24 参照 )。S 書店は小江戸瓦と呼ばれる本瓦葺きであった為に、全ての瓦を
忠実に復元している。小型で反りの深い平瓦を全て銅線で結束したうえに、細
い丸瓦を 1 枚毎に南蛮漆喰 ( 粘土に漆喰と樹脂を混ぜたもの ) で高さを調整し
合端作業を 1200 枚全てに行った後に銅線で結束している。棟は心木を立てず
に、南蛮漆喰で高さ調整を行い、熨斗瓦は全て銅線で結束し、扇形で透かしの
工法がとられている。また屋根補修用の紐を取りつける鍵型の金物も復元され
ている。棟の冠瓦は銅線では緊結されているが、棟木とパッキン付きのステン
レスビスで押えるような、瓦のガイドライン工法は取られず、漆喰で留められ
ている。
　土蔵の土壁の修復は全て、昔ながらの竹小舞で下地が造られ、荒壁、中塗り、
上塗りと 24 工程の土塗作業が行われている。土には崩落した土も市内で採取
された土と藁スサと共に使われている。腰巻 ( ハカマ ) 部分にも崩落した土を
骨材とし、市内で採取したヘナ土、砂利、砂、石灰、塩化カルシウムを混ぜた
写真 24　佐原・空葺きの為に縦横に組まれた桟木
( 出典：佐原の町並み　東日本大震災からの復旧 DVD）
写真 25　川越仲町観光案内所・耐震補強工事
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ものが使われている。漆喰には黒銀杏草 ( 北海道日高産の海藻 ) をフノリに使
い、消石灰、麻スサが使われ、腰巻と扉に使用された黒漆喰は練墨と防水効果
を高める為に植物油を混ぜたものが使われている。( 参考：佐原の町並み　東
日本大震災からの復旧 1）)
6.5.3　川越の震災復旧工事
　川越の保存修理工事のほとんどは、協同組合「伝統技法研究会」が中心にな
り、保存修理工事に取り組んでいる。震災前の平成 22 年度から継続的に行われ、
震災にあった見世蔵の仲町観光案内所 ( 保存番号 82) の興味深い改修工事につ
いて紹介する。( 出典：川越市伝建地区の東日本大震災被害調査報告書 2))
　耐震改修工事に当り、 構造計算の手法は限界耐力計算で行われている。 設
計上の相間変形角は極めて稀に起こる大地震に倒壊しないことを目標にし、
1/15 としている。
　真壁で説明した同様の工法で、人見梁の下に木製格子を組み、耐震要素とし
ている。( 写真 25 参照 )　また、仲町観光案内所では屋根の保存修理工事にあ
たっても興味深い取り組みが行われている。土蔵造 ( 見世蔵・土蔵 ) は屋根の
防火の為に、180 ｍｍの土を厚く塗り上げ、漆喰で防水する土居塗工法が取ら
れている。全てカラ葺きにしてしまうと、土蔵造としての調湿性や断熱性の価
値が失われてしまう。保存修理工事では、土居塗の土は残し、土葺きの代わり
に縦横に組まれた瓦桟を設け、土の重量を減らす工法を取っている。縦桟を垂
木に取り付ける為に土居塗の厚さを考慮したステンレスの長ビスで留めつけ、
更に横の瓦桟を取り付けている。瓦は、既存瓦を利用し、瓦に 2 箇所穴をあけて、
銅線で瓦桟に留めつけている。
　また土居塗の補強の為に、@30 のステンレスメッシュにシュロ縄を巻き補
強している。ステンレスメッシュは落下しないように棟を跨いで両側の屋根面
に被せるように入れている。この川越の震災復旧工事は土蔵造としての真正性
を維持しつつ、震災から土蔵造を守るための多くの工夫がなされており、参考
とすべき工法であるといえる。
　
　以上各地区の震災復興工事についてまとめたが、屋根の瓦葺き工法は引掛け
瓦桟工法 ( 第 3 期）で行われているものが多い。但し、川越では土蔵造の特徴
を生かした取り組みが行われていた。軸組の補強については、伝統的な内部空
間を生かし、視線が通るヒノキ材の格子フレームが真壁・川越で見られた。
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6.6　保存修理工事のガイドライン
　本研究での損傷分析の成果や各地区で行われた震災復興工事を踏まえ、通常
の腐朽部材の修理や交換のほかに、下記に示す今後進めるべき保存修理工事の
ガイドラインの 1 例を示す。
①　町家（図 57 に概要を断面図で示す）
　□　葺土は重量低減のために撤去する。葺土の高さ 60㎜に合わせ、瓦桟
　　　は縦横に組み高さ調整を行う。土の断熱性 ( 熱貫流率 0.58 ～ 1.74 ｗ /
　　　ｍｋ ) や調湿性能を持った自然素材の代替え措置を検討する。縦桟は垂
　　　木とステンレスビスで緊結する。野地板は構造用合板を可能な限り使用
　　　せず、杉板の 12㎜の厚板で１尺以上の幅広の剛性の良いものに交換す
　　　る。野地板の上には防水効果を高める為にルーフィングを敷きこむ。
　□　既存瓦を出来る限り活用し、瓦に 2 か所穴をあけ、瓦桟に長ビスと銅
　　　線で留付ける。
　□　棟瓦は既存瓦を利用することを原則とするが、瓦のガイドライン工法に
　　　基づき、冠瓦と熨斗瓦の落下を防ぐ為に棟木にステンレス金物で留付け
　　　る工法とする。
　□　耐震改修が可能であれば、剛性強化のために、建築基準法告示第 1100
　　　号 ( 平成 15 年 12 月 9 日改正 ) に基づき、3 寸 5 分 (10.5㎝角 ) のヒノ
　　　キ材を 31㎝以内に格子で組んだフレーム ( 壁倍率 1.0) を検討する。
　□　基礎は揚げ床をし、ベタ基礎で施工する。土台とはアンカーボルトで固
　　　定する。
②　土蔵（図 58 に概要を断面図で示す※見世蔵等の土蔵造も同様とする）
　□　棟瓦及び葺土、瓦桟は町家と同様とする。
　□　土居塗は土蔵の長所である調湿性や断熱性の為に残す。土居塗のずれ落　
　　　ちを防ぐために、シュロ縄をステンレスメッシュに巻き込み、棟の両側
　　　に跨いで伏せ込む。
　□　鉢巻の落下を防ぐ為に、下地として厚板 (60㎜程度 ) を垂木の先端に留
　　　付け、竹木舞はステンレス釘で留付ける。
    □　耐震改修が可能であれば、短辺の剛性を上げる為に、建築基準法告示
　　　第 1100 号 ( 平成 15 年 12 月 9 日改正 ) に基づき内壁に縦貫を入れた土
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　　　壁を付加する。
　□　腰巻の上部にステンレス製の水切りを伏せ込み。上部から侵入した雨水
　　　が外部に流れるようにする。
　□　大谷石等の基礎石は撤去し、ベタ基礎とする。土台とはアンカーボルト
　　　で固定する。腰巻の下の大谷石等のチリ石は既存を活用する。
図 57　町家断面図 図 58　土蔵断面図
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はじめに 
　本研究の目的は 2011 年の東日本大震災で被災した関東の重伝建地区 5 地区
の被害記録をまとめ、今後の重伝建地区の地震防災における基礎資料とするこ
とである。第 3 章から第 5 章まで各地区の被害記録をまとめ、第 6 章におい
て全地区の損傷分析と考察を行った。
　本章では、研究成果を以下の 5 点にまとめている。　
　
①　被害記録
②　重伝建地区各地区の地盤と損傷
③　町家の耐震性の分析
④　土蔵の耐震性の分析
⑤　保存修理工事と損傷の考察
　最後に今後の保存修理工の方針を示し、締めくくっている。
7.1　被害記録
　第①のテーマである被害記録の作成については各自治体の協力や航空写真を
使った調査により、詳細なデータが作成されたと考えている。
　町家や土蔵の損傷記録を整理し、 屋根及び外壁・軸組に分けて色分けして
損傷を分類した。地上からの損傷が難しい屋根の被害については google earth 
pro を利用した航空写真を活用したが、震災から数日たった段階で多くの屋根
にブルーシートが掛けられるために、実際の損傷範囲と相違する可能性が大き
い。本研究では、屋根損傷範囲の一つの目安として採用したが、今後は迅速な
上空からの撮影方法が検討課題であると考える。
　2016 年 4 月 11 日に発生した熊本地震においては、国土地理院が地震発生
後 15 日に、航空写真を撮影している。今後地区全体の損傷状況をつぶさに把
握するためにこれらの方法が有効となってくると考える。
7.2　重伝建地区各地区の地盤と損傷
7.2.1　本震と余震
　 東 日 本 大 震 災 は M9.0 の 本 震 と 共 に、 約 30 分 後 に 茨 城 県 沖 を 震 源 と す る
M7.7 の大きな余震が発生した。本震の震度は桐生と真壁が震度 6 弱、佐原は
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震度 5 強を計測した。 他地区は全て震度 5 弱であった。 約 30 分後に発生し
た余震では震源に近い佐原は再び震度 5 強、真壁は震度 5 弱を計測していた。
他の 3 地区は震度 5 弱を超える余震は計測されていない。
　真壁・佐原だけが本震と約 30 分後の余震で木造建築物に被害を及ぼすとさ
れる震度 5 弱以上を 2 度も計測していた。
　本震では屋根に被害を及ぼすとされる三成分加速度が 200gal を超えた真壁
で 415gal、佐原で 304gal を計測した。余震では真壁が 215gal、佐原は 291gal
を計測した。本震では真壁・佐原共に NS と EW の加速度は変わらないが、茨
城県沖であったために、震源に近い佐原の三成分合成加速度は、EW が 250gal
を超え、NS に比べて 7 割ほど高くなっていた。従って他地区と比較して真壁
と佐原の被害が大きかった要因は、本震だけでなく約 30 分後の余震が影響し
ていたと考えられる。桐生は本震では 6 弱を計測したが、余震では震度 4 に
とどまっていた。
7.2.2　長周期地盤と扇状地形
　真壁・佐原・桐生で本震や余震で地震動が大きくなった要因を探る為に、各
県で公表されている近傍の地質資料を入手し、それを基に告示式で各地区の地
盤の固有周期 ( 推計値 ) を求めた。
　その結果、真壁は、地盤の固有周期は 0.841 秒と長く、沖積層と同様の値と
なっていた。佐原は小野川沿いにおいて 0.297 秒から 0.868 秒と固有周期に大
きな違いが出ていた。固有周期に違いが出ていたのは、南側にある下総台地が
影響していると考えられるが、忠敬橋近辺では 0.6 秒前後で町家の固有周期と
近い比較的長い固有周期を持っていた。小野川から約 120m 離れれば被害はほ
とんど出ておらず、小野川の軟弱地盤の固有周期が影響していたと考えられ
る。他地区の地盤の固有周期は栃木・川越は 0.35 秒程度と短い固有周期を持っ
ていたことで、大きな揺れとならず、被害が少なかった。従って真壁や特に佐
原の小野川沿いで他地区と比較して損傷が大きかった要因は、軟弱地盤により
地震動が増幅した結果であると推定できる。
　また桐生は地盤の固有周期は 0.1 秒前後と短いが、地質は地表からすぐ下に
は玉石混じりの砂礫層となっており、明らかに扇状地系を示す地質となってい
た。航空写真による地形からみても、明らかな扇状地形である。本震で震度 6
弱、三成分合成加速度 415.0gal を計測したのは、扇状地系の影響で地震動が
増幅した為と考えられる。
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7.3　町家の耐震性
　大火の多かった関東の重伝建地区の町家や土蔵は独自の発展をしてきた伝統
的な防火構造である。損傷の要因はこの防火構造に起因しているのではないか
と推定し、文化庁が手引きで示した耐震診断の手法を用いて、真壁・佐原の建
物の分析を行った。
7.3.1　間口方向の耐力の脆弱性と下屋庇の伝統的構造
　真壁・佐原共に各町家は個別に耐震上の課題があることが分析で判ったが、
共通して言えることは、1 階の間口方向の耐力が奥行き方向の耐力の 7 割程度
しかなく、それらの要因により損傷が起きたと考えられることであった。しか
しながら、これは関東の町家に限った特徴とは言えず、間口が狭く、奥行きの
長い、道路に面した全国共通の町家の耐震上の欠点である。ただし、江戸期以
来、町火消が登りやすいように考案されたとされる関東の町家は、下屋庇を持
ち、2 階の柱が梁の上に掛けられ、軸組が通らない耐震上の欠点を持っている。
　真壁で江戸期以来の伝統的な構造である下屋庇の町家と、昭和期以降に建て
られた道路側に下屋庇が無い腰屋根形式の町家の損傷比較をしたが、下屋庇の
無い昭和期以降の町家（真壁・仲町 07・仲町 10・高上 08） の 3 棟は耐震診
断で評価が低くなっていても、 外壁・軸組に損傷はほとんどなかった。 構造
的に、道路側の軸組が 2 階まで通り、剛性上適切な軸組となっていたことが、
損傷が少なかった要因の一つと考えられる。耐震診断だけでは個別の建物の耐
震性についての解析は出来ないが、軸組が通らない構造は剛性が低いことは知
られており、下屋庇を持つ建物に損傷が多かった要因の一つとして充分考えら
れる。
7.3.2　南北方向の土壁の偏在を持つ伝統的構造
　関東の重伝建地区の町家は、冬に起きやすい大火から守るために、防火上北
西だけを塗籠る町家が多い。商業と農業が混在している在郷町として発展して
きた真壁にはこのタイプの町家が多い。商業の中心地であった佐原では、小野
川沿いにそれらの町家が多い。個別の損傷分析では、南北の土壁の偏在（壁率
比 0.5 未満）により、損傷が起きていた事例（真壁 11 棟・佐原 3 棟）が多く
見られたことで、歴史的に防火建築として発展してきた関東の重伝建地区の町
家の耐震上の問題点の一つであったと考えられる。
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7.4.　土蔵の耐震性
7.4.1　土蔵の構造の弱点
　関東の土蔵に損傷が多かった理由として、防火建築として発展してきた土蔵
の構造に問題点があったと考えられる。
　町家と土蔵を比較すると土蔵の屋根損傷率は約 3 割高くなっていた。要因
の一つは土蔵の葺土は町家より塗厚が多いことにより慣性力が大きく働き、ズ
レや落下が多く発生したこと。また防水の為に漆喰が塗られた土居塗が葺土の
下に設けられるが、ズレ止めのシュロ縄が経年劣化で腐食して切れ、土居塗の
土がずり落ちたことも要因と考えられる（川越の保存番号 82 では調査の結果
その事例が確認されている。）また鉢巻の被害も多かったが、これは漆喰で防
水された土居塗の上を雨水が流れ、軒先にある鉢巻の竹木舞を腐朽させ、地震
による振動で鉢巻の土壁が竹木舞と共に落下したと考えられる。
　また外壁・軸組の損傷の要因としては、次の理由が考えられる。一つは、倒
壊家屋からの延焼防止の為に厚く塗られた腰巻である。腰巻には地面からの雨
水の跳ね返り防止の為に漆喰を混ぜた土で塗られる。上部のヒビワレから侵入
した雨水は腰巻で止水され、内部の土台や柱の根元を腐朽させた要因となって
いたこと。またもう一点は防火のために、床下換気口を設けないことで、地面
からの湿気や蟻害を防ぐことが出来ず、土台・大引・束・根太を腐食させやす
い。以上２つの理由によると考えられる土台や柱の下部が腐食した土蔵が見ら
れた。その為に地震によるわずかの層間の変形で外壁の損傷が発生したと考え
られる。
　
7.4.2　下屋と短辺の耐力の脆弱性
　真壁・佐原の損傷では、下屋を持つ土蔵に被害が多かったことが特徴である。
本体と下屋の剛性の差により、外壁軸組に損傷が起きていた。また土蔵は短辺
の耐力が長辺の約 7 割しかなく、損傷の大きい建物の要因の一つとして短辺
の耐力の脆弱性によると考えられる。本研究の分析では軟弱地盤に位置してい
た辺長比が 2.0 を超えた土蔵（真壁・上宿 05 佐原Ｙ商店　保存番号 1・2）に、
被害が大きかった。栃木を調査した既往研究では土蔵の短辺の固有周期が町家
と変わらない固有周期を持っていたという成果が得られていたが、その傾向は
辺長比が 2.7 ～ 3.3 と大きい土蔵に顕著であったとしており、町家と土蔵の短
辺の固有周期が変わらないとすれば、本研究の損傷結果と整合する。
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7.5　保存修理工事と損傷
　重伝建地区の町家や土蔵は、文化庁が示す耐震補強を速やかに実施すること
が望まれる。しかしながら、居住者の財政的な負担、伝統構法を得意とした技
術者の数が少ない事情等を勘案すると、耐震診断・耐震補強が進んでいない。
　震災前までに保存修理工事が進んでいた佐原においても耐震診断や耐震補強
が行われた建物は非常に少ない。本研究では保存修理工事と損傷の分析を行っ
たが、保存修理工事が行われた建物は耐震上問題の多い基準であっても、損傷
が少なく、改めて保存修理工事の有効性を確認することができた。
7.5.1　瓦工法の耐震化
　瓦工法についての考察を行った。初期の引掛瓦桟工法で葺かれ、震度 6 弱
を記録した桐生や真壁では、大屋根の平瓦はズレ程度で済んでおり、瓦を落下
させないという効果は確かめられた。 ただし、 棟瓦の落下は防ぎきれていな
かった。阪神淡路大震災以降、棟瓦は銅線で緊決する工法が取られるが、修理
工事で空葺きの引掛け瓦桟工法で葺かれ震度 5 弱を記録した川越や栃木では、
効果が認められた。佐原は、当初から保存修理工事では、棟瓦は銅線で緊結す
る工法で行われた。佐原のように本震と余震で 2 度も震度 5 強以上の地震力
が加わると、棟瓦を銅線で緊結するだけでは損傷を防ぐことは出来ず多くの棟
瓦が落下していた。平成 15 年度からは瓦のガイドライン工法が取り入れられ、
その工法で葺かれた 10 棟は棟瓦も全て無損傷であり、効果が確認された。
7.5.2　基礎工法の耐震化
　佐原においては、軟弱地盤である小野川沿いで町家の下屋が傾くなどの被害
が出ていたが、下屋を含む建物全てをベタ基礎工法とした建物には被害は無
かった。液状化を起こす佐原のような軟弱な地盤では、上部の構造物に強制的
な変化が加わらないよう、ベタ基礎工法は有効であり、文化庁の手引きでも推
奨しているが、効果が高いことが確認できた。
　また基礎の修理が行われていない町家や多くの土蔵は、保存修理工事は主
に、腐朽した土台や軸組の構造補強が中心になっていた為か損傷が多く出てい
た。以上から考えると、上部構造の腐朽した軸組の取替や補強は当然であるが、
液状化を起こすような軟弱地盤においては、基礎の修理を最優先とし、ベタ基
礎工法が、より効果的であると考える。
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7.6　保存修理工事の基本方針
　
　真壁・佐原の町家や土蔵は耐震診断により、多くの建物が極稀に発生する震
度 6 強を超える地震で倒壊するという評価となっていた。
　従ってこれらの建物には耐震対策が必要となるが、本研究で示した町家や土
蔵における文化財的価値はさまざまである。それらの建物の文化財的価値を
しっかり把握し、伝えるべき価値を優先的に保存することが耐震対策において
重要である。耐震対策にあっては、まず耐震補強を行うべきか否か、次に補強
する場合はどの部位をどの程度補強するか、またどのような工法で補強するか
を判断する必要がある。また耐震補強に当たって重要なことは、耐震性を向上
させるだけでなく、その建物が本来持っている文化財的価値を損なわない補強
方法を選択することである。文化庁は序論 1.6.1 で示したように「重要文化財 ( 建
造物 ) 耐震診断・耐震補強の手引き」概要において耐震補強に当たって、次の
重要な項目をあげている。
　○意匠を損なわないこと
　○部材を傷めないこと
　○将来に取り外すことが可能な可逆性であること
　○元の部材と区別可能であること
　○安全性を確保できる範囲で必要最小限とした補強であること　
とし、さらに 1.6.1.2.1　「木造建築物の部位に応じた補強方法」において
　(1) 地盤・基礎
　(2) 軸部、接合部 ( 仕口 )
　(3) 継手、劣化等により強度が不足する部材
　(4) 壁
　(5) 水平構面
　(6) 固定荷重の軽減
　(7) 別構造による補強
における工法の詳細な注意事項を示している。
　本来であれば、震度 6 強以上の震度に備えて、耐震補強を速やかに行うべ
きと考えるが、耐震補強が進捗することは諸般の事情を考えれば難しい。関東
では 30 年以内に約 70％の確率で発生すると予想されている首都圏直下型地震
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の懸念がある。
　しかしながら、内閣府が想定して
い る 13 の 地 震 域 １)( 図 1 参 照 ） の
最大の地震では、関東の重伝建地区
5 地区は震度 7 や震度 6 強を超える
震度は想定されておらず、東日本大
震 災 と 同 程 度 の 震 度 5 強 ～ 6 弱 の
震度が予想される。本研究では適切
な工法で全面修理工事が行われてい
れば、2 度も震度 5 強を計測した佐
原において、無損傷で済んでいた建
物 が 多 く あ っ た こ と を 明 ら か に し
た。
　佐原において行われた全面的な保
存修理工事の対象は特定建築物に行われてきたものであるが、その内容を確認
すると、文化庁が示した「木造建築物の部位に応じた補強方法」に合致した内
容となっていた。各重伝建地区においてそれぞれの建物の文化財的価値は様々
であり、耐震対策も個々に検討するべきであると考えるが、本研究で示した工
法で修理工事を進捗させることは、首都圏直下地震への耐震対策の一つの方法
となると考える。保存修理工事に当たっては、以下に示すデータを整備し、優
先的に保存すべきエリアや、特定建築物を抽出し、年次工事計画を立てること
が必要と思われる。
7.6.1　ボーリングデータと地形図
　佐原においては、小野川沿いから約 120m 離れていれば、被害は少なかった。
重伝建地区は広くエリアによっては地盤の状況が違っている可能性が高い。本
研究では県の公表資料からボーリングデータを入手し、考察したが、地区内の
地盤を把握しておく為に、可能であれば 50m メッシュで簡易な地盤調査 ( ス
ウェーデン式サウンディング試験や標準貫入試験等 ) を実施しておくことが必
要である。
　また佐原のように小野川の南に迫っている下総台地により地盤の固有周期が
変化していた。 本研究では、google earth pro の航空写真を活用したが、 国土
数値情報 (GIS) や国土地理院の地図・空中閲覧サービスの情報等を有効に活用
することも必要である。
図 1　首都圏直下型地震震度予測図
（出典：内閣府防災情報のページを加工）
第 7 章　結論　　　　
281
写真 1　修理工事のカルテの事例
（※香取市都市整備課事業推進班作成の
修理工事カルテより転載）
7.6.2　保存修理工事のカルテ
　本研究では佐原で行われてきた保存修理工事のカルテ ( ※写真 1 は平成 23
年度震災復興工事の事例 ) が入手できた為に、保存修理工事と損傷との関係を
分析することが出来た。佐原においても、保存修理工事のカルテが充実してき
たのは、平成 18 年度以降である。事前調査資料・保存修理工事記録・工事写真・
設計図・耐震診断の結果をデータ化し、保存修理工事のカルテとして蓄積して
おくことは、地震防災計画の基本となると考える。
7.6.3　伝統的建造物の耐震診断
　本研究では、真壁・佐原で図面が入手できた建物について文化庁が示してい
る方法で耐震診断を行ったが、全ての特定建築物を網羅していたわけではな
い（真壁の約 7 割・佐原の約 4 割）。耐震診断の結果、各建築物は様々な耐震
上の問題点を抱えていた。また本研究では木造の町家と土蔵だけを対象とした
が、他の種類の建築物や木造以外の構造
の建築物も特定されている。重伝建地区
内において、各建物の耐震性を把握して
おくことは重要で、耐震性の低い建物を
抽出し、先行して保存修理工事に取り掛
かる為の資料とすべきである。
7.7　まとめ
　本研究では東日本大震災による関東の
重 伝 建 地 区 5 地 区 の 町 家 と 土 蔵 の 地 震
被害の研究を行ったが、本研究で行った
成果は、今後の重伝建地区の地震防災計
画策定の基礎資料となると考える。しか
しながら、日本では頻繁に地震があり、
今後ともこのような研究を継続していく
ことが重要であると考える。
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